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令 和 ５ 年 度 予 算 編 成 方 針 

 

本市の状況 

 マチごとエコタウン所沢を目指す本市では、2050 年までに二酸化炭素排出

量の実質ゼロを目指し「脱炭素・ゼロカーボンシティ」に向けた施策を進める

とともに、「人を中心にしたマチづくり」を進め、これらを全ての事業の実施

にあたり、横断的かつ中心に据え、本市の持続的発展、未来の子どもたちのた

めに投資を行っている。 

新型コロナウイルス感染症による市民生活への影響が長期化する中、必要な

対策を継続して実施していく一方で、本市の目指すべき未来へ向けて実施中の

事業の確実な遂行はもちろんのこと、『よきふるさと所沢』の実現に向け一歩

ずつ着実に歩みを進めているところである。 

  

本市の財政状況 

 本市の基幹収入である市税収入については、令和３年度決算において若干の

増（前年比６，１２５万３千円、０．１ポイントの増）となったが、今後、大

幅な増加は見込まれず、中長期財政計画（令和元年度～１０年度）においても

令和５年度をピークに減少していくものと推計している。 

 一方、歳出については、引き続き公共施設・インフラの更新費用や少子高齢

化に伴う社会保障経費の増加に加え、長引く新型コロナウイルス感染症対策や

ウクライナ情勢の長期化に伴う原油価格・物価の更なる高騰による影響、脱炭

素に向けた取り組みなど予断を許さない状況が続くものと見込まれる。 

 したがって、令和５年度予算についても歳出に見合う歳入が確保できず、多

額の財源不足が見込まれることから、今まで以上に厳しい事業の取捨選択が必

要となってくる。 
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基本的な考え方 

令和５年度予算編成にあたっては、ＤＸの推進や市民サービスのさらなる向

上を図るとともに、「脱炭素・ゼロカーボンシティ」の実現と「人を中心にし

たマチづくり」の推進を重要課題として位置づける。また、本当に困っている

人を助けるため、つまり「福祉の中の福祉」に係る事業についても最大限配慮

するなど、限りある財源の中で真に必要な事業にメリハリを付け、予算を配分

する。 

そのため、既存事業については、「この事業が本当に必要なのか、続ける理

由はあるのか」、「もっと効率的・効果的な手法があるのではないか」を常に問

い、特にコロナ禍において中止・縮小している事業の再開については、事業の

見直しを行う機会と捉え、厳しい財政状況であることを十分に認識したうえ

で、必要な見直し・再構築を徹底すること。なお、新規事業についても、その

必要性、緊急性、費用対効果、後年度負担等を検討のうえ、重要課題として位

置づけた「脱炭素・ゼロカーボンシティ」の実現と「人を中心にしたマチづく

り」の推進に寄与する事業であるかを念頭に置いて事業を構築すること。 

そして、築き上げた事業については、本市の進むべき方向を示す羅針盤とな

るものであることから、自信をもって進めていただきたい。 

温暖化を抑え脱炭素を進めるか、生物とともにあるふるさとになるか、人と

人の絆を強めるか、人が生来もっていた「人間力」を頼み、発揚させるか、歩

いて暮らせる街、歩きたい街に近づくか、こうしたことを強く意識されたい。 

各部長等においては、各部等のリーダーとして、市財政状況を十分認識した

うえで明確な経営判断とマネジメントのもと予算編成を行うことを強く求め

る。また、全ての職員は、予算編成を「自分事」として捉え、徹底的に無駄を

排除したメリハリのある予算編成を行われたい。 

なお、基本的な考え方の詳細は、以下のとおりである。 
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(1) 財源の優先配分及び年間総合予算の編成 

見積もられたすべての事業を実施できる一般財源の確保は難しいと考えられる。

それぞれの事業において、前年度と同等の予算の確保は難しいと考え、必要な個所

に、必要最小限の額を計上する意識を全職員で共有すること。 

また、補正予算は原則として、制度改正への対応や、災害等緊急でやむを得ない

ものとし、年間に必要となる額は当初予算にて過不足なく見積もるよう努めるこ

と。 

 

(2) 第６次所沢市総合計画の確実な実行 

第６次所沢市総合計画・基本構想に掲げる将来都市像の実現に向けた取り組みは

優先的に行うこと。「所沢市総合計画 実施計画（２０２３～２０２６）策定要領」

により採択された事業に重点的に予算配分を行うため、ランク付けの結果について

は遵守すること。 

 

(3) 財源の確保 

財源確保と負担の公平性の観点から、市税や使用料等の収納率向上に努め、財産

収入、広告料等の創意工夫による増収策を様々な角度から検討し、財源の創出に努

めること。 

国・県支出金については、社会情勢の変化や、国・県の施策や制度の動向等を注

視のうえ、他団体の活用事例を情報収集し、積極的かつ漏れのないように補助要望

すること。また、事業の選択にあたっては、補助事業であることを理由に安易に事

業採択を判断せず、事業実施に伴う一般財源の負担増、事業の費用対効果、緊急性

を十分に検討すること。なお、国・県の補助の打ち切り、補助割合の変更等があっ

た場合は、原則事業の廃止・縮小を行うこととし、市費への振替えは認めない。 

 

(4) 業務の担い手・手法の柔軟な選択 

新規の事務事業開始時、既存事務事業や業務フローの見直し等にあっては、正規

職員による業務推進にのみ限定せずに、その担い手や手法について、ＩＣＴや各種

先進技術・サービス、任期付職員・非常勤職員や派遣職員、民間活力、ＰＦＩなど

様々な選択肢から最適な組み合わせを選択し、費用対効果もしっかりと見極め検討

すること。 
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(5) 経常経費の抑制 

経常経費の高止まりにより、本市の財政状況は硬直化しており、市独自の新たな

施策の推進に一定の制約を課す状況となっている。そのため、事務事業について縮

小・廃止も含めた検証を必ず実施し、引き続き実施するとした事務事業には積極的

にデジタル技術等様々な手段の活用を検討し、経常経費の縮減を図ること。 

 

(6) 扶助費の精査と抑制 

扶助費については、事業手法や給付水準等の見直し・検討を行ったうえで、対象

者数や扶助額について徹底した精査を行い、漫然と予算の肥大化を招くことのない

よう、適正な制度運用を行うこと。特に、市の単独事業については、近隣他市との

均衡や社会情勢、他に同様の施策が無いかなどを総合的に勘案し、制度そのものの

必要性や給付水準等を精査し、統合を含め、制度の見直しを積極的に行うこと。 

 

(7) 補助金等の見直し 

市が支出する補助金等については、補助の効果や制度の趣旨が社会情勢に適合し

ているか、真に必要なものかを再検証し、補助率、補助上限額等について近隣他市

の事例等を参考に十分な精査をするとともに、計画的な縮減、廃止に向けた検討も

行うこと。特に団体補助については、その活動内容や社会的役割等を踏まえつつ、

団体の財政状況等も勘案し、対象事業、補助額等の適正性を見極め、自主財源によ

る運営に向けた検討を促すとともに、補助割合の縮小に向け必要な調整をすすめる

こと。 

なお、補助金等審査委員会の審査結果については遵守すること。 

 

(8) 公共工事・施設整備の計画的実施 

公共施設等の整備にあたっては、大規模事業が同時に進行している状況を鑑み、

建設費はもとより、運営体制、維持管理面など後年度の財政負担を十分に検討・調

整し、創意工夫を行うことにより最小の経費で最大の効果をあげるよう、効率化・

合理化、年度間の平準化を意識した計画や設計を行うこと。資材高騰により財政負

担が過大になる場合については、その実施時期についても見直しを行うこと。 

また、公共施設等の修繕・改修工事については、多額の費用を要することのない

よう精査に努めるとともに、活用できる新たな財源を確保し一般財源の抑制を図る

こと。 
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なお、令和３年３月策定の所沢市公共施設長寿命化計画に基づき策定される短期

予防保全計画による施設改修等については、優先的に財源配分するものとする。 

 

(9) 継続費・債務負担行為・地方債 

  将来の財政状況を十分認識し、後年度において過重な財政負担を招くことのない

よう留意すること。 

 

(10) 特別会計 

本来の特別会計設置の目的を踏まえ、一般会計との経費の負担区分を明確にし、

受益と負担の適正化を図るなど、財源を安易に一般会計に依存することなく、国・

県補助金の積極的な活用、自主財源の確保に努め、より効率的な運用を行うこと。 

 

(11) その他 

その他、事務にあたっての細部の取扱いについては、別途通知する。 
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令和５年度一般会計歳入歳出予算款別構成図
（単位：千円）

その他の内訳 その他の内訳
諸収入 1,196,726 地方特例交付金 387,001 商工費 665,608
繰越金 1,000,000 株式等譲渡所得割交付金 309,000 議会費 600,330
分担金及び負担金 617,822 財産収入 191,284 農林水産業費 253,294
地方譲与税 601,000 環境性能割交付金 66,000 労働費 103,011
配当割交付金 590,000 交通安全対策特別交付金 36,000 災害復旧費 4
法人事業税交付金 524,000 ゴルフ場利用税交付金 24,000 予備費 70,000

446,600 利子割交付金 18,000
寄附金 11

総額　　１１４，８３０，０００千円

国有提供施設等所在市町村
助成交付金等

市税

54,428,999

47.4%

国庫支出金

21,551,813

18.8%

地方消費税交付金

8,199,000

7.1%

県支出金

7,880,607

6.9%

市債

6,899,300

6.0%

繰入金

6,240,096

5.4%

地方交付税

2,220,000

1.9%

使用料及び手数料

1,402,741

1.2% その他

6,007,444

5.3%

歳入

民生費

53,661,459

46.7%

教育費

14,937,375

13.0%

衛生費

12,297,954

10.7%

土木費

10,846,942

9.5%

総務費

9,805,785

8.5%

公債費

7,441,496

6.5%

消防費

4,146,742

3.6%

その他

1,692,247

1.5%

歳出

-
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市民1人当り及び１世帯当り比較図

令和4年12月31日現在

人　 口 344,070人

世帯数 167,329世帯

       （単位：円）
１人当り １世帯当り

市民税 75,617 155,487
固定資産税 61,483 126,424
その他市税 21,092 43,370
国庫支出金 62,638 128,799
地方消費税交付金 23,829 48,999
県支出金 22,904 47,096
市債 20,052 41,232
繰入金 18,136 37,292
地方交付税 6,452 13,267
使用料及び手数料 4,077 8,383
諸収入 3,477 7,153
繰越金 2,906 5,977
分担金及び負担金 1,796 3,692
地方譲与税 1,747 3,592
配当割交付金 1,715 3,526
法人事業税交付金 1,523 3,132
国有提供施設等所在市町村助成交付金等 1,298 2,669
地方特例交付金 1,125 2,313
株式等譲渡所得割交付金 898 1,847
財産収入 556 1,143
環境性能割交付金 192 394
交通安全対策特別交付金 105 215
ゴルフ場利用税交付金 70 143
利子割交付金 52 108
寄附金 0 0

計 333,740 686,253

歳入
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6,452 4,077
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（単位：円）

1人当り １世帯当り

民生費 155,961 320,694

教育費 43,414 89,269

衛生費 35,743 73,496

土木費 31,525 64,824

総務費 28,499 58,602

公債費 21,628 44,472

消防費 12,052 24,782

商工費 1,935 3,978

議会費 1,745 3,588

農林水産業費 736 1,514

労働費 299 616

災害復旧費 0 0

予備費 203 418

計 333,740 686,253

歳出

155,961

43,414
35,743 31,525 28,499

21,628
12,052

4,918
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（単位：千円）

30年度 令和元年度 2年度 3年度 4年度 5年度

財政調整基金 6,515,402 6,086,347 6,301,639 8,191,104 7,493,022 2,947,335 

緑の基金 565,146 514,742 489,280 472,492 484,660 408,304 

道路整備基金 514,985 715,382 406,244 506,580 807,078 607,944 

中心市街地再開発整備基金 535,244 635,654 536,420 636,865 587,490 538,121 

施設整備基金 2,074,991 2,125,688 1,561,241 2,772,327 3,786,405 2,773,316 

ふるさと応援基金 52,416 68,792 75,400 66,554 49,185 36,739 

マチごとエコタウン推進基金 588,257 589,769 393,782 728,996 624,906 507,131 

地域産業活性化基金 290,755 388,137 335,133 310,397 276,834 245,588 

森林環境基金 0 13,068 38,775 66,766 100,666 114,796 

年度末人口（R4、R5年度はR4.12月末） 343,912人 344,193人 344,014人 343,752人 344,070人 344,070人 

市民１人当り財政調整基金 18,945円 17,683円 18,318円 23,829円 21,778円 8,566円 

　※ 令和４年度、５年度については見込額です。

主 な 基 金 の 年 度 末 残 高 推 移
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市 債 の 年 度 末 残 高 推 移
（単位：千円）

30年度 令和元年度 2年度 3年度 4年度 5年度

一 般 会 計 56,240,099 63,272,579 63,647,214 63,161,855 60,341,216 59,963,798 

普通債 18,874,889 27,324,229 29,325,255 29,483,412 29,156,205 31,766,616 

臨時財政対策債 35,864,775 34,780,695 33,063,451 32,681,900 30,422,120 27,621,862 

減税補塡債等 1,500,435 1,167,655 1,258,508 996,543 762,891 575,320 

特 別 会 計 1,726,317 2,009,673 2,322,338 2,799,260 3,258,747 3,732,945 

合  計 （一般会計＋特別会計） 57,966,416 65,282,252 65,969,552 65,961,115 63,599,963 63,696,743 

343,912人 344,193人 344,014人 343,752人 344,070人 344,070人 

市民１人当り市債残高 168,550円 189,668円 191,764円 191,886円 184,846円 185,127円 

※ 令和４年度、５年度については見込額です。

普通債は、公共・公用施設を整備するための市債です。

減税補塡債等は、平成30年度から令和元年度までは住民税等減税補塡債のみ、

令和２年度からは住民税等減税補塡債及び減収補塡債の合計となります。

特別会計は、狭山ケ丘と所沢駅西口の土地区画整理の２会計です。

年度末人口（R4、R5年度はR4.12月末）
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都市計画税充当一覧表

            （単位：千円）

款・項・目 歳　　　出　　　説　　　明 充 当 額

2.1.9  所沢まちづくりセンター運営費 155,855

7.1.2  商業振興費 32,423

8.4.2  所沢駅ふれあい通り線道路築造費 40,000

8.4.3  北秋津・上安松地区都市緑地保全事業費 330,000

8.4.4  土地区画整理事務費 813,950

8.4.4
 狭山ケ丘土地区画整理特別会計
 繰出金

200,000

8.4.4
 所沢駅西口土地区画整理特別会計
 繰出金

200,000

8.5.1  下水道整備費 1,100,000

10.5.3  図書館施設維持管理費 41,045

12.1.1  元金償還金 1,081,661

12.1.2  利子 25,692

4,020,626合　　　　　　　　計
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＜歳入＞ 地方消費税交付金（社会保障財源分） 4,472,000千円

＜歳出＞　 社会保障施策に要する経費 （単位：千円）

区　分 款・項・目 歳　出　説　明 経　費 充　当　額

3.1.1 障害者支援費 6,248,719 398,624

3.2.1 子育て支援事業費 295,081 921

3.2.2 児童福祉運営費 6,875,681 253,951

3.3.2 生活保護扶助費 9,503,774 675,793

10.4.1 私立幼稚園費 1,248,576 81,971

3.1.2 介護保険特別会計繰出金 4,129,052 1,094,503

3.1.5 国民健康保険特別会計繰出金 2,562,364 404,980

3.1.2 老人医療費 3,768,616 1,053,417

4.1.2 各種予防接種費 1,238,042 365,354

4.1.5 病院費 464,053 142,486

36,333,958 4,472,000

＜歳入＞ 個人市民税均等割（税率引上げ分・500円×181,000人） 90,500千円

＜歳出＞ 防災施策に要した経費の元金償還金及び利子 （単位：千円）

款・項・目 歳出説明 備　　　　　考 経　費 充　当　額

12.1.1 元金償還金 償還金利子及び割引料 97,773 90,110

12.1.2 利子 償還金利子及び割引料 423 390

98,196 90,500合計

社会福祉

地方消費税交付金（社会保障財源化分）充当一覧表

社会保険

保健衛生

合計

個人市民税均等割（税率引上げ分）充当一覧表
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　債務負担行為の内訳

事務機器等借料及び使用料

事　　　　　　　　　 項 所管課

高速カラープリンター借料（再リース） 議会事務局

マイクシステム借料 議会事務局

オンデマンド印刷機借料 文書行政課

コピー使用料

文書行政課・契約課・企画総務
課・地域づくり推進課・各まちづく
りセンター（並木まちづくりセン
ターを除く）・資産税課・市民課・
選挙管理委員会事務局・こども
福祉課・生活福祉課・健康管理
課・収集管理事務所・資源循環
推進課・社会教育課・所沢図書
館・文化財保護課・生涯学習推
進センター・スポーツ振興課・保
健給食課

全庁ネットワークパソコン借料 デジタル戦略課

ドメインコントローラ使用料 デジタル戦略課

地理空間情報システム使用料 デジタル戦略課

配偶者暴力相談支援センター用ノートパソコン借料 企画総務課

公共施設予約システム機器借料

企画総務課・地域づくり推進課・
障害福祉課・地域福祉センター・
産業振興課・社会教育課・生涯
学習推進センター・スポーツ振興
課

公共施設予約システム利用料

企画総務課・地域づくり推進課・
障害福祉課・地域福祉センター・
産業振興課・社会教育課・生涯
学習推進センター・スポーツ振興
課

住記・戸籍端末機器借料（再リース） 市民課

窓口発券機借料（再リース） 市民課

小中学校校務用コンピュータ等借料 教育センター

コインラック借料
社会教育課・所沢図書館・生涯
学習推進センター

図書館電算システム借料 所沢図書館

所沢分館利用者用インターネット端末借料（再リース） 所沢図書館
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事　　　　　　　　　 項 所管課

全自動印刷機借料（再リース） 生涯学習推進センター

介護保険認定調査システム機器借料 介護保険課（介護会計）

事務機器等保守委託料

事　　　　　　　　　 項 所管課

高速カラープリンター保守委託料 議会事務局

- 16 -



所沢駅ふれあい通り線道路用地 5,070.89
所沢駅西口区画整理
事務所

北野下富線道路用地 184.45 計画道路整備課

合　　　　計 5,255.34

85,363千円及び利子 

2,309,441千円及び利子 

所沢市が「所沢市土地開発公社」に委託して行う公共用地取得事業

用地名称 限度額 購入予定面積（㎡） 所管課

2,224,078千円及び利子 

-
 
1
7
 
-



その他の債務負担行為一覧 単位：千円

事　　　　　　　　　 項 課 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度以降 合 計

会議録作成業務委託料

契約期間 令和6年2月～令和7年3月 8,457 8,457

文書管理システム開発委託料

契約期間 契約締結日～令和7年3月 194,190 194,190

システム維持管理委託料（プロキシサーバ）

契約期間 令和6年1月～令和6年12月 2,252 2,252

財務会計システム更新委託料

契約期間 契約締結日～令和7年3月 58,991 58,991

財務会計システム更新委託料

契約期間 契約締結日～令和7年3月 132,747 132,747

電話設備借料

契約期間 契約締結日～令和10年12月 25,495 25,495 25,495 25,495 19,121 121,101

施設警備委託料（男女共同参画推進センターふらっと）

契約期間 令和6年4月～令和11年3月 66 66 66 66 66 330

施設警備委託料（狭山ケ丘コミュニティセンター）

契約期間 令和6年4月～令和11年3月 4,713 4,713 4,713 4,713 4,713 23,565

施設警備委託料（新所沢コミュニティセンター）

契約期間 令和6年4月～令和11年3月 96 96 96 96 96 480

施設警備委託料（児童クラブ31施設）

契約期間 令和6年4月～令和11年3月 2,079 2,079 2,079 2,079 2,079 10,395

施設警備委託料（保育園19園）

契約期間 令和6年4月～令和11年3月 1,380 1,380 1,380 1,380 1,380 6,900

施設警備委託料（松原学園）

契約期間 令和6年4月～令和11年3月 119 119 119 119 119 595

地域づくり推進課

財政課

議会事務局

文書行政課

デジタル戦略課

契約課

管財課

青少年課

企画総務課

地域づくり推進課

こども福祉課

保育幼稚園課

-
 
1
8
 
-



事　　　　　　　　　 項 課 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度以降 合 計

施設警備委託料（児童館単独施設7児童館）

契約期間 令和6年4月～令和11年3月 924 924 924 924 924 4,620

施設警備委託料（北野一般廃棄物最終処分場）

契約期間 令和6年4月～令和11年3月 132 132 132 132 132 660

施設警備委託料（収集管理事務所）

契約期間 令和6年4月～令和11年3月 126 126 126 126 126 630

施設警備委託料（所沢市衛生センター）

契約期間 令和6年4月～令和11年3月 106 106 106 106 106 530

施設警備委託料（リサイクルふれあい館）

契約期間 令和6年4月～令和11年3月 122 122 122 122 122 610

施設警備委託料（小学校32校）

契約期間 令和6年4月～令和11年3月 2,614 2,614 2,614 2,614 2,614 13,070

施設警備委託料（中学校15校）

契約期間 令和6年4月～令和11年3月 1,485 1,485 1,485 1,485 1,485 7,425

施設警備委託料（幼稚園外１施設）

契約期間 令和6年4月～令和11年3月 127 127 127 127 127 635

施設警備委託料（公民館）

契約期間 令和6年4月～令和11年3月 1,584 1,584 1,584 1,584 1,584 7,920

施設警備委託料（所沢図書館本館）

契約期間 令和6年4月～令和11年3月 132 132 132 132 132 660

施設警備委託料（第2文書庫（旧富岡公民館））

契約期間 令和6年4月～令和11年3月 865 865 865 865 865 4,325

施設警備委託料（埋蔵文化財調査センター）

契約期間 令和6年4月～令和11年3月 69 69 69 69 69 345

教育施設課

文化財保護課

文化財保護課

収集管理事務所

資源循環推進課

資源循環推進課

西部クリーンセン
ター

教育施設課

教育施設課

社会教育課

所沢図書館

青少年課

-
 
1
9
 
-



事　　　　　　　　　 項 課 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度以降 合 計

施設警備委託料（生涯学習推進センター）

契約期間 令和6年4月～令和11年3月 330 330 330 330 330 1,650

施設警備委託料（所沢市民体育館外6施設）

契約期間 令和6年4月～令和11年3月 693 693 693 693 693 3,465

施設警備委託料（学校給食センター）

契約期間 令和6年4月～令和11年3月 159 159 159 159 159 795

公共施設予約システム開発委託料

契約期間 契約締結日～令和7年3月 1,599 1,599

公共施設予約システム開発委託料

契約期間 契約締結日～令和7年3月 7,995 7,995

公共施設予約システム開発委託料

契約期間 契約締結日～令和7年3月 1,599 1,599

公共施設予約システム開発委託料

契約期間 契約締結日～令和7年3月 1,599 1,599

公共施設予約システム開発委託料

契約期間 契約締結日～令和7年3月 1,599 1,599

公共施設予約システム開発委託料

契約期間 契約締結日～令和7年3月 20,787 20,787

公共施設予約システム開発委託料

契約期間 契約締結日～令和7年3月 1,599 1,599

公共施設予約システム開発委託料

契約期間 契約締結日～令和7年3月 14,391 14,391

PFIによる施設管理等委託料（所沢市民文化センター）

契約期間 契約締結日～令和12年3月 6,307 6,307 6,307 6,307 6,307 6,307 37,842

生涯学習推進セ
ンター

スポーツ振興課

保健給食課

地域づくり推進課

企画総務課

社会教育課

文化芸術振興課

障害福祉課

地域福祉セン
ター

産業振興課

生涯学習推進セ
ンター

スポーツ振興課

-
 
2
0
 
-



事　　　　　　　　　 項 課 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度以降 合 計

入力業務委託料

契約期間 契約締結日～令和6年5月 931 931

入力業務委託料

契約期間 契約締結日～令和7年3月 3,688 3,688

税務帳票類作成委託料

契約期間 契約締結日～令和7年3月 34,004 34,004

税務帳票類作成委託料

契約期間 契約締結日～令和7年3月 7,287 7,287

税務帳票類作成委託料

契約期間 契約締結日～令和7年3月 7,266 7,266

窓口業務委託料

契約期間 令和5年10月～令和8年9月 9,372 9,636 4,884 23,892

窓口業務委託料（戸籍住民台帳事務費）

契約期間 令和5年6月～令和6年5月 1,650 1,650

窓口業務委託料（旅券事務費）

契約期間 令和5年7月～令和6年6月 5,165 5,165

固定資産評価支援業務委託料

契約期間 契約締結日～令和9年3月 29,321 35,838 34,309 99,468

収納管理等業務委託料

契約期間 令和5年10月～令和8年9月 30,261 30,591 15,603 76,455

マイナンバーカード交付予約システム利用料

契約期間 令和5年7月～令和10年6月 7,920 7,920 7,920 7,920 1,980 33,660

放課後児童健全育成事業委託料

契約期間 契約締結日～令和7年3月 130,070 130,070

市民税課

収税課

市民課

青少年課

資産税課

市民税課

市民課

市民税課

収税課

市民課

資産税課

収税課

-
 
2
1
 
-



事　　　　　　　　　 項 課 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度以降 合 計

保育園給食調理業務委託料（松井保育園外3園）

契約期間 令和6年4月～令和9年3月 97,656 97,656 97,656 292,968

測定分析機器借料

契約期間 令和6年1月～令和10年12月 1,505 1,505 1,505 1,505 1,129 7,149

自動体外式除細動器借料

契約期間 令和5年5月～令和10年4月 53 53 53 53 5 217

自動車購入費

契約期間 契約締結日～令和7年3月 14,535 14,535

し尿処理施設運転管理等業務委託料

契約期間 令和6年4月～令和9年3月 37,059 37,059 37,059 111,177

自動車借料

契約期間 契約締結日～令和11年3月 403 403 403 403 403 2,015

自動車借料

契約期間 令和5年8月～令和7年7月 304 102 406

自動車借料

契約期間 令和5年9月～令和6年8月 4,699 4,699

都市型産業等育成補助金

期間 令和5年4月～令和8年3月 6,000 6,000 12,000

照明器具借上料

契約期間 令和6年3月～令和6年4月 1,386 1,386

道路台帳電子化業務委託料

契約期間 契約締結日～令和7年3月 8,584 8,584

砂川堀植生調査業務委託料

契約期間 契約締結日～令和6年8月 3,002 3,002

環境対策課

河川課

保育幼稚園課

収集管理事務所

保健給食課

所沢図書館

建築指導課

収集管理事務所

資源循環推進課

資源循環推進課

商業観光課

産業振興課

-
 
2
2
 
-



事　　　　　　　　　 項 課 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度以降 合 計

所沢駅ふれあい通り線立体交差工事負担金

契約期間 契約締結日～令和11年3月 1,130,000 1,600,000 1,600,000 1,600,000 2,170,000 8,100,000

借上市営住宅借料

契約期間 令和5年9月～令和16年3月 39,068 39,068 39,068 39,068 39,068 195,340 390,680

所沢図書館分館等連絡業務委託料

契約期間 令和6年4月～令和9年3月 13,585 13,585 13,585 40,755

学校給食調理業務委託料

契約期間 令和6年4月～令和9年3月 70,443 70,443 70,443 211,329

2,192,745 1,999,582 1,972,211 1,698,672 2,255,934 201,647 10,320,791
税務帳票類作成委託料

契約期間 契約締結日～令和7年3月 6,955 6,955

税務帳票類作成委託料

契約期間 契約締結日～令和7年3月 24,289 24,289

収納管理等業務委託料

契約期間 契約締結日～令和8年9月 30,261 30,591 15,603 76,455

封入封緘等業務委託料

契約期間 契約締結日～令和7年3月 6,938 6,938

帳票類作成委託料

契約期間 契約締結日～令和7年3月 776 776

封入封緘業務委託料

契約期間 契約締結日～令和7年3月 10,861 10,861

帳票類作成委託料

契約期間 契約締結日～令和7年3月 388 388

特別会計合計

収税課
（国保会計）

国民健康保険課
（国保会計）

介護保険課
（介護会計）

介護保険課
（介護会計）

一般会計合計

国民健康保険課
（後期会計）

126,66280,468 30,591 15,603 0

市街地整備課

0

所沢図書館

保健給食課

収税課
（国保会計）

国民健康保険課
（後期会計）

0

所沢駅西口区画
整理事務所

-
 
2
3
 
-



1 市  税 (Ｐ２１～Ｐ２４） 54,428,999千円

１　市　民　税

〔１〕 個 人 市 民 税

　（１） 均等割額 181,000 人 × 3,500 円 ＝ 633,500千円 …ア

× = 628,875千円 …Ａ 均等割収入見込額

　（２） 所得割額

　　 ①総所得の市民税所得割額 23,083,334千円 …イ

　　 ②譲渡所得の市民税所得割額 707,840千円 …ウ

　　 ③住宅借入金等特別税額控除 △393,559千円 …エ

　　 ④寄附金税額控除 △1,141,250千円 …オ

　　 ⑤退職所得の市民税所得割額 226,385千円 …カ

イ＋ウ＋エ＋オ × ＝ 22,093,894千円 …Ｂ

カ × ＝ 226,385千円 …Ｃ

＝ 22,320,279千円 …Ｄ 所得割収入見込額

  （３） 個人市民税課税見込額

　　　　　ア＋イ＋ウ＋エ＋オ＋カ 23,116,250千円

  （４） 個人市民税当初予算計上額

　 　    A ＋ Ｄ 22,949,154千円 　現年課税分

 

〔２〕 法 人 市 民 税

226,385千円 徴収率（100%）

　　　　　　　　　　Ｂ ＋ Ｃ

　①所沢市内に事務所又は事業所を有する法人に、法人税割額・均等割額が課
税されます。
　②所沢市内に寮等を有する法人で所沢市内に事務所又は事業所を有しないも
のに、均等割額が課税されます。

令和５年度一般会計当初予算（歳入）

　①令和５年1月1日現在に所沢市内に住所を有する人・・・前年中の所得を基準
として、所得割額・均等割額が課税されます。
　②令和５年1月1日現在に所沢市内に住所を有しない人で、所沢市内に事務
所、事業所又は家屋敷を有する人・・・均等割額が課税されます。

633,500千円 徴収率（99.27%）

22,256,365千円 徴収率（99.27%）
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　（１） 均等割額

　① 資本金等の額が１千万円以下である法人で、従業者数の合計が50人以下のもの。

6,200社 税率 50千円 310,000千円

　② 資本金等の額が１千万円以下である法人で、従業者数の合計が50人を超えるもの。

59社 税率 120千円 7,080千円

　③ 資本金等の額が１千万円を超え1億円以下である法人で、従業者数の合計が50人以下のもの。

1,100社 税率 130千円 143,000千円

　④ 資本金等の額が１千万円を超え1億円以下である法人で、従業者数の合計が50人を超えるもの。

109社 税率 150千円 16,350千円

　⑤ 資本金等の額が１億円を超え10億円以下である法人で、従業者数の合計が50人以下のもの。

304社 税率 160千円 48,640千円

　⑥ 資本金等の額が1億円を超え10億円以下である法人で、従業者数の合計が50人を超えるもの。

46社 税率 400千円 18,400千円

　⑦ 資本金等の額が10億円を超え50億円以下である法人で、従業者数の合計が50人以下のもの。

298社 税率 410千円 122,180千円

　⑧ 資本金等の額が10億円を超え50億円以下である法人で、従業者数の合計が50人を超えるもの。

18社 税率 1,750千円 31,500千円

　⑨ 資本金等の額が50億円を超える法人で、従業者数の合計が50人を超えるもの。

49社 税率 3,000千円 147,000千円

計 8,183社 844,150千円 …ア

× ＝ 838,156千円

　（２） 法人税割額

　　① 資本金の額が１億円を超える法人、又は資本金の額が１億円以下で、

　　 　課税標準となる法人税額が４００万円を超える法人。

× 税率  8.4／100 ＝ 1,900,689千円 …イ

　　② 上記以外の法人

　 × 税率  6.0／100 ＝ 94,995千円 …ウ

計 　 イ＋ウ 1,995,684千円 …エ

× ＝ 1,981,514千円

  （３） 法人市民税課税見込額　　　　ア＋エ　　　　　　　　　 2,839,834千円

2,819,670千円 現年課税分　　　

…Ｂ 法人税割収入見込額

  （4） 法人市民税当初予算計上額　   Ａ　＋　Ｂ　・・・・・・

22,627,250千円

1,583,250千円

1,995,684千円 徴収率（99.29%）

844,150千円 徴収率（99.29%） …Ａ 均等割収入見込額
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２　固　定　資　産　税　　　　

〔１〕 土 地

   ・ 課税対象地積 47,882,874.00㎡

   ・ 評価額

705,515,858千円 ×  税率 1.4／100 ＝ 9,877,222千円

9,877,222千円 － 102,456千円 ＝ 9,774,766千円 …ア
　　　  （減免等）

9,774,766千円 × 徴収率（98.77%） ＝ 9,654,536千円 …A 土地収入見込額

〔２〕 家 屋

   ・ 課税対象家屋床面積 16,860,052.00㎡

   ・ 評価額

657,604,929千円 ×  税率 1.4／100 ＝ 9,206,469千円

9,206,469千円 － 107,463千円 ＝ 9,099,006千円 …イ
　　（新築軽減等）

9,099,006千円 × 徴収率（98.77%） ＝ 8,987,088千円 …B 家屋収入見込額

〔３〕 償 却 資 産

   ・ 評価額

164,453,500千円 ×  税率 1.4／100 ＝ 2,302,349千円 …ウ

2,302,349千円 × 徴収率（98.77%） ＝ 2,274,030千円 …C 償却資産収入見込額

   固定資産税課税見込額            ア＋イ＋ウ 21,176,121千円

   固定資産税当初予算計上額      A＋B＋C 20,915,654千円 　現年課税分

納税義務者数 124,395人

〔４〕 国有資産等所在市町村交付金　　　　　

10,418,429千円 ×  税率 1.4／100 ＝ 145,858千円 　現年課税分

課税標準額

　固定資産税は、毎年１月１日（賦課期日）に固定資産（土地、家屋、償却資産）の所
有者に対して、その固定資産の価格をもとに算定された税額をその所在する市町村
が課する税です。国有資産等所在市町村交付金は、国又は地方公共団体が所有す
る固定資産で国有資産等所在市町村交付金法に規定された固定資産につき、当該
固定資産所在の市町村に交付される交付金です。

2,188,043,140,000円

課税標準額

657,604,929,000円

課税標準額

164,453,500,000円
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３　軽　自　動　車　税    

〔１〕 環 境 性 能 割

新車
中古
新車

中古

合計

〔２〕 種 別 割

     　

税率（円） 税額（円）
20,098,000
2,056,000

2,400 11,476,800
3,700 902,800

小計 34,533,600
3,600 15,469,200

旧税率 3,100 0
4,600 32,200

新税率 3,900 0
1,000 0

旧税率 7,200 75,160,800
　重課税率 12,900 114,835,800
新税率 10,800 206,766,000

2,700 0
旧税率 4,000 8,124,000
　重課税率 6,000 20,160,000
新税率 5,000 22,930,000

1,300 0
旧税率 5,500 11,000
　重課税率 8,200 8,200
新税率 6,900 6,900

1,800 0
3,500 0
5,200 0

　令和元年10月の消費税引き上げに伴い、従来、都道府県税であった自動車取得税が廃止さ
れ、市町村税（軽自動車税環境性能割）として、軽自動車の取得価格に対し環境性能に応じた税
率で軽自動車の新規所有者に課税されます。

登録台数（見込み） １台あたりの平均税額
（見込み）

歳入見込み額

乗用 1,420台 22,500円 31,950,000円

158台 10,500円 1,659,000円

貨物
645台 21,600円 13,932,000円

76台 12,400円 942,400円

環境性能割当初予算計上額 48,483千円

　 原動機付自転車、軽自動車、小型特殊自動車及び二輪の小型自動車に対して、毎年4月1日現在そ
の所有者又は使用者に課税されます。

重課税率

　 最初(新車)の新規検査から13年を経過した三輪以上の軽自動車に適用する税率です （燃料の種類
が電気・天然ガス・メタノール・混合メタノール・ガソリン電力併用の軽自動車、並びに被けん引車は対
象外）。

グリーン化特例

　　一定の環境性能を有する三輪以上の軽自動車に、初度検査の翌年度のみ適用する軽課税率です。

 　・電気自動車等
電気自動車、天然ガス自動車

 　・グリーン化特例①
一定の排出ガス基準（※１）を達成し、令和12年度燃費基準90％を達成かつ令和2年度燃費基準
を達成した営業用乗用車

　 ・グリーン化特例②
一定の排出ガス基準（※１）を達成し、令和12年度燃費基準70％を達成かつ令和2年度燃費基準
を達成した営業用乗用車

　　　　※１ 平成30年排出ガス基準50％低減または平成17年排出ガス基準75％低減

車種 台数（台）

原動機
付

自転車

50㏄以下
2,000

10,049
50㏄超90㏄以下 1,028
90㏄超125㏄以下 4,782
ミニカー 244

16,103

軽
自
動
車

二輪のもの 4,297

三輪のもの

0
　重課税率 7

0
　電気自動車等 0

四輪以上

自家用乗用

10,439
8,902
19,145

　電気自動車等 0

自家用貨物

2,031
3,360
4,586

　電気自動車等 0

営業用乗用

2
1
1

　電気自動車等 0
　グリーン化特例① 0
　グリーン化特例② 0
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旧税率 3,000 891,000
　重課税率 4,500 1,224,000
新税率 3,800 3,511,200

1,000 0
小計 469,130,300

2,400 2,143,200
5,900 1,693,300

小計 3,836,500
6,000 26,910,000

合計 534,410,400

34,534千円 33,781千円 …ア　原動機付自転車

469,130千円 458,903千円 …イ　軽自動車

3,836千円 3,752千円 …ウ　小型特殊自動車

26,910千円 26,323千円 …エ　二輪の小型自動車

４　市　た　ば　こ　税　　　　

売上見込本数

税　　　　　率

総売渡本数
市たばこ税課税見込額   　　
市たばこ税当初予算計上額 　（徴収率　100％） 　現年課税分

営業用貨物

297
272
924

　電気自動車等 0
54,264

小型特殊自動車
農耕作業用 893
その他 287

1,180
二輪の小型自動車 4,485

76,032

×　徴収率（97.82%）　＝

×　徴収率（97.82%）　＝

×　徴収率（97.82%）　＝

×　徴収率（97.82%）　＝

種別割当初予算計上額　　（ア＋イ＋ウ＋エ） 522,759千円 現年課税分

日本たばこ産業㈱や卸売販売業者等が、所沢市内の小売販売業者に売り渡す製造たばこに課
税されます。

売渡本数 課税見込額

282,169,327 1,000本につき6,552円（4月～3月分） 1,848,773千円

282,169千本
1,848,773千円
1,848,773千円
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５　事　業　所　税

納税義務者数　　 280事業所

　　　　　 資産割額のみの納税義務者数　 218事業所

            資産割額＋従業者割額の納税義務者数　  53事業所

　　　　　 従業者割のみの納税義務者数　　 　9事業所

 〔１〕  資 産 割 額　　　　　
1,115,730㎡ （事業所床面積１㎡あたり600円）

 〔２〕  従 業 者 割 額　　
 　　　 57,175,441千円 （従業者給与総額×0.25／100）

　 計

       事業所税課税見込額

事業所税当初予算計上額 徴収率（100.00%） 　現年課税分

６　都　市　計　画　税

 〔１〕 土　地

課税標準額 817,558,667千円 × 　税率0.3/100　　 = 2,452,676千円

2,452,676千円－ 29,014千円 = 2,423,662千円 ･･･ア
（減免）

2,423,662千円 ×　徴収率（98.77%）　＝ 2,393,850千円 A　土地収入見込額

 〔２〕 家　屋

課税標準額 543,285,000千円 × 　税率0.3/100　　 = 1,629,855千円

1,629,855千円－ 1,275千円 = 1,628,580千円 ･･･イ
（減免）

1,628,580千円 ×　徴収率（98.77%）　＝ 1,608,548千円 B　家屋収入見込額

都市計画税課税見込額　　　　　　　　　　　　　ア＋イ 4,052,242千円

都市計画税当初予算計上額　　　　　　　　　　Ａ＋Ｂ 4,002,398千円 　現年課税分

納税義務者数 103,134人

　都市計画税は、都市計画法に基づいて行なう都市計画事業と土地区画整理法に基づいて
行なう土地区画整理事業に要する費用に充てるために設けられた目的税で、都市計画法に
規定する都市計画区域のうち、原則として市街化区域内に所在する土地及び家屋の所有者
に対して課する税です。

　
　①所沢市内の事務所・事業所の合計床面積が1,000㎡を超える法人又は個人事業者に、
資産割額が課税されます。
　②所沢市内の従業者が100人を超える法人又は個人事業者に、従業者割額が課税されま
す。

669,438千円

142,938千円

812,376千円

812,376千円

812,376千円
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2 地方譲与税 (Ｐ２４～２５) 601,000 千円

１ 地方揮発油譲与税 148,000千円

　地方揮発油税法の規定による地方揮発油税（国税）の収入額の全額を譲与総額

とし、そのうち５８／１００が都道府県・指定市に、残り４２／１００が市町村に譲与さ

れる。譲与総額の１／２を前年４月１日現在における各市町村の区域内に

存する市町村道の延長で、残りの１／２を面積で案分する。

２ 自動車重量譲与税 415,000千円

　自動車重量税法の規定による自動車重量税（国税）の収入額の４３１／１０００

相当額を譲与税総額とし、４０７／４３1が市町村に譲与される。

　譲与総額の１／２を前年４月１日現在における各市町村の区域内に存する

市町村道の延長で、残りの１／２を面積で案分する。

３ 森林環境譲与税 38,000千円

　森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律の規定による森林環境税（国税）の

収入額の２２／２５相当額を市町村譲与額とし、市町村に譲与される。

　譲与総額の５／１０を農林業構造統計おける各市町村の区域内に存する私有林

人工林の面積で、２／１０を国勢調査の結果による林業就業者数で、３／１０を

国勢調査の結果による市町村人口で案分する。

3 利子割交付金 (Ｐ２５) 18,000 千円

　都道府県は、納入された利子割額から、法人税割の申告の際に控除・還付又

は充当された額を減額した額に、都道府県間調整に係る額を加減して得た合

計額から１％徴税費相当額を控除した後の３／５に相当する額を当該都道府県

内の市町村に対し交付する。

4 配当割交付金 (Ｐ２５) 590,000 千円

　都道府県は、納入された配当割額に相当する額から徴税費相当額（１％）を

控除した後の金額の３／５に相当する額を、当該都道府県内の市町村に対し

交付する。
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5 株式等譲渡所得割交付金 (Ｐ２６) 309,000 千円

　都道府県は、納入された株式等譲渡所得割額に相当する額から徴税費相当額

（１％）を控除した後の金額の３／５に相当する額を、当該都道府県内の市町村に

対し交付する。

6 法人事業税交付金 (Ｐ２６) 524,000 千円

　市町村分の法人住民税法人税率の引き下げに伴う減収分の補填として、

法人事業税の一部が都道府県から市町村へ交付される。

  都道府県は、納付される法人事業税の７７／１０００に相当する額を市町村交付額

とし、従業者数で案分した額を交付する。

7 地方消費税交付金 (Ｐ２６) 8,199,000 千円

  都道府県は、清算を行った後の地方消費税の金額の１／２に相当する額

を都道府県内の市町村に対して、１／２を人口(国勢調査)で、残り１／２を従業

者数（事業所統計）で案分して交付する。

　なお、税率の引き上げに伴う都道府県の増収分については、１／２に相当

する額を都道府県内の市町村に対して、人口(国勢調査)で案分して交付する。

　令和元年１０月の消費増税により税率は１０％（地方消費税２．２％、消費税７．８％）

となり、この引き上げに伴う増収分については、制度として確立された年金・医療・介護・

少子化対策に要する経費等に充てることとされており、地方消費税を原資とする地方

消費税交付金についても同様に充当される。

- 31 -



8 ゴルフ場利用税交付金 (Ｐ２７) 24,000 千円

　都道府県は、ゴルフ場所在の市町村に対し、都道府県が収納した当該ゴルフ場

に係る利用税額の７／１０に相当する額を交付する。当市の場合、西武園ゴルフ場が

対象となる。

9 環境性能割交付金 (Ｐ２７) 66,000 千円

　都道府県は、納付された環境性能割額から徴税費の額を控除した額(１００分の９５)

の４３％相当額を、都道府県内の市町村に対して１／２を市町村道の延長で、

残り１／２を面積で案分して交付する。

10 国有提供施設等所在市町村助成交付金等 (Ｐ２７～２８) 446,600 千円

　当該交付金は、米軍や自衛隊の施設が市町村の区域内に広大な面積を

占め、かつ、これらの施設が所在することによって市町村の財政に著しい影響

を及ぼしていることを考慮して、固定資産税の代替的性格を基本としながら､

これらの施設が所在することによる市町村の財政需要に対処するために、使

途の制限のない一般財源として毎年度交付される。

　予算総額の７／１０に相当する額を対象資産の価格で案分し、残りの３／１０

に相当する額を対象資産の種類、用途、市町村の財政状況等を考慮して配

分する。交付税財源超過団体は、減額措置がある。

11 地方特例交付金 (Ｐ２８) 387,001 千円

１ 地方特例交付金 387,000千円

　住宅借入金等特別税額控除の適用者について、所得税で控除しきれない税額控除

額を住民税から控除することで生じる減収分が交付される。

２ 1千円新型コロナウイルス感染症対策地方
税減収補塡特別交付金

   地方税法附則第６４条の規定による課税標準の特例により、道府県道府県及び

感染症対策地方税減収補塡特別交付金として交付される。

則第６５条の規定に基づき、各道府県及び各市町村に対し、新型コロナウイルス

市町村の固定資産税が減少する場合には、当該減収額を補塡するため、同法附
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12 地方交付税 (Ｐ２９) 2,220,000 千円

１ 普通交付税 2,100,000千円

　普通交付税は、地方交付税法に基づき、地方公共団体間の財源の不均衡を

調整し、どの地域に住む国民にも一定の行政サービスが提供できるよう財源を

保障するために交付される。

２ 特別交付税 120,000千円

　特別交付税は、普通交付税の算定上、必然的に生じる画一性と普通交付税の

算定時期からくる時期的な理由によって普通交付税の基準財政需要額又は基準

財政収入額の算定に際し、反映することのできなかった具体的な事情を考慮して

交付される。

13 交通安全対策特別交付金 (Ｐ２９) 36,000 千円

  道路交通法第１２８条第１項の規定により納付される反則金にかかる収入

見込額から郵政取扱手数料・通告書送付費支出金相当額を控除した金額を

総額とし、市町村内における最近２年の人身事故の発生件数の平均値及び

人口集中地区人口（国勢調査）並びに改良済道路の延長により２：１：１　

の割合で交付される。

※１４款以降は主に１億円以上の歳入を記載しています。

14 分担金及び負担金 （Ｐ２９～Ｐ３０） 617,822 千円

・ 児童福祉費一部負担金 579,739 千円

15 使用料及び手数料 （Ｐ３０～Ｐ３３） 1,402,741 千円

・ 火葬場使用料 102,528 千円

・ 市道占用料 210,000 千円

　　ガス・通信・電力等

・ 市営住宅使用料 167,277 千円

　　家賃　６１３戸 　     

・ 一般廃棄物等処分手数料 399,750 千円
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16 国庫支出金 （Ｐ３４～Ｐ４０） 21,551,813 千円

・ 保険基盤安定負担金（保険者支援分）（1/2） 287,131 千円

　　国保税(一般分)軽減相当額（保険者支援分）

・ 障害者自立支援給付費負担金  （1/2） 2,744,456 千円

   　介護給付費　　　 1,492,991,000 円

　   訓練等給付費　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,122,057,000 円

   　計画等相談支援給付費 63,113,000 円

  　 補装具給付費　　　　　　　　　　　　　　　　　　 34,570,000 円

  　 特定障害者特別給付費　　　　　　　　　　　　 29,100,000 円

  　 措置委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2,625,000 円

・ 障害者医療費負担金  （1/2） 229,849 千円

　　自立支援医療費（更生医療・育成医療分）・療養介護医療費に対する負担金

・ 低所得者介護保険料軽減負担金  （1/2） 155,494 千円

　　低所得者への保険料負担軽減制度による負担金

・ 障害児通所給付費等負担金  （1/2） 781,063 千円

  　 障害児通所給付費　　　　　　　　　　　　　　　 759,965,000 円

  　 障害児相談支援給付費　　　　　　　　　　　　 14,066,000 円

  　 障害福祉サービス委託料　　　　　　　　　　　 6,912,000 円

  　 肢体不自由児通所医療費　　　　　　　　　　　 120,000 円

・ 2,847,564 千円

　　保育所　 1,740,088,006 円

　　認定こども園　 530,272,561 円

　　幼稚園 104,133,679 円

　　地域型保育事業　 473,070,578 円

・ 児童扶養手当負担金  （1/3） 306,735 千円

　　児童扶養手当法第21条に基づく負担金

・ 児童手当・特例給付交付金（37/45・2/3） 3,145,255 千円

796,869,333 円

1,697,669,999 円

　　中学生分（2/3）  549,686,666 円

　　特例給付（2/3） 101,030,000 円

・ 生活保護費等負担金  （10/10・3/4） 7,149,815 千円

  　生活保護費負担金（3/4）　　　　　　　　　　　　 7,127,830,000 円

　　中国残留邦人生活支援費負担金（3/4）　　　 20,665,000 円

　　配偶者支援金（10/10）　　　　　　　　　　　　　 1,320,000 円

子どものための教育・保育給付交付金（58.16/100・1/2）

　　３歳未満分（37/45・2/3）

　　小学校修了前分（2/3）
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・ 279,709 千円

　　新型コロナウイルスワクチン接種のために必要な経費に対する負担金

・ 533,930 千円

　　子ども・子育て支援法に基づき、子育てのための施設等利用給付事業に要する経費に対する交付金

・ 164,270 千円

　　マイナンバーカードの交付事務等に要する経費に対する補助金

・ 429,886 千円

　　子ども・子育て支援法に基づき、地域子ども・子育て支援事業に要する経費に対する交付金

・ 632,582 千円

　　新型コロナウイルスワクチン接種のために必要な体制整備に係る経費に対する補助金

・ 148,378 千円

　　廃棄物処理・リサイクル施設の整備に係る経費に対する補助金

・ 232,200 千円

・ 167,653 千円

・ 386,650 千円

　　学校施設の整備に係る経費に対する補助金

17 県支出金 （Ｐ４０～Ｐ４８） 7,880,607 千円

・ 保険基盤安定負担金（保険税軽減分）（3/4） 524,290 千円

　　国保税(一般分)軽減相当額の県負担金（保険税軽減分）　　　　　　　　　　　　　　　　 

・ 保険基盤安定負担金（保険者支援分）（1/4） 143,565 千円

　　国保税(一般分)軽減相当額（保険者支援分）

・ 障害者自立支援給付費負担金 （1/4） 1,379,038 千円

　　介護給付費　　　 746,495,500 円

　　訓練等給付費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 561,028,500 円

　　療養介護医療費 6,810,000 円

    計画等相談支援給付費 31,556,500 円

　　補装具給付費　 17,285,000 円

　　特定障害者特別給付費　　　　　　　　　　　　　 14,550,000 円

  　措置委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,312,500 円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

・ 障害者医療費負担金 (1/4) 108,114 千円

　　自立支援医療費（更生医療・育成医療分）に対する負担金 　　　

新型コロナウイルスワクチン接種対策費負担金  (10/10)

学校施設環境改善交付金（小学校費補助金）（1/2・1/3）

マイナンバーカード交付支援業務補助金(定額)

新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金(10/10)

子育てのための施設等利用給付交付金（幼稚園費負担金）（1/2)

循環型社会形成推進交付金（1/3）

学校施設環境改善交付金（保健体育費補助金）（1/2・1/3）

子ども・子育て支援交付金（児童福祉費補助金）（2/3・1/3）

学校施設環境改善交付金（中学校費補助金）（1/2・1/3）
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・ 後期高齢者医療保険基盤安定負担金 （3/4） 554,850 千円

　　後期高齢者医療保険料軽減分に対する県の負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・ 障害児通所給付費等負担金（1/4） 390,531 千円

  　 障害児通所支援給付費 379,982,500 円

  　 障害児相談支援給付費 7,033,000 円

  　 障害福祉サービス委託料 3,456,000 円

  　 肢体不自由児通所医療費 60,000 円

・ 1,174,976 千円

　　保育所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 717,366,841 円

　　認定こども園　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 234,820,615 円

　　幼稚園 52,066,840 円

　　地域型保育事業　　　　　　　　　　　　　　　　　 170,721,943 円 　　

・ 児童手当・特例給付負担金（1/6・4/45） 685,191 千円

98,095,333 円

424,417,499 円

　　中学生分 （1/6） 137,421,666 円

　　特例給付（1/6） 25,257,500 円

・ 生活保護費負担金（1/4） 175,000 千円

　　生活保護法第73条による居住地が明らかでない者等に対する負担金

・ 124,438 千円

　　埼玉県が進めている県道所沢青梅線歩道整備事業における関連経費に対する負担金

・ 266,965 千円

　　子ども・子育て支援法に基づき、子育てのための施設等利用給付事業に要する経費に対する交付金

・ 重度心身障害児等医療費支給事業補助金（1/2） 293,736 千円

　　重度心身障害児等医療費の一部負担金に対する補助金

・ 乳幼児医療費支給事業補助金（1/2） 128,048 千円

　　乳幼児医療費の一部負担金に対する補助金

・ 特別保育事業費補助金（1/2・1/3） 90,727 千円

　　開所時間延長促進事業、地域子育て支援センター事業、家庭支援推進保育事業の実施等に対する補助金

・ 放課後児童健全育成事業費補助金（1/3） 241,541 千円

　　子ども・子育て支援法に基づく、放課後児童健全育成事業に要する経費に対する補助金

・ 県民税徴収事務委託金 522,475 千円

　　個人県民税の賦課徴収事務に対する県からの委託金

　　３歳未満分（1/6・4/45）

　　小学校修了前分 （1/6）

子育てのための施設等利用給付交付金（幼稚園費負担金）（1/4)

子どものための教育・保育給付費負担金（1/4・20.92/100)

県道所沢青梅線歩道整備負担金（10/10）
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18 財産収入 （Ｐ４８～４９） 191,284 千円

・ 土地建物貸付収入 141,376 千円

     土地貸付収入　　　　　 30,671,000 円

     建物貸付収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 110,705,000 円

     　　ワルツ所沢　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 106,337,400 円

     　　小手指ツインタワー外　　　　　　　　　　　　 4,367,600 円

19 寄附金 （Ｐ４９～Ｐ５０） 11 千円

20 繰入金 （Ｐ５０～Ｐ５２） 6,240,096 千円

・ 財政調整基金繰入金 4,553,727 千円

・ マチごとエコタウン推進基金繰入金 272,526 千円

・ 施設整備基金繰入金 1,017,135 千円

13,640,000 円

90,222,000 円

134,465,000 円

77,759,000 円

25,399,000 円

221,230,000 円

65,054,000 円

42,178,000 円

144,254,000 円

54,780,000 円

35,981,000 円

6,729,000 円

6,601,000 円

98,843,000 円

・ 道路整備基金繰入金 200,000 千円

21 繰越金 （Ｐ５２） 1,000,000 千円

・ 前年度繰越金 1,000,000 千円

　　第１学校給食センター受水槽外改修事業

　　所沢市民文化センター改修事業

　　中学校施設整備事業

　　所沢市民武道館太陽光発電設備設置
　　及び屋根改修事業

　　小学校施設整備事業

　　保育園施設整備事業
　　（吾妻保育園外壁改修工事）

　　公民館施設整備事業
　　（吾妻公民館自動昇降機改修工事）

　　学校トイレ改修事業

　　公民館施設整備事業
　　（山口公民館太陽光発電設備設置及び屋根改修設計）

　　市庁舎施設整備事業
　　（トイレ改修設計業務委託）

　　老人憩の家とみおか荘空調等設備改修事業

　　中富南コミュニティセンター
　　空調設備改修事業

　　公民館施設整備事業
　　（小手指公民館屋上防水改修工事）

　　学校施設修繕・改修事業
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22 諸収入 （Ｐ５５～Ｐ６０） 1,196,726 千円

・ 総務雑入 183,924 千円

・ 民生雑入 564,907 千円

・ 衛生雑入 272,255 千円

23 市債 （Ｐ６０～Ｐ６２） 6,747,900 千円

・ 衛生債 653,600 千円

・ 土木債 2,101,400 千円

・ 教育債 3,492,900 千円

・ 臨時財政対策債 500,000 千円
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（単位：千円）

当   初   予   算   額 （％）

会　　計　　名 令和５年度 令和４年度 比　　　較 伸  　率 備　　　　考

一  般  会  計 114,830,000 110,330,000 4,500,000 4.1

特  別  会  計 67,882,200 66,031,200 1,851,000 2.8

（交　　　　　 通） 31,200 31,200 0 0.0

（狭　山　ケ　丘） 229,000 213,000 16,000 7.5

（所 沢 駅 西 口） 1,955,000 1,461,000 494,000 33.8

（国　　　　　 保） 31,821,000 31,916,000 △ 95,000 △ 0.3

(介　　　　　 護） 28,061,000 26,785,000 1,276,000 4.8

(後　期　高　齢） 5,785,000 5,625,000 160,000 2.8

計 182,712,200 176,361,200 6,351,000 3.6

水　　　   　道 11,219,203 10,145,883 1,073,320 10.6

下　　水　　道 10,888,877 11,301,509 △ 412,632 △ 3.7

病　   　　　院 2,364,730 2,448,047 △ 83,317 △ 3.4

計 24,472,810 23,895,439 577,371 2.4

合　　   　　計 207,185,010 200,256,639 6,928,371 3.5

 ○令和５年度一般･特別・事業会計当初予算比較表

-
 
3
9
 
-



 ○令和５年度一般会計予算款別一覧表

〈歳入〉
（単位：千円）

当         初         予         算         額 （％）

款 令和５年度 構成比（％） 令和４年度 構成比（％） 比　　　較 伸　　率

 １市税 54,428,999 47.4 52,508,806 47.6 1,920,193 3.7

 ２地方譲与税 601,000 0.5 637,000 0.6 △ 36,000 △ 5.7

 ３利子割交付金 18,000 0.0 32,000 0.0 △ 14,000 △ 43.8

 ４配当割交付金 590,000 0.5 245,000 0.2 345,000 140.8

 ５株式等譲渡所得割交付金 309,000 0.3 426,000 0.4 △ 117,000 △ 27.5

 ６法人事業税交付金 524,000 0.5 604,000 0.6 △ 80,000 △ 13.2

 ７地方消費税交付金 8,199,000 7.1 7,400,000 6.7 799,000 10.8

 ８ゴルフ場利用税交付金 24,000 0.0 20,000 0.0 4,000 20.0

 ９環境性能割交付金 66,000 0.1 124,000 0.1 △ 58,000 △ 46.8

10国有提供施設交付金 446,600 0.4 446,600 0.4 0 0.0

11地方特例交付金 387,001 0.3 335,000 0.3 52,001 15.5

12地方交付税 2,220,000 1.9 1,820,000 1.7 400,000 22.0

13交通安全対策特別交付金 36,000 0.0 39,000 0.0 △ 3,000 △ 7.7

14分担金及び負担金 617,822 0.5 605,761 0.6 12,061 2.0

15使用料及び手数料 1,402,741 1.2 1,466,579 1.3 △ 63,838 △ 4.4

16国庫支出金 21,551,813 18.8 21,426,337 19.4 125,476 0.6

17県支出金 7,880,607 6.9 7,898,162 7.2 △ 17,555 △ 0.2

18財産収入 191,284 0.2 194,442 0.2 △ 3,158 △ 1.6

19寄附金 11 0.0 10 0.0 1 10.0

20繰入金 6,240,096 5.4 6,086,947 5.5 153,149 2.5

21繰越金 1,000,000 0.9 1,000,000 0.9 0 0.0

22諸収入 1,196,726 1.1 1,255,256 1.1 △ 58,530 △ 4.7

23市債 6,899,300 6.0 5,759,100 5.2 1,140,200 19.8

歳  入  合  計 114,830,000 100.0 110,330,000 100.0 4,500,000 4.1

-
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-



 ○令和５年度一般会計予算款別一覧表

〈歳出〉
（単位：千円）

当         初         予         算         額 （％）

款 令和５年度 構成比（％） 令和４年度 構成比（％） 比　　　較 伸　　率

 １議会費 600,330 0.5 570,462 0.5 29,868 5.2

 ２総務費 9,805,785 8.5 9,958,062 9.0 △ 152,277 △ 1.5

 ３民生費 53,661,459 46.7 53,464,741 48.5 196,718 0.4

 ４衛生費 12,297,954 10.7 12,625,399 11.5 △ 327,445 △ 2.6

 ５労働費 103,011 0.1 84,355 0.1 18,656 22.1

 ６農林水産業費 253,294 0.2 219,418 0.2 33,876 15.4

 ７商工費 665,608 0.6 689,263 0.6 △ 23,655 △ 3.4

 ８土木費 10,846,942 9.5 10,055,959 9.1 790,983 7.9

 ９消防費 4,146,742 3.6 4,121,903 3.7 24,839 0.6

10教育費 14,937,375 13.0 10,952,534 9.9 3,984,841 36.4

11災害復旧費 4 0.0 4 0.0 0 0.0

12公債費 7,441,496 6.5 7,517,900 6.8 △ 76,404 △ 1.0

13予備費 70,000 0.1 70,000 0.1 0 0.0

歳  出  合  計 114,830,000 100.0 110,330,000 100.0 4,500,000 4.1

-
 
4
1
 
-



 ○令和５年度一般会計予算性質別一覧表

（単位：千円）

当         初         予         算         額 （％）

区              分 令和５年度 構成比（％） 令和４年度 構成比（％） 比　　　較 伸　　率

   人件費 19,795,081 17.2 19,786,000 17.9 9,081 0.0

   物件費 19,882,155 17.3 19,738,304 17.9 143,851 0.7

   維持補修費 2,043,215 1.8 1,939,963 1.8 103,252 5.3

   扶助費 29,349,717 25.5 29,604,377 26.8 △ 254,660 △ 0.9

   補助費等 16,325,117 14.2 16,291,514 14.8 33,603 0.2

   普通建設事業費 11,705,080 10.2 7,332,342 6.6 4,372,738 59.6

   災害復旧費 4 0.0 4 0.0 0 0.0

   公債費 7,441,496 6.5 7,517,900 6.8 △ 76,404 △ 1.0

   積立金 207,397 0.2 182,628 0.2 24,769 13.6

   投資及び出資金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

   貸付金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

   繰出金 8,010,737 7.0 7,866,967 7.1 143,770 1.8

   予備費 70,000 0.1 70,000 0.1 0 0.0

歳  出  合  計 114,830,000 100.0 110,330,000 100.0 4,500,000 4.1

-
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（単位：千円）
総 予 算 額 対前年度 主な事業内容 事業概

款 事 業 費 担  当　課 要調書

（ ）内は前年度分 伸 率 ◎印は新規事業概要調書、○印は事業概要調書を別途掲載 ﾍﾟｰｼﾞ

１ 議会費 600,330 5.2% ◎ 所沢市議会ＩＣＴ化推進事業（マイクシステム導入） 802 議会事務局 12
(570,462)

２ 総務費 9,805,785 △1.5% ◎ 基幹系端末導入事業（配偶者暴力相談支援センタ―用） 176 企画総務課 13
(9,958,062) ◎ 公共施設予約システム等更新事業 -  　〃 154

○ イタリア都市文化交流推進事業 3,111  　〃 14
◎ 第６次所沢市総合計画・後期基本計画策定事業 10,077 経営企画課 15
◎ eスポーツ啓発推進事業 1,429  　〃 16
◎ Ｕ-２９（ユニーク）な市民参加推進事業 293  　〃 17
◎ 新所沢パルコ土地利用検討事業 100  　〃 18
◎ 公民つながるプロジェクト推進事業 813  　〃 19
◎ オレゴン州ポートランド市から学ぶ都市研究事業 4,575  　〃 20
◎ 公式動画手話・字幕充実事業 2,077 広報課 21
◎ 市民向けメール配信システム改修事業（LINE連携） 2,794  　〃 22
◎ 業務改善プラットフォーム活用事業 5,478 デジタル戦略課 23
◎ Ｗｅｂ版住宅地図活用事業 264  　〃 24
○ ＡＩ等技術推進事業 10,205  　〃 25
◎ 文書管理システム導入事業 - 文書行政課 26
◎ 財務会計システム更新事業（総務部所管分） - 契約課 27
◎ 土木積算システム更新事業 1,883  　〃 28
◎ 財務会計システム更新事業（財務部所管分） - 財政課 31
◎ 市庁舎電話設備更新事業 7,506 管財課 32
◎ 市庁舎施設整備事業（トイレ改修設計業務委託） 13,640  　〃 33
・ 低公害車導入事業 2,836  　〃
・ 公務におけるシェアサイクルの活用実証実験事業 194  　〃
・ 市有財産活用事業 1,025  　〃
・ 市庁舎管理事業 258,271  　〃
・ 市庁舎修繕事業 23,408  　〃
◎ 税系システム端末機器更新事業（財務部所管分） 8,634 市民税課・資産税課・収税課 34

◎
税系システム改修事業（特別徴収税額通知（納税義務者用）の電子化対
応分） 3,147

市民税課 35

◎ 家屋評価システムサーバＯＳ更新事業 2,546 資産税課 36
◎ 税系システム改修事業（市県民税特別徴収分納入済通知書の電子化） 1,467 収税課 37
◎ 公共施設予約システム等更新事業 - 地域づくり推進課 154
◎ 狭山ケ丘コミュニティセンターＬＥＤ化整備事業 1,262  　〃 38
◎ 新所沢コミュニティセンター吹抜け天井ＬＥＤ化整備事業 990  　〃 39
◎ 中富南コミュニティセンター空調設備改修事業 90,394  　〃 40
・ 自治会等応援事業 59,449  　〃
・ コミュニティ活動推進事業 16,500  　〃

令和５年度一般会計（当初予算）主な事業内容

-
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-



（単位：千円）
総 予 算 額 対前年度 主な事業内容 事業概

款 事 業 費 担  当　課 要調書

（ ）内は前年度分 伸 率 ◎印は新規事業概要調書、○印は事業概要調書を別途掲載 ﾍﾟｰｼﾞ

令和５年度一般会計（当初予算）主な事業内容

・ 市民活動支援事業 9,475 地域づくり推進課
◎ 三ケ島アートなベンチ設置事業 2,370 文化芸術振興課 41
◎ 空飛ぶ音楽祭開催支援事業 3,850  　〃 42
◎ 所沢市民文化センター駐車場等外灯ＬＥＤ化整備事業 5,157  　〃 43
・ 音楽のあるまちづくり推進事業 1,165  　〃
・ 消費生活啓発事業 1,459 市民相談課
◎ 戸籍システム更新事業 26,258 市民課 44
◎ 戸籍システム改修事業（戸籍事務内連携稼働支援） 1,410  　〃 45

◎
住民基本台帳ネットワークシステム等改修事業（国外転出者のマイナン
バーカード等利用対応） 8,516  　〃 46

◎ マイナンバーカード交付予約システム更新事業 7,590  　〃 47
〇 マイナンバーカード交付事業 156,680  　〃 48
〇 西所沢駅西口改札口開設事業 68,254 防犯交通安全課 49
〇 市営自転車駐車場照明灯ＬＥＤ化整備事業 1,875  　〃 50
・ 所沢市客引き対策事業 3,103  　〃
・ 地域づくり支援事業 12,244 各まちづくりセンター
◎ 選挙業務管理システム機器更新事業 7,301 選挙管理委員会事務局 51
◎ 県知事選挙執行事業 92,523  　〃 52
◎ 市長選挙執行事業 103,037  　〃 53
・ 県議会議員選挙執行事業 53,177  　〃
・ 市議会議員選挙執行事業 166,930  　〃

３ 民生費 53,661,459 0.4% ◎ 福祉施設電気自動車等導入補助事業 2,840 福祉総務課 54
 (53,464,741)  ◎ 生活保護システム改修事業（オンライン資格確認対応） 4,999 生活福祉課 55

○ 生活困窮者自立促進支援事業 79,568  　〃 56
  ◎ 所沢市立障害者施設照明灯ＬＥＤ化整備事業 1,013 障害福祉課 57

◎ 公共施設予約システム等更新事業 -  　〃 154
○ 所沢市障害のある人もない人も共に生きる社会づくり条例推進事業 1,327  　〃 58

  ・ 地域生活支援拠点整備推進事業 8,202  　〃
・ 相談支援事業 38,290  　〃
・ コミュニケーション支援事業 29,512  　〃
◎ 老人憩の家とみおか荘空調等設備改修事業 77,759 高齢者支援課 59
◎ こどもと福祉の未来館タッチパネル端末機器更新事業 417 地域福祉センター 60
◎ 公共施設予約システム等更新事業 -  　〃 154
・ 成年後見制度推進事業 10,103  　〃
・ 所沢市社会福祉協議会補助金交付事業 80,000  　〃
◎ 若者応援事業（16歳の未来へ） 12,084 こども政策課 61
◎ 所沢市子ども・子育て支援事業計画（第3期）策定事業 7,370  　〃 62

-
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-



（単位：千円）
総 予 算 額 対前年度 主な事業内容 事業概

款 事 業 費 担  当　課 要調書

（ ）内は前年度分 伸 率 ◎印は新規事業概要調書、○印は事業概要調書を別途掲載 ﾍﾟｰｼﾞ

令和５年度一般会計（当初予算）主な事業内容

○ 出産・子育て応援事業(経済的支援) 144,820 こども政策課 63
・ ところっこ親子ふれあい絵本事業 1,439 こども支援課
・ こども支援センター運営事業（子育て支援） 37,734  　〃
・ こども支援センター運営事業（発達支援） 145,159 こども福祉課
◎ 児童館ecoプロジェクト事業 3,000 青少年課 64
○ 放課後児童健全育成事業（民設民営児童クラブ） 174,966  　〃 65
◎ 新所沢保育園空調設備改修事業 54,978 保育幼稚園課 66
◎ 保育園施設整備事業 25,399  　〃 67
○ 保育園給食調理業務委託事業 248,159  　〃 68
・ 特定教育・保育施設等保育の質改善費補助事業 440,613  　〃
・ 保育士宿舎借上補助事業 18,995  　〃
・ 障害児保育事業 158,760  　〃
○ 保健事業と介護予防の一体的実施事業 6,947 国民健康保険課 69

４ 衛生費 12,297,954 △2.6% ◎ 所沢市斎場駐車場外灯ＬＥＤ化整備事業 7,200 市民課 70
(12,625,399) ◎ 所沢市斎場前庭樹木整備事業 954  　〃 71

・ 第２次所沢市保健医療計画推進事業 712 保健医療課
・ 小児科救急医療病院群輪番制事業 3,247  　〃
◎ 保健センター多目的ホールＬＥＤ化事業 5,610 健康管理課 72
◎ 自己検査キットによる子宮頸がん検診受診促進事業 3,159  　〃 73
◎ 「子どもの予防接種Diary」作成事業 2,663  　〃 74
○ 精神障害者アウトリーチ支援事業 44,550  　〃 75
・ 新型コロナウイルスワクチン接種事業 978,310  　〃
・ がん検診事業 254,758  　〃
・ 各種予防接種事業 1,235,379  　〃
◎ 産後ケア（デイサービス型）施設開設準備支援事業 2,000 健康づくり支援課 76
○ トコトコ健幸マイレージ事業 18,565  　〃 77
○ 出産・子育て応援事業（伴走型相談支援） 12,234  　〃 78
・ 妊娠・出産つづけてサポート事業 29,987  　〃
◎ 所沢市からはじめるマチごとゼロカーボン運動事業 2,000 マチごとエコタウン推進課 79
◎ 0円太陽光推進補助事業 39,000  　〃 80
○ 再生可能エネルギー普及推進事業 60,663  　〃 82
◎ 生きものと子どもが出会う森づくり事業 150 みどり自然課 83
◎ 土木積算システム更新事業 316  　〃 28
○ 里山保全地域等指定整備事業 53,205  　〃 84
○ みどりのエコスポット整備事業 5,200  　〃 85
◎ 非プラスチック製容器等使用促進支援事業 8,143 資源循環推進課 86
◎ 一般廃棄物処理施設検討事業 5,000  　〃 87

-
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-



（単位：千円）
総 予 算 額 対前年度 主な事業内容 事業概

款 事 業 費 担  当　課 要調書

（ ）内は前年度分 伸 率 ◎印は新規事業概要調書、○印は事業概要調書を別途掲載 ﾍﾟｰｼﾞ

令和５年度一般会計（当初予算）主な事業内容

◎ 第２一般廃棄物最終処分場整備に伴う周辺整備事業 9,477 資源循環推進課 88
◎ 『はじめます！　我が家のごみ減量』宣言事業 1,125  　〃 89
○ 一般廃棄物減量化方策推進事業 18,832  　〃 90
○ 第２一般廃棄物最終処分場整備事業 977,660  　〃 91
・ チャレンジ生ごみ減量推進事業 6,034  　〃
◎ インボイス制度の開始に伴うごみ計量機のシステム改修事業 2,148 東部クリーンセンター 93
◎ 収集管理事務所等照明ＬＥＤ化整備事業 6,303 収集管理事務所 94

５ 労働費 103,011 22.1% ◎ 公共施設予約システム等更新事業 - 産業振興課 154
(84,355) ◎ ラーク所沢化粧梁等撤去事業 19,228  　〃 95

６ 農林水産業費 253,294 15.4% ○ 環境にやさしい農業推進事業 5,162 農業振興課 96
(219,418) ・ 地産地消推進事業 4,673  　〃

７ 商工費 665,608 △3.4% ○ 企業誘致活動推進事業 214,354 産業振興課 97
(689,263) ・ 所沢ブランド特産品推進事業 2,928  　〃

◎ 所沢市寿町駐車場整備事業 5,500 商業観光課 98
◎ 「まち」×「みどり」のおさんぽコース道標等整備事業 7,800  　〃 99
◎ にぎわいトコロ創出支援事業 1,600  　〃 100
○ 「所沢市観光情報・物産館」活用事業(COOL JAPAN FOREST構想事業) 117,749  　〃 101
・ インバウンド戦略推進事業（COOL JAPAN FOREST構想事業） 7,756  　〃
・ 魅力ある商店街創出支援事業 30,000  　〃

８ 土木費 10,846,942 7.9% ◎ 景観計画改定事業 6,040 都市計画課 102
(10,055,959) ◎ ところバスＥＶ導入事業 58,000  　〃 103

○ 魅力ある街なか空間創出推進事業 16,506  　〃 104
◎ 土木積算システム更新事業 210 市街地整備課 28
◎ 元町交差点改良事業 11,189  　〃 105
◎ 出歩きストリート創出（歩行空間整備）事業 1,200  　〃 107
◎ 脱マイカー・エコマチシェアリング促進事業 3,770  　〃 109
◎ 市営住宅松郷団地施設整備事業 122,650  　〃 111
○ 土地利用転換推進事業 1,504,698  　〃 112
○ 日東地区まちづくり事業 3,517  　〃 113
○ ファルマン通り交差点改良事業 50,001  　〃 115
○ ファルマン通り交差点外無電柱化整備事業 69,126  　〃 117
◎ こぶし団地における一団地認定基準等検討事業 185 建築指導課 119
◎ 建築基準法に基づく道路台帳情報のＧＩＳ化事業 4,204  　〃 120
○ 所沢駅ふれあい通り線道路築造事業（１工区） 275,976 所沢駅西口区画整理事務所 121

-
 
6
 
-



（単位：千円）
総 予 算 額 対前年度 主な事業内容 事業概

款 事 業 費 担  当　課 要調書

（ ）内は前年度分 伸 率 ◎印は新規事業概要調書、○印は事業概要調書を別途掲載 ﾍﾟｰｼﾞ

令和５年度一般会計（当初予算）主な事業内容

○ 所沢駅西口地区まちづくり事業 470,323 所沢駅西口区画整理事務所 122
◎ 土木積算システム更新事業 211 建設総務課 28
◎ 道路の環境配慮推進事業 300 道路建設課 123
◎ 県道所沢青梅線狭山湖入口交差点改良事業 124,438  　〃 124
◎ 土木積算システム更新事業 730  　〃 28
○ 市道4-1386号線（上藤沢・林・宮寺間新設道路3工区）築造事業 47,733  　〃 126
○ 所沢市総合治水対策事業（清柳橋改築事業） 75,000  　〃 128
◎ 土木積算システム更新事業 316 計画道路整備課 28
○ 北野下富線道路築造事業 601,416  　〃 130
◎ 土木積算システム更新事業 524 道路維持課 28
◎ 所沢カルチャーパークを考える未来会議事業 366 公園課 132
◎ 小手指ヶ原公園用地取得事業 65,954  　〃 133
◎ 土木積算システム更新事業 316  　〃 28
○ 北秋津・上安松地区都市緑地保全事業 393,269  　〃 134
◎ みどり映える水辺保全用地取得事業 5,908 河川課 135
◎ 土木積算システム更新事業 211  　〃 28

９ 消防費 4,146,742 0.6% ◎ 消防団第４分団詰所借地取得事業 85,687 危機管理室 137
(4,121,903) ◎ 防災ガイド・避難所マップデジタル化事業 550  　〃 138

◎ 避難行動要支援者支援システム改修事業 396  　〃 139
◎ 臨時災害ＦＭ放送局開設事業 1,749  　〃 140
・ 防災行政無線整備・管理事業 14,475  　〃
・ 防災倉庫等整備・管理事業 7,369  　〃

10 教育費 14,937,375 36.4% ◎ 小学校施設整備事業 146,878 教育施設課 141
(10,952,534) ◎ 学校施設長寿命化改修事業（公共施設マネジメント推進事業の一環） 75,000  　〃 142

◎ 小中学校校舎照明ＬＥＤ化事業 12,150  　〃 143
◎ 中学校施設整備事業 144,254  　〃 144
○ 学校施設太陽光発電設備設置事業 232,210  　〃 145
○ 中学校校舎内部改修（木質化）事業 118,910  　〃 146
○ 小中学校ＬＥＤ化整備事業 833,023  　〃 147
◎ 公共施設予約システム等更新事業 - 社会教育課 154
◎ 公民館施設整備事業 97,490  　〃 148
◎ 公民館施設整備事業（新所沢東公民館バリアフリー化改修工事） 9,988  　〃 149
○ 小手指公民館太陽光発電設備設置事業 121,440  　〃 150
◎ 所沢市運動部活動推進事業 250 スポーツ振興課 151
◎ （仮称）所沢市スプリントフェスティバル開催事業 850  　〃 152
◎ イタリア選手団事前キャンプ受入れ事業（世界水泳2023福岡大会） 2,059  　〃 153

-
 
7
 
-



（単位：千円）
総 予 算 額 対前年度 主な事業内容 事業概

款 事 業 費 担  当　課 要調書

（ ）内は前年度分 伸 率 ◎印は新規事業概要調書、○印は事業概要調書を別途掲載 ﾍﾟｰｼﾞ

令和５年度一般会計（当初予算）主な事業内容

◎ 公共施設予約システム等更新事業 - スポーツ振興課 154
◎ 所沢市民武道館太陽光発電設備設置及び屋根改修事業 6,601  　〃 156
◎ 所沢市文化財保存活用地域計画作成事業 4,006 文化財保護課 157
◎ 埋蔵文化財調査報告書作成ソフトウェア更新事業 1,248  　〃 158
○ 歴史的建造物整備活用事業 26,168  　〃 159
◎ トコろん自習室開設事業 708 生涯学習推進センター 160
◎ 公共施設予約システム等更新事業 -  　〃 154
◎ 第９期図書館電算システム再構築事業 58,512 所沢図書館 161
◎ 「（仮称）南極・北極から地球の未来を考えてみよう」開催事業 50  　〃 162
◎ 所沢図書館本館照明ＬＥＤ化整備事業 8,289  　〃 163
◎ コミュニティ・スクール導入事業 216 学校教育課 164
◎ 所沢市文化部活動推進事業 250  　〃 165
◎ 「トコろん　のびのび塾」算数基礎学力向上プロジェクト事業 638  　〃 166
○ 「学び創造アクティブＰＬＵＳ」学力向上推進事業 2,358  　〃 167
・ スクールカウンセラー学校派遣事業 15,033  　〃
・ 健やか輝き支援事業 65,750  　〃
・ 安全・安心な学校と地域づくり推進事業 13,406  　〃
・ 学習支援員配置事業 59,868  　〃
・ 学校司書配置事業（小・中学校） 39,734  　〃
◎ 第１学校給食センター受水槽外改修事業 98,843 保健給食課 168
・ 学校給食センター再整備事業 2,287,265  　〃
◎ 小中学校校務用コンピュータ等更新事業 61,059 教育センター 169
◎ ホームページ作成システム導入事業 4,535  　〃 170
○ ＩＣＴ支援員配置事業 72,600  　〃 171
・ 小学校社会科副読本作成委託事業 2,750  　〃
・ 教育相談アドバイザー支援事業 400  　〃

11 災害復旧費 4 0.0%
(4)

12 公債費 7,441,496 △1.0%
(7,517,900)

13 予備費 70,000 0.0%
(70,000)

-
 
8
 
-



（単位：千円）
総 予 算 額 対前年度 主 な 事 業 内 容 事業概

会　計　名 事 業 費 担　当　課 要調書

（ ）内は前年度分 伸 率 ◎印は新規事業概要調書、○印は事業概要調書を別途掲載 ﾍﾟｰｼﾞ

交通災害共済 31,200 0.0% 防犯交通安全課
(31,200)

狭山ケ丘土地区 229,000 7.5% ◎ 土木積算システム更新事業 211 狭山ケ丘区画整理 172
画整理 (213,000) ・ 狭山ケ丘土地区画整理事業 事務所

所沢駅西口土地 1,955,000 33.8% ◎ 土木積算システム更新事業 316 所沢駅西口区画整理 173
区画整理 (1,461,000) ・ 所沢駅西口土地区画整理事業 事務所

国民健康保険 31,821,000 △0.3% ◎ 税系システム端末機器更新事業（財務部所管分） 2,159 収税課 174
(31,916,000) ◎ 税系システム端末機器更新事業（健康推進部所管分） 2,159 国民健康保険課 175

◎ 第３期所沢市国民健康保険データヘルス計画策定事業 3,157  　〃 176
○ トコトコ健幸マイレージ事業 5,238  　〃 177
○ 特定保健指導業務委託事業 5,456  　〃 178

介護保険 28,061,000 4.8% ◎ 介護認定業務ＤＸ化事業 8,311 介護保険課 179
(26,785,000)

後期高齢者医療 5,785,000 2.8% 国民健康保険課
(5,625,000)

令和５年度特別会計（当初予算）主な事業内容

-
 
9
 
-



（単位：千円）

総 予 算 額 対前年度 主　　  な  　　事 　　 業　　  内　  　容 事業概

会　計　名 事　業　費 担　当　課 要調書

（ ）内は前年度分 伸 率 ◎印は新規事業概要調書、○印は事業概要調書を別途掲載 ﾍﾟｰｼﾞ

 水 道 事 業 11,219,203 10.6% （業務予定量）   　　　　　　
　 (10,145,883) 　　給水戸数　　　　　　　　　　　　　　　　　　   169,730戸 　

　　年間総配水量 34,495,000㎥
　　１日平均配水量　　　　　　　　　　　　　　　     94,240㎥
　　主要な建設改良事業　
　　　水道管布設及び更新事業　　　　　　　　　　　　 3,087,040千円
　　　施設整備改良事業　　　　　　　　　　　　　　 734,108千円
（収益的収入及び支出）
　　事業収益 6,786,740
　　事 業 費 6,410,565
（資本的収入及び支出）
　　収　　 入 1,888,613
　　支　　 出 4,808,638

（主要事業）
◎上下水道局庁舎照明LED化整備事業 47,030 総務課 180
◎給水装置リモート検査事業 743 窓口サービス課 181
◎インボイス制度の開始に伴う料金システム改修事業 4,326  　〃 182
◎クレジットカード決済導入事業 13,205  　〃 183
○水道管整備事業 3,176,306 水道建設課 184
○浄水場整備事業(耐震補強工事) 48,654 給水管理課 185
○浄水場整備事業(西部浄水場更新工事) 39,578  　〃 186

 下 水 道 事 業 10,888,877 △3.7% （業務予定量）
(11,301,509) 　　水洗化戸数　　　　　　　　　　　　　　　　　　   160,850戸

　　年間処理水量 37,883,000㎥
　　１日平均処理水量　　　　　　　　　　　　　　　     103,500㎥
　　主要な建設改良事業　
　　　下水道管渠布設及び更新事業　　　　　　　　　　　　 2,413,364千円
　　　施設整備改良事業　　　　　　　　　　　　 245,168千円
（収益的収入及び支出）
　　事業収益 6,324,835
　　事 業 費 6,063,031
（資本的収入及び支出）
　　収　　 入 2,206,687
　　支　　 出 4,825,846

令和５年度事業会計（当初予算）主な事業内容

-
 
1
0
 
-



（単位：千円）

総 予 算 額 対前年度 主　　  な  　　事 　　 業　　  内　  　容 事業概

会　計　名 事　業　費 担　当　課 要調書

（ ）内は前年度分 伸 率 ◎印は新規事業概要調書、○印は事業概要調書を別途掲載 ﾍﾟｰｼﾞ

令和５年度事業会計（当初予算）主な事業内容

（主要事業）
◎下水道事業経営計画改定事業 2,801 経営課 187
◎雨水貯留施設（雨水調整池）築造事業 40,000 下水道整備課 188

○雨天時浸入水対策事業
221,753

窓口サービス課、
下水道整備課、
下水道維持課

189

○下水道管渠布設事業 2,155,723 下水道整備課 190
○下水道地震対策事業 268,000  　〃 191

 病 院 事 業 2,364,730 △3.4% （業務予定量）
(2,448,047) 　　病床数 32床

　　年間患者数
　　　入院 11,712人
　　　外来 46,129人
　　　　　うち小児科診療 26,481人
　　年間健康検診者数
　　　人間ドック検診　 10,600人
　　　生活習慣病検診 1,200人
　　　指定検診 23,200人
　　　特定健診等 630人
（収益的収入及び支出）
　　事業収益 2,089,504
　　事 業 費 2,294,117

　 （資本的収入及び支出）   
　　収　　 入 0
　　支　　 出 70,613

　 （主要事業）
◎無線ＬＡＮアクセスポイント整備事業 1,176 市民医療センター 192
○所沢市市民医療センター再整備基本計画・経営強化プラン策定事業 16,058  　〃 193

-
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1
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

なし

説明 議会事務費

章
未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 議会事務局

1 1 1

コード 744

根拠法令等 所沢市議会委員会条例、所沢市議会ＩＣＴ化推進基本計画

事業名 所沢市議会ＩＣＴ化推進事業（マイクシステム導入）

事業費総額 ８０２ 千円

総合計画の体系

予算額(千円)

行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくり

なし

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

細 　節 　名 　称 予算額(千円)

13 06 事務機器借料 802

計 802
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

　県内では、川越市議会、東松山市議会、鴻巣市議会、志木市議会、桶川市議
会、久喜市議会などにおいて、同様の事業を実施している。

歳入
歳出 962 962 962

本事業は、高音質で音声録音機能を持った議員及び職員専用のマイクシステ
ムを導入し、議会運営の合理化及び効率化を推進するとともに、議員及び職員
の新型コロナウイルス等の感染リスクの軽減を図るものである。

また、明瞭性の高いマイクシステムを導入することにより、ＡＩ音声テキス
ト化サービスの利用による会議録作成事務の省力化と速やかな会議録の公開が
可能となるなど、「所沢市議会ＩＣＴ化推進基本計画」に基づく議会活動の積
極的な展開を図るとともに、市民にとって分かりやすい議会運営に資するもの
である。

【整備概要】
　・整備機器：マイク30本（メインユニット1台、参加者ユニット29台）、
　　　　　　　マイクセンター装置（録音機能付）1台、赤外線送受光器6台等
　・運用開始予定：令和5年6月

【対象事業】
　・四常任委員会、予算常任委員会、決算特別委員会、議会運営委員会
　・各種オンライン会議
　・議会報告会、政策討論会、政策研究審議会等

-
 
1
2
 
-



款 項 目 04 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

6 説明 男女共同参画費

章
未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

　飯能市のほか、他自治体においても同事業で基幹系端末を導入し、相談記録
等の管理を行っている。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 経営企画部　企画総務課

2 1

コード 744

根拠法令等

事業名 基幹系端末導入事業（配偶者暴力相談支援センタ―用）

事業費総額 １７６ 千円

総合計画の体系

予算額(千円)

行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくり

なし

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

歳
　
　
　
出

節
計

細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

11 02 手数料 165

13 06 事務機器借料 11

176
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

本事業は、配偶者暴力相談支援センター事業を実施するに当たり、個人情報
等の管理や住民記録システムの閲覧が可能な基幹系端末を導入するものであ
る。
　

【業務概要】
　・相談記録の作成・管理・共有
　・住民記録システムの閲覧

【機器内訳】
　・賃貸借契約期間：令和5年12月～令和10年11月（5年間）
　・基幹系端末（ノートＰＣ）1台

【債務負担行為】
　・事　項：事務機器等借料及び使用料
　・期　間：令和10年度まで
　・限度額：142千円

歳入
歳出 81 81 81 

計

-
 
1
3
 
-



款 項 目 08 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

20

13 04 自動車借料 440

13 23 有料道路使用料 17

13 10
市民文化センター利用料
入場料 421

13

根拠法令等 ─

事業名 イタリア都市文化交流推進事業

139

13 02 会場借料 218

魅力・元気・
文化を誇れる
まち

事　業　概　要　調　書

一般会計 経営企画部　企画総務課

2

国際交流活動の推進

1 6

コード 551

説明 国際交流費

事業費総額 ３,１１１

章 節

基
本
方
針

千円

総合計画の体系

予算額(千円)

国際化・多文
化共生

なし

計

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

細 　節 　名 　称 予算額(千円)
7 02 謝礼 420

05 記念品 100
8 02 普通旅費 16
7

消耗品費 100
10 08 食糧費 360

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入
歳出

イタリア共和国ティエーネ市とは、本市が東京2020オリンピック・パラリン
ピック競技大会におけるイタリアのホストタウンとなったことを契機に交流が
始まった。令和4年には、所沢市代表訪問団が同市を訪問し、文化・芸術をはじ
め様々な分野で継続的に交流していくことで正式に合意した。本事業は、航空
にゆかりのあるティエーネ市との交流を発展させることにより、本市における
国際理解や多文化共生の推進を図るものである。

○イタリア共和国ヴェネト州ティエーネ市について
　・人口約23,000人の基礎自治体
　・1920年にローマ・東京間飛行を成功させた唯一のパイロット（アルトゥー
　　ロ・フェラリン中尉）の出身地で航空と関わりの深い町
　・ローマ・東京間飛行100周年を盛大に祝う記念事業を実施

【令和5年度の取組（予定）】
　・ティエーネ市代表訪問団の受入
　・子どもの絵による交流
　・特産品による経済交流

3,111計

細節

10 01

　鳥取県：事前キャンプの受入等をきっかけに、ジャマイカ・ウエストモアラ
　　　　　ンド県と姉妹都市締結を行っている。

13 33 宿泊施設使用料 880

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

歳
　
　
　
出

節

-
 
1
4
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　総合計画は、大多数の自治体で策定されている。

12 43
第6次所沢市総合計画後期基本計画策
定支援委託料

5,940

歳出 6,647 

計 10,077
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

1 21 会計年度任用職員報酬 1,675
1 32 総合計画審議会委員報酬 988

費用弁償（会計年度任用職員分） 108

3 25 期末手当（会計年度任用職員分） 319
7 05 記念品 281

11 01 通信運搬費 323

8 01 費用弁償 413
8 21

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

10 01 消耗品費 30

本事業は、現行の「第6次所沢市総合計画・前期基本計画」の計画期間が令和
6年度をもって終了することから、令和7年度から令和10年度までの4年間を計画
期間とする後期基本計画を新たに策定するものである。

＜実施スケジュール＞
　○令和5年度
　　・市民検討会議での検討
　　・総合計画審議会への諮問
　　・庁内策定委員会・部会による文案作成
　　・計画素案作成
　○令和6年度
　　・パブリックコメント手続の実施
　　・総合計画審議会からの答申
　　・9月議会に議案を提出
　○令和7年度
　　・計画期間開始

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

行政経営

基
本
方
針

将来都市像の実現に向けた
計画行政の推進コード 741

根拠法令等 所沢市自治基本条例、所沢市総合計画審議会条例

事業名 第６次所沢市総合計画・後期基本計画策定事業
計画策定に当たっては、全庁的組織で検討を行うほか、市民検

討会議や審議会等、企画立案の段階から市民参加を求める。
　また、計画素案に対するパブリックコメント手続を実施する。

事業費総額 １０,０７７ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 経営企画部　経営企画課

2 1 6 説明 市政計画事務費

-
 
1
5
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

・秋田県及びさいたま市（シニアプロチームや協会の設立）
・山形県長井市（eスポーツ施設オープン、eスポーツクラブ設立）
・神奈川県横須賀市（大会主催、eスポーツ部設立高校への支援）
・神奈川県小田原市（eスポーツ体験会主催、eスポーツ施設オープン）
・愛媛県（障害者施設対抗大会主催）

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 経営企画部　経営企画課

2 1 6 説明 市政計画事務費

事業名 eスポーツ啓発推進事業
なし

事業費総額 １,４２９ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 行政経営

基
本
方
針

地域の総合力の向上
コード 743

根拠法令等
第2期所沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略
COOL JAPAN FOREST構想

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

本事業は、近年、全国的に急速な広がりを見せているeスポーツについて周知
啓発を行うとともに、市施策への活用を図っていくものである。

eスポーツは年齢や性別、身体能力にとらわれず様々な相手と対戦できること
から、地域に根差したイベントの実施や既存事業との融合により、地方創生に
限らず、青少年健全育成や健康福祉など、幅広い活用が期待される。

このことから、eスポーツに関する情報を発信する等、周知啓発を行いなが
ら、市の事業への活用について積極的に調整を図っていくものである。

なお、事業の推進においては、ところざわサクラタウンを拠点とする埼玉県e
スポーツ連合やeスポーツプロチームを有する㈱KADOKAWA等と連携を図ってい
く。

【主な取組】
　・eスポーツ有識者講演会
　・eスポーツ親子大会の開催

計
細 　節 　名 　称 予算額(千円)

7 01 講師謝礼 100

62 eスポーツ啓発推進事業委託料 1,32912

1,429
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳出
歳入

計

-
 
1
6
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

計 293

10 01 消耗品費 60

11 01 通信運搬費 121

謝礼 80

7 05 記念品 32

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

7 02

所沢市自治基本条例及び所沢市市民参加を進めるための条例に基づき、本市
では市民参加を積極的に進めている。

若者の市民参加は全国的な課題となっており、本市においても同様であるこ
とから、若者の市民参加を促すため18歳から29歳の若者を対象に、ユニークな
意見出しを目的として、本事業を実施するものである。

【実施概要】
　○令和5年度
　　・グループワークの実施（ユニークな意見出し）
　　　6人1グループとして、3グループを作成予定
　　　　①市内大学在学生（短期大学生含む。）：各2人
　　　　②無作為抽出の者：各2人
　　　　③市職員：各2人
　○令和6年度
　　・（仮称）若者市民参加プロジェクトの検討
　　　グループワークの意見結果に基づき、若者の市民参加を推進していくた
　　　めの仕組みの導入を検討

予算額(千円)

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

市民参加・情
報共有

基
本
方
針

市民参加の推進
コード 721

根拠法令等 所沢市自治基本条例、所沢市市民参加を進めるための条例

事業名 Ｕ-２９（ユニーク）な市民参加推進事業
　グループワークなどによる市民参加を実施する。

事業費総額 ２９３ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

　兵庫県加古川市において、同様の事業を実施している。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 経営企画部　経営企画課

2 1 6 説明 市政計画事務費

-
 
1
7
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　他の自治体でも、必要に応じて、同様の事業を実施している。

歳出
歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

計 100
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

7 02 謝礼 100

本事業は、令和6年2月29日に営業終了すると表明している新所沢パルコの土
地利用の検討に当たり、市として新所沢地区の活性化につながる取組とするた
め、事業者と調整を図るものである。
　
【実施概要】
　・市民の声を踏まえ、市としての要望事項をまとめ、パルコ側に伝える。
　・新所沢パルコ土地利用の検討に当たり、知識経験者の知見を活用する。
　・市とパルコ側との協議を継続する。

計

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

市街地整備

基
本
方
針

市街地整備の適正な誘導
（良好な市街地整備の推
進）コード 623

根拠法令等 ―

事業名 新所沢パルコ土地利用検討事業
　地元自治会等との調整を図る。

事業費総額 １００ 千円

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 経営企画部　経営企画課

2 1 6 説明 行政管理費

-
 
1
8
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出 813 

計 813
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

11 01 通信運搬費 60

10 01 消耗品費 100

10 03 印刷製本費 200

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

8 02 普通旅費 453

第2期所沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略では、将来的に目指すまちの姿
として「魅力にあふれ、活力ある経済活動の中で安心して暮らせるまち」を掲
げ、公民連携の重要性を強調している。こうした中、近年、社会的に企業のＣ
ＳＲ（社会貢献）活動が注目され、多くの民間事業者が地域貢献に積極的に取
り組んでいる。

本事業は、こうした風潮を好機ととらえ、公共で行う様々な事業に民間事業
者からの支援をつなぐことを目的とするものである。
　
【実施概要】
　・専門部署の設置（経営企画課内）
　・企業版ふるさと納税に係る周知、調整、募集等への対応
　・協定締結に係る調整
　・市事業に対する民間事業者との協働に係る調整　ほか

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

行政経営

基
本
方
針

地域の総合力の向上
コード 743

根拠法令等
第2期所沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略
所沢市まち・ひと・しごと創生推進計画

事業名 公民つながるプロジェクト推進事業
なし

事業費総額 ８１３ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

企業版ふるさと納税に係る地域再生計画の認定を受けた自治体は、46道府県
1,376市町村（令和4年4月1日現在)である。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 経営企画部　経営企画課

2 1 6 説明 行政管理費

-
 
1
9
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・内容・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

なし

本市の事業を進める上で、国内における先進市視察はこれまでも実施してき
たところであるが、急速にグローバル化が進む中、海外の様々な文化や考え方
からなるまちづくりを学び、職員の知見を高め、未来のまちづくりに活かして
いくため、海外先進都市であるアメリカ合衆国オレゴン州ポートランド市の研
究及び視察を実施するものである。

【実施概要】
　・調査研究プロジェクトチームの設置
　・メンバー：市職員8人を選出
　・対象都市に対する各分野の調査研究の実施
　・対象都市の視察実施

≪先進都市研究対象情報≫
　○特徴
　　・アメリカ合衆国で最も住みたいまちランキング上位
　　・ドーナツ化現象や大気汚染の問題を解決した都市
　　・「歩いて暮らせるまち」として設計されている。
　　　（自動車よりも自転車や公共交通機関で移動が盛んなまち）
　　・多くのカフェや個性的なショップが並ぶ魅力あるまち
　　・アート、演劇、音楽が盛んなまち
　　・市民活動が盛んなまち

　海外への先進市視察は全国で実施している。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 経営企画部　経営企画課

2 1 6 説明 行政管理費

事業名 オレゴン州ポートランド市から学ぶ都市研究事業

事業費総額 ４,５７５ 千円

なし

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 行政経営

基
本
方
針

地域の総合力の向上
コード 743

根拠法令等 第２期所沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称

計

11

科 目 名 称 予算額(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

8 04 外国旅費 3,870

02 手数料 684

13 23 有料道路使用料 21

計 4,575
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入
歳出

-
 
2
0
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)
　

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

説明 広報事務費

章
未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 経営企画部　広報課

2 1 2

コード 722

根拠法令等
障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関する法
律、所沢市障害のある人もない人も共に生きる社会づくり条例

事業名 公式動画手話・字幕充実事業

事業費総額 ２,０７７ 千円

総合計画の体系

予算額(千円)

市民参加・情
報共有

基
本
方
針

わかりやすい市政情報の発
信

なし

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

期末手当（会計年度任用職員分） 336

細節

2,077
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

予算額(千円)

1 21 会計年度任用職員報酬 1,633

3 25

令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節

歳入

なし

　一部の動画に手話・字幕を入れている自治体は多くみられるが、本事業のよ
うに、一般に公開する動画に、原則として手話・字幕を入れる取組は、他自治
体では確認できていない。

本事業は、市が公式動画として一般に広く公開する動画に対し、手話表示や
字幕表示を設定する作業を行い、聴覚に障害のある人も含め、誰もが同一内容
の情報を同一時点で取得できるようにするものである。

歳出 2,118 

8 21 費用弁償（会計年度任用職員分）

2,186 2,240 

計

細 　節 　名 　称

108

令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

-
 
2
1
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)
　

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

説明 広報事務費

章
未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 経営企画部　広報課

2 1 2

コード 744

根拠法令等 ―

事業名 市民向けメール配信システム改修事業（LINE連携）

事業費総額 ２,７９４ 千円

総合計画の体系

予算額(千円)

行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくり

なし

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

メール配信システム利用料 1,232

細節

2,794
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

予算額(千円)

12 72 メール配信システム改修委託料 1,562

13 32

令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節

歳入

なし

　川越市、行田市、春日部市、千葉県千葉市等においてもLINEを活用した市政
情報の配信を行っている。

本事業は、幅広い世代で利用されている所沢市公式LINEアカウントを市政情
報の発信に活用するため、市民向けメール配信システムを改修し、LINEでも情
報を受け取れるようにするものである。

【改修概要】
　・メール配信システムとLINEとの連携
　・配信を希望するカテゴリを選択、登録するためのページを作成する等

歳出 1,452 1,452 1,452 

計

細 　節 　名 　称

令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

-
 
2
2
 
-



款 項 目 08 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出 4,990 4,990 4,990 

計 5,478
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

13 47 業務改善プラットフォーム使用料 4,818歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 65 操作研修委託料 660

本事業は、専門知識が不要で簡単に業務アプリを作成できる「クラウド型業
務改善プラットフォーム」を活用することで、業務効率化を進め、企画立案等
の業務に集中できる体制の推進を図るものである。

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等 ─

事業名 業務改善プラットフォーム活用事業
なし

事業費総額 ５,４７８ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

県内では川口市、県外では宮城県、東京都品川区、千葉県市川市、兵庫県神
戸市、兵庫県伊丹市、大阪府、大阪府堺市、福岡県北九州市、大分県別府市、
鹿児島県奄美市などで導入している。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 経営企画部　デジタル戦略課

2 1 1 説明 情報化推進費

-
 
2
3
 
-



款 項 目 08 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出 264 264 264 

計 264
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

13 46 Ｗｅｂ版住宅地図使用料 264

本事業は、多くの所属で購入している「ゼンリン住宅地図」の冊子につい
て、Ｗｅｂ版及びＬＧＷＡＮ－ＡＳＰ（セキュリティレベルの高い自治体間
ネットワーク上で提供されるサービス）を利用することで利便性を高め、事務
の効率化、経費の節減及び紙資源の削減を図るものである。

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等 ─

事業名 Ｗｅｂ版住宅地図活用事業
なし

事業費総額 ２６４ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

県内では狭山市、県外では東京都中央区、千葉県八千代市、長崎県長崎市な
どで導入している。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 経営企画部　デジタル戦略課

2 1 1 説明 情報化推進費

-
 
2
4
 
-



款 項 目 08 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出 10,205 10,205 10,205 

計 10,205
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

13 43 ＲＰＡライセンス使用料 6,139

13 41 ＡＩ－ＯＣＲサービス使用料 2,603

13 42 ＡＩ音声テキスト化サービス使用料 1,320

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 65 操作研修委託料 143

人口減少及び高齢化の中にあって質の高い行政サービスを維持していくた
め、ＡＩ等の技術を活用して職員が行う作業を自動化することにより、業務効
率化及び企画立案等の業務に集中できる体制の推進を図るものである。

ＡＩ－ＯＣＲ（人工知能を利用した光学式文字読取装置）は各種申請書の手
書き文字などをスキャナで読み込みデータ化するもの、ＡＩ音声テキスト化は
会議などの音声データをＡＩがテキストデータに変換するもの、ＲＰＡ（ロボ
ティック・プロセス・オートメーション）はデータ突合や印刷等の大量かつ反
復するパソコン操作を自動化するためのソフトウェアである。これらＡＩ技術
等により手入力作業を省くことで事務の効率化を図るものであり、庁内の業務
で利用範囲を順次拡大していく。

【主な取組】
　・ＡＩ－ＯＣＲ
　・ＡＩ音声テキスト化
　・ＲＰＡ

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等 ─

事業名 ＡＩ等技術推進事業
なし

事業費総額 １０,２０５ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

　・ＡＩ－ＯＣＲ：埼玉県内の自治体で共同利用している。
　・ＡＩ音声テキスト化：埼玉県内の自治体で共同利用している。
　・ＲＰＡ：総務省が策定した自治体ＤＸ推進計画に基づき、全国の自治体で
　　　　　　利用が進んでいる。

事  業  概  要  調  書

一般会計 経営企画部　デジタル戦略課

2 1 1 説明 情報化推進費

-
 
2
5
 
-



款 項 目 04 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・内容・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 総務部　文書行政課

2 1 1 説明 文書事務費

事業名 文書管理システム導入事業
なし

事業費総額 －　　

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等 ―

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

本事業は、紙媒体で行っている文書の収受、起案、決裁、保存、廃棄等を文
書管理システムを導入し電子データで行うことにより、公文書の適正管理や内
部事務の効率化等を更に推進するものである。

また、システム導入により、所沢市ＤＸ推進基本方針の重点テーマの一つで
ある「行政サービス力ＵＰ」の実現を目指すものである。

＜実施スケジュール＞
　・令和5年4月～9月：プロポーザル方式による業者選定
　・令和5年9月：システム開発委託契約締結
　・令和5年9月～令和6年4月：システム構築、テスト
　・令和6年4月～9月：テスト、関連規程の見直し、運用ルールの策定
　　　　　10月：運用開始

【債務負担行為】
　・事　項：文書管理システム開発委託料
　・期　間：令和6年度まで
　・限度額：194,190千円

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

計
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

　県内では、さいたま市、川口市、越谷市、入間市等約20自治体が導入済みの
ほか、県外自治体でも導入が増加している。

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入
歳出 194,190 

-
 
2
6
 
-



款 項 目 09 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

他の自治体においても、同様のシステムが導入されており、必要に応じて更
新を行っている。

章
未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 行政経営

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 総務部　契約課

2 1 1 説明 契約事務費

コード 744

根拠法令等 ―

事業名 財務会計システム更新事業（総務部所管分）

事業費総額 －　　

総合計画の体系

予算額(千円)

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくり

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称
計

予算額(千円)

計
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

本事業は、平成24年度から導入している契約管理システムを更新するもので
ある。本システムは、所沢市の競争入札参加資格者名簿の管理や物品購入及び
工事請負等の執行準備から契約締結、また工事請負においてはその完成検査結
果及び支払の管理を行っている。

本システムは、平成29年度に開発業者が撤退して以来、システムのメンテナ
ンスに困難が生じていることから、更新を行うものである。

なお、本事業の実施に当たっては、財務会計システムの更新に合わせ、当該
システムに包含されるシステムとすることにより、利便性の向上も図るもので
ある。

＜実施スケジュール＞
　・令和5年4月～9月：プロポーザル方式による業者選定
　・令和5年9月：システム開発委託契約締結
　・令和5年9月～令和7年3月：システム構築、テスト
　・令和7年4月：運用開始

【債務負担行為】
　・事　項：財務会計システム更新委託料
　・期　間：令和6年度まで
　・限度額：58,991千円

歳入
歳出 58,991 

-
 
2
7
 
-



款 項 目 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・内容・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

令和4年度においては、川越市、狭山市、入間市ほか県内37自治体で埼玉県土
木積算システムを利用し、土木設計を行っている。

土木積算システムは、土木工事を所管する各課のパソコンとシステム管理
サーバを全庁ネットワークで結び、土木系設計書の作成業務を行う担当者に、
埼玉県が構築している土木工事標準積算基準に基づく積算システムを提供する
ものであり、業務効率の向上と経費の削減を図っている。

本事業は、令和5年度に県システムのデータベースソフトウエアの更新等が行
われることに伴い、管理サーバ等のＯＳ等を更新するものである。

【現行システム共用課等】
　・契約課扱分（下水道整備課、下水道維持課）、みどり自然課、市街地整備
　　課、建設総務課、道路建設課、道路維持課、計画道路整備課、公園課、河
　　川課（更新に伴う予算の内訳は、別紙のとおり）
　
　・特別会計扱分（狭山ケ丘区画整理事務所、所沢駅西口区画整理事務所）
　
【これまでの主な取組】
　・他のシステムとの比較検討

928 928 
歳出 2,325 2,325 2,325 

計 4,717
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入 928 

32
埼玉県土木積算システムプログラム
等利用料

2,325

内訳については、別紙一覧のとおり

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

11 02 手数料 2,392

13

1,883

なし

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

千円

総合計画の体系

予算額(千円)

22 諸収入
土木積算システム機器
負担金受入金

1,883

行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等 ―

事業名 土木積算システム更新事業

事業費総額 ４,７１７

説明

章
未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 総務部、環境クリーン部、街づくり計画部、建設部

-
 
2
8
 
-



新規事業概要調書　別紙

節 細節 細節名称
予算額

（千円）

11 02 手数料 955

13 32 埼玉県土木積算システムプログラム等利用料 928

11 02 手数料 160

13 32 埼玉県土木積算システムプログラム等利用料 156

11 02 手数料 53

13 31 埼玉県土木積算システムプログラム等利用料 52

11 02 手数料 53

13 31 埼玉県土木積算システムプログラム等利用料 52

11 02 手数料 107

13 34 埼玉県土木積算システムプログラム等利用料 104

11 02 手数料 371

13 32 埼玉県土木積算システムプログラム等利用料 359

11 02 手数料 160

13 32 埼玉県土木積算システムプログラム等利用料 156

11 02 手数料 266

13 31 埼玉県土木積算システムプログラム等利用料 258

歳出

建設総務課 8 2 1 02

システム名款 項 目

土木積算システム

道路橋りょう管理費 土木積算システム

所属  会計区分

2 3 01

土木積算システム

事業

街路事業総務費

みどり自然課 4 1 3

道路新設改良等工事費

道路維持修繕費

説明

4 2 02

土木積算システム

道路維持課 8 2 2 01

道路建設課 8

土木積算システム計画道路整備課 8

1

04 みどり推進費

中心市街地整備費

01 土地区画整理事務費

土木積算システム

4 6 01

土木積算システム8 4 4

土木積算システム

契約課
（上下水道局分）

市街地整備課

2 1 1 10 技術管理費

8

1

一般会計

一般会計

1 一般会計

1 一般会計

1 一般会計

1 一般会計

1 一般会計

一般会計

1

-
 
2
9
 
-



節 細節 細節名称
予算額

（千円）

歳出
システム名款 項 目所属  会計区分 事業説明

11 02 手数料 160

13 31 埼玉県土木積算システムプログラム等利用料 156

11 02 手数料 107

13 31 埼玉県土木積算システムプログラム等利用料 104

公園課 8 4 土木積算システム3 02 公園費

河川課 8 3 1 02 河川維持管理費 土木積算システム

1 一般会計

1 一般会計

-
 
3
0
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

本事業は、平成19年度から運用している財務会計システムについて、システ
ムのサポート終了に伴い、更新を行うものである。

本システムの更新に当たっては、合わせて導入を予定している文書管理シス
テムとの一体的な運用により、伝票の電子化による紙の削減及び伝票事務の効
率化を図る。
　
＜実施スケジュール＞
　・令和5年4月～9月：プロポーザル方式による業者選定
　・令和5年9月 ：システム開発委託契約締結
　・令和5年9月頃～令和7年3月：システム構築、テスト、研修等
　・令和6年10月：運用開始（予算編成機能）
　・令和7年4月 ：運用開始（予算執行機能）
　・令和8年4月 ：運用開始（決算関係機能）

【債務負担行為】
　・事　項：財務会計システム更新委託料
　・期　間：令和6年度まで
　・限度額：132,747千円

　他自治体においても、必要に応じてシステムの更新を行っている。
歳入

令和8年度(千円)

歳出 132,747 

計
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)
計④

事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等 ―

事業名 財務会計システム更新事業（財務部所管分）
なし

事業費総額 －　　

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 財務部　財政課

2 1 3 説明 財政事務費

-
 
3
1
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

　他の自治体においても、同様に電話設備を設置している。

なし

歳出 25,495 25,495 25,495 

歳入

計 7,506
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

12 51 庁舎総合管理業務委託料 132

13 09 電話設備借料 6,374

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

10 06 修繕料（施設） 1,000

現在、市庁舎の電話設備は、平成28年から令和2年までの所沢市庁舎電話設備
賃貸借のリース契約満了品の無償譲渡を受け、継続使用している。

当該設備は既に販売を終了しており、保守及び故障対応ができないことか
ら、設備の入替えを行うものである。

＜実施スケジュール＞
　・令和5年6月：賃貸借契約締結
　・令和5年7月～12月：準備・工事
　・令和6年1月：新電話設備更新予定

【債務負担行為】
　・事　項：電話設備借料
　・期　間：令和6年度から令和10年度まで
　・限度額：121,101千円

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

財政運営

基
本
方
針

公共施設マネジメントの推
進コード 754

根拠法令等 ―

事業名 市庁舎電話設備更新事業
なし

事業費総額 ７,５０６ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 財務部　管財課

2 1 5 説明 財産維持管理費

-
 
3
2
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　他の自治体においても、必要に応じて施設の整備を行っている。

歳出
歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

計 13,640
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 46 トイレ改修設計業務委託料 13,640

本事業は、老朽化する公共施設について、「所沢市公共施設長寿命化計画」
に基づいて計画的に整備し、公共施設の安全上適切な管理を図るものである。

【整備概要】
　・整備施設：市庁舎
　・業務内容：トイレ（低層棟1階～4階、高層棟地下1階）改修の設計業務委
　　　　　　　託
　
＜実施スケジュール＞
　・令和5年4月～6月：発注手続・契約
　・令和5年6月～令和6年2月：現場調査、基本設計、計画調整、実施設計

計

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

20 繰入金 施設整備基金繰入金 13,640

13,640

財政運営

基
本
方
針

公共施設マネジメントの推
進コード 754

根拠法令等 所沢市公共施設長寿命化計画

事業名 市庁舎施設整備事業（トイレ改修設計業務委託）
なし

事業費総額 １３,６４０ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 財務部　管財課

2 1 5 説明 財産維持管理費

-
 
3
3
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)
 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)  他の自治体においても、必要に応じて端末の更新を行っている。

歳出

計 8,634

　収税課分 1,112

　市民税課分 1,778
　資産税課分 1,556

　収税課分 1,047
17 01 庁用備品費

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

　資産税課分 1,466

本事業は、市民税課、資産税課、収税課及び国民健康保険課において使用中
の税系システム端末について、リース契約終了に伴い更新を行うものである。

【更新端末台数】
  ・端末：20台
　　（4課合計30台：市民税課8台、資産税課7台、収税課10台（うち国保会計で
　　5台分）、国民健康保険課：5台（国保会計で5台分））

計

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等 地方税法

事業名 税系システム端末機器更新事業（財務部所管分）
なし

事業費総額 ８,６３４ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 財務部　市民税課・資産税課・収税課

2 2 2 説明 市民税等賦課事務費　ほか

11 02 手数料
　市民税課分 1,675

-
 
3
4
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

  税制改正に伴うものであり、他の自治体においても、必要に応じてシステム
の改修を行う予定である。

本事業は、地方税法改正に伴う特別徴収税額通知（納税義務者用）の電子化
へ対応するため、税系システムの改修を行うものである。

令和3年度税制改正において、令和6年度分から個人住民税の特別徴収税額通
知の電子化が義務化されることとなった。

これに伴い、eLTAXを経由して特別徴収義務者に税額通知を送付できるよう、
eLTAXのレイアウトに沿ったデータを出力する機能を、本システムに追加するも
のである。
　
※eLTAX：地方税ポータルシステムの呼称で、インターネットを利用して地方税
         の電子申告や電子納税を行うシステムのこと。

歳出

計 3,147
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 57 税系システム改修委託料 3,147

なし

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

千円

総合計画の体系

予算額(千円)

行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくり

2 2

コード 744

根拠法令等 地方税法、所沢市税条例

事業名
税系システム改修事業（特別徴収税額通知（納税義務者用）の電子化
対応分）

事業費総額 ３,１４７

説明 市民税等賦課事務費

章
未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 財務部　市民税課

2

-
 
3
5
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

　

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 財務部　資産税課

2 2 2 説明 資産税賦課事務費

事業名 家屋評価システムサーバＯＳ更新事業
なし

事業費総額 ２,５４６ 千円

744

根拠法令等 地方税法

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

家屋評価システムは、固定資産税・都市計画税に係る家屋の評価計算を行う
とともに、税系システムと連携して税額を算出するシステムである。

本事業は、同システムのサーバＯＳのサポート期間が令和5年10月31日をもっ
て終了となることから、サーバＯＳの更新を行うものである。

＜実施スケジュール＞
　・令和5年10月：サーバＯＳの更新、データ移行
　・令和5年11月：運用開始

節 行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくり

総合計画の体系

款 款 名 称

計

コード

科 目 名 称 予算額(千円)

章
未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

歳
　
入

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 77 家屋評価システム更新業務委託料 2,546

計 2,546
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

　他の自治体においても、必要に応じてシステムの更新を行っている。 令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入
歳出

-
 
3
6
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

近隣においては、狭山市が同様のシステムを導入しており、川越市は令和4年
度中に導入の予定である。

歳出 278 278 278 

歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

計 1,467
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

02 手数料 139

12 55 税系システム改修委託料 1,320

11

細 　節 　名 　称 予算額(千円)

10 01 消耗品費 8

本事業は、市県民税（特別徴収分）の一部収納分について、収納した金融機
関から送付される収納情報を電子データで受け取るため、税系システムの改修
を行うものである。

＜実施スケジュール＞
　・令和5年 4月：税系システム改修委託契約締結
　　　　　 　　　金融機関との電子データ取扱契約締結
　・令和5年10月：電子データによる収納消込開始

計

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等 地方税法、所沢市税条例

事業名 税系システム改修事業（市県民税特別徴収分納入済通知書の電子化）
なし

事業費総額 １,４６７ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 財務部　収税課

2 2 2 説明 徴収事務費

-
 
3
7
 
-



款 項 目 04 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 1,262
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

10 06 修繕料（施設） 1,262

本事業は、狭山ケ丘コミュニティセンターに設置されている水銀照明灯（外
灯）及び蛍光灯（学習室等）について、ＬＥＤ照明灯に改修するものである。

これにより、利用者に安心して利用してもらうとともに、水銀による環境汚
染・健康被害の防止、ＬＥＤ化による消費電力量の抑制による二酸化炭素の排
出削減が見込まれ、本市が掲げるゼロカーボンシティの実現に寄与するもので
ある。

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

低炭素社会

基
本
方
針

エネルギー使用に伴う環境
負荷の低減コード 412

根拠法令等
所沢市コミュニティセンター条例、所沢市マチごとエコタウン推
進計画

事業名 狭山ケ丘コミュニティセンターＬＥＤ化整備事業
なし

事業費総額 １,２６２ 千円

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節

　他の自治体においても、必要に応じて施設の改修を行っている。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 市民部　地域づくり推進課

2 1 8 説明 狭山ケ丘コミュニティセンター費

-
 
3
8
 
-



款 項 目 05 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 990
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

10 06 修繕料（施設） 990

本事業は、新所沢コミュニティセンターの吹抜けに設置されている水銀照明
灯（ダウンライト）について、ＬＥＤ照明灯に改修するものである。

これにより、施設内照明の安定化により利用者に安心して利用してもらうと
ともに、水銀による環境汚染・健康被害の防止、ＬＥＤ化による消費電力量の
抑制による二酸化炭素の排出削減が見込まれ、本市が掲げるゼロカーボンシ
ティの実現に寄与するものである。

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

低炭素社会

基
本
方
針

エネルギー使用に伴う環境
負荷の低減コード 412

根拠法令等
所沢市コミュニティセンター条例、所沢市マチごとエコタウン推
進計画

事業名 新所沢コミュニティセンター吹抜け天井ＬＥＤ化整備事業
なし

事業費総額 ９９０ 千円

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節

　他の自治体においても、必要に応じて施設の改修を行っている。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 市民部　地域づくり推進課

2 1 8 説明 新所沢コミュニティセンター費

-
 
3
9
 
-



款 項 目 06 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 90,394
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

12 53 施設材質検査委託料 147

14 02 施設改修工事（施設整備事業分） 90,222

90,222

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 04 自家用電気工作物保安業務委託料 25

本事業は、老朽化する公共施設について、「所沢市公共施設長寿命化計画」
に基づいて計画的に整備し、公共施設の安全上適切な管理を図るものである。

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

20 繰入金 施設整備基金繰入金 90,222

財政運営

基
本
方
針

公共施設マネジメントの推
進コード 754

根拠法令等 所沢市公共施設長寿命化計画

事業名 中富南コミュニティセンター空調設備改修事業
なし

事業費総額 ９０,３９４ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

　他の自治体においても、必要に応じて施設の修繕を行っている。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 市民部　地域づくり推進課

2 1 8 説明 中富南コミュニティセンター費

-
 
4
0
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

・かなざわ道の船（石川県金沢市）

歳出 2,370 1,490 1,490 

歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

計 2,370
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

11 08 火災保険料 10

11 13 動産総合保険料 50

01 消耗品費 200

10 03 印刷製本費 150

10

計
細 　節 　名 　称 予算額(千円)

7 02 謝礼 1,960

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

文化芸術・伝
統文化

基
本
方
針

個性あふれる文化の創造
コード 561

根拠法令等
文化芸術基本法、所沢市文化芸術振興ビジョン、第２期所沢市ま
ち・ひと・しごと創生総合戦略

事業名 三ケ島アートなベンチ設置事業
  近隣の小中学校や高校、地域住民を対象として、美術家によ
る、ベンチの制作・ペイントなどを行うワークショップを定期的
に開催する。

事業費総額 ２,３７０ 千円

総合計画の体系
章

魅力・元気・
文化を誇れる
まち

節

本事業は、緑豊かな大地、歴史的な風土など貴重な資源や要素を備えた三ケ
島地区において、文化芸術による愛着や誇りの醸成、地域活性化を図ることを
目的として、座れるアート作品「アートベンチ」を制作し、設置するものであ
る。

制作や設置に当たっては、地域の協力を得て美術家及び地域住民が参加する
ワークショップを開催し、進めるものとする。

ベンチの設置は、「思わず歩きたくなるステキなマチ 所沢」にも資するもの
である。

なお、本事業では、本市と官学連携協定を締結している武蔵野美術大学と協
力しながら実施する。

【実施概要】
　・ワークショップ開催：令和5年10月～11月頃（4回程度）

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 市民部　文化芸術振興課

2 1 7 説明 文化芸術振興費

-
 
4
1
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出 3,850 

計 3,850
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

・岐阜県各務原市：河川環境楽園夏フェス 令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

10 03 印刷製本費 200

18 78 空飛ぶ音楽祭実行委員会補助金 3,500

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

7 02 謝礼 150

本事業は、あらゆる世代の市民や市内を訪れる方に、音楽でうるおいと安ら
ぎ、そして活力を与える「音楽のあるまちづくり」の核となる事業である「空
飛ぶ音楽祭2023」の開催を支援するものである。

空飛ぶ音楽祭は、所沢航空記念公園の緑豊かなロケーションをバックに、所
沢にゆかりのあるミュージシャンのステージから日頃の成果の発表となるアマ
チュアのライブまでバラエティに富んだプログラムで、音楽のあるまち所沢の
魅力をアピールするものである。
　
【これまでの取組】
　・「空飛ぶ音楽祭2017」平成29年9月23日（土）・24日（日）　第1回開催
　・「空飛ぶ音楽祭2020」及び「空飛ぶ音楽祭2021」は、新型コロナウイルス
　　感染症の影響により中止

【実施概要】
　・期日：令和5年9月23日（土）・24日（日）
　・会場：所沢航空記念公園（野外ステージ、園内特設ステージ等）
　　　　　所沢市民文化センター・ミューズ

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

文化芸術・伝
統文化

基
本
方
針

個性あふれる文化の創造
コード 561

根拠法令等 文化芸術基本法、所沢市文化芸術振興ビジョン

事業名 空飛ぶ音楽祭開催支援事業
○事業開催に当たっては、市民等が自主的な参加により空飛ぶ
　音楽祭実行委員会を組織し、企画の立案や運営を行う。
　・企画立案等への参画（実行委員会への市民の参加）
　・音楽ステージ出演者の調整
　・開催当日の管理運営

事業費総額 ３,８５０ 千円

総合計画の体系
章

魅力・元気・
文化を誇れる
まち

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 市民部　文化芸術振興課

2 1 7 説明 文化芸術振興費

-
 
4
2
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 市民部　文化芸術振興課

2 1 7 説明 市民文化センター運営費

事業名 所沢市民文化センター駐車場等外灯ＬＥＤ化整備事業
なし

事業費総額 ５,１５７ 千円

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 低炭素社会

基
本
方
針

エネルギー使用に伴う環境
負荷の低減コード 412

根拠法令等 所沢市民文化センター条例、所沢市マチごとエコタウン推進計画

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

本事業は、所沢市民文化センターの駐車場等に設置されている水銀照明灯に
ついて、ＬＥＤ照明灯に改修するものである。

これにより、水銀による環境汚染・健康被害の防止、ＬＥＤ化による維持管
理費の削減及び消費電力量の抑制による二酸化炭素の排出削減が見込まれ、本
市が掲げるゼロカーボンシティの実現に寄与するものである。

【整備概要】
　・実施対象：地上駐車場外灯（1灯用7台、2灯用2台）
　　　　　　　中ホール楽屋屋上スポット照明（アーム型スポット7台）
　　　　　　　展示棟上部スポット照明（スポット3台）
　　　　　　　公園側外灯（丸ポール街路灯4台）

計
細 　節 　名 　称 予算額(千円)

10 06 修繕料（施設） 5,157

計 5,157
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

　他自治体においても、必要に応じて施設の改修を行っている。

歳出
歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

-
 
4
3
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 市民部　市民課

2 3 1 説明 戸籍住民基本台帳事務費

事業名 戸籍システム更新事業
なし

事業費総額 ２６,２５８ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等 戸籍法

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

本事業は、現行システムが令和5年9月末日で導入から6年が経過し、経年劣化
による故障が懸念されること及び、サーバＯＳのサポート期間が令和5年10月末
で終了することから、システムの更新を行うものである。

＜実施スケジュール＞
　・令和5年4月　 　：契約締結
　・令和5年4月～9月：システム構築
　・令和5年10月　　：運用開始

計
細 　節 　名 　称 予算額(千円)

11 02 手数料 339

69 戸籍システム保守委託料 4,353

12 95 戸籍システム更新委託料 21,566

12

計 26,258
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

　全国の市区町村において、同様の事業を実施している。

歳出
歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

-
 
4
4
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 市民部　市民課

2 3 1 説明 戸籍住民基本台帳事務費

事業名 戸籍システム改修事業（戸籍事務内連携稼働支援）
なし

事業費総額 １,４１０ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等 戸籍法

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

令和元年5月に行われた戸籍法の一部改正により、国民がマイナンバー制度を
利用することにより行政機関等において行う手続の際に戸籍謄本等の添付が不
要となること、本籍地以外での戸籍証明書の発行を可能とすること等、国民の
利便性向上を図るための所要の措置が講じられることとなった。

このため、国は関係する行政機関の間で必要データの受渡しを行う戸籍事務
内連携サーバを令和4年度に設置し、連携を開始する。

本事業は、国から随時発出される改修内容に合わせ、戸籍システムを改修
し、「戸籍事務内連携サーバ」の安定稼働を支援するものである。

計
細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 80 戸籍システム改修委託料 1,410

計 1,410
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

　法に基づく制度改正のため、全国の自治体において同様の事業を実施する。

歳出
歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

-
 
4
5
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 市民部　市民課

2 3 1 説明 戸籍住民基本台帳事務費

事業名
住民基本台帳ネットワークシステム等改修事業（国外転出者のマイナ
ンバーカード等利用対応）

なし

事業費総額 ８,５１６ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等
住民基本台帳法、行政手続における特定の個人を識別するための
番号の利用等に関する法律

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

本事業は、住民基本台帳法及び行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律が一部改正（令和元年5月公布）されたことに伴
い、国外転出者によるマイナンバーカード等の利用を実現するため、令和4年度
に引き続き、住民基本台帳ネットワークシステム・戸籍システムの改修を行う
ものである。

【改修概要】
　・法改正に対応したアプリケーションの適用作業
　・附票本人確認情報登録に係る作業

計
細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 80 戸籍システム改修委託料 1,423

83 住基ネットワークシステム改修委託料 7,09312

計 8,516
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

　法に基づく制度改正のため、全国の自治体において同様の事業を実施する。

歳出
歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

-
 
4
6
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　近隣自治体の多くが、システムを既に導入又は導入を検討している｡

7,920 7,920 
歳出 7,920 7,920 7,920 

歳入 7,920 

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

計 7,590
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

13 36
マイナンバーカード交付予約システ
ム利用料

7,590

本事業は、マイナンバーカードの受取に来庁する市民が事前にインターネッ
ト上で受取の予約を行うことで、交付に伴う事前準備や窓口来庁者数の把握管
理など、カードの交付予約管理を効率的に行うものである。

令和5年6月末に現行システムの契約期間が終了することに伴い、システムの
更新及び見直しを図るものである｡
（国補助:補助率　定額）

【債務負担行為】
　・事　項：マイナンバーカード交付予約システム利用料
　・期　間：令和6年度から令和10年度まで
　・限度額：33,660千円

計

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
マイナンバーカード交付支
援業務補助金

7,590

7,590

行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関
する法律、同施行令、住民基本台帳法

事業名 マイナンバーカード交付予約システム更新事業
なし

事業費総額 ７,５９０ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 市民部　市民課

2 3 1 説明 戸籍住民基本台帳事務費

-
 
4
7
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

13 36 マイナンバーカード交付予約システム利用料 330

　他の自治体においても、同様の事業を行っている。

140,529 142,257 
歳出 139,196 140,529 142,257 

歳入 139,196 

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

計 156,680
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

12 96 人材派遣委託料 16,899
13 06 事務機器借料 5,250

10 03 印刷製本費 3,515
11 01 通信運搬費 23,868

8 21 費用弁償（会計年度任用職員分） 3,206
10 01 消耗品費 3,019

25 期末手当（会計年度任用職員分） 16,829
8 02 普通旅費 32
3

細 　節 　名 　称 予算額(千円)
1 21 会計年度任用職員報酬 83,732

本事業は、国が想定するデジタル社会の早期実現のため、マイナンバーカー
ドを市民に対して交付するものである。

この交付に伴う様々な手続（カード更新・電子証明書更新・券面変更等）の
増加に対応するため、令和5年度においても現行の交付体制を維持するものであ
る。
(国補助:補助率　定額)

【これまでの主な取組】
　・マイナンバーカードの交付/交付前設定関連業務
　・公的個人認証関連業務（電子証明書更新/発行）
　・マイナンバーカード交付予約システム運営業務

計

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
マイナンバーカード交付支
援業務補助金

156,680

156,680

行政経営

基
本
方
針

情報セキュリティ対策の充
実コード 745

根拠法令等
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関
する法律、同施行令、住民基本台帳法

事業名 マイナンバーカード交付事業
なし

事業費総額 １５６,６８０ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

事　業　概　要　調　書

一般会計 市民部　市民課

2 3 1 説明 戸籍住民基本台帳事務費

-
 
4
8
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

21,000
25,300

登記委託料
西所沢駅西口開設事業用地購入費
西所沢駅西口開設事業費負担金
物件移転等補償料

42
1,581
2,805
208

1,925
15,333

18
21

05
15
16
58
52
50
02

11 01 通信運搬費
11
12
12

不動産鑑定料
物件調査委託料
除草作業委託料

02 普通旅費 24
10 01 消耗品費 36

駅の安全性・利便性の向上
コード

西所沢駅西口改札口の開設については、平成27年に策定した「西所沢駅西口
開設整備計画」に基づき事業を進めてきた。

令和5年度については、鉄道事業者と締結する予定の基本協定に基づき、西口
の早期開設に向けた駅舎の基本設計を行うとともに、周辺の安全対策である主
要地方道所沢武蔵村山立川線歩道整備のための用地交渉を行うものである。

＜今後の予定＞
　・協定締結、駅舎基本設計
　・主要地方道所沢武蔵村山立川線歩道整備用地買収
　・実施設計、西口駅前広場及び道路拡幅に係る設計等
　・転回広場工事
　・駅舎及び西口駅前広場に係る工事等

　近隣においては、狭山市で入曽駅の改札口を整備している。

平成30年6月に西所沢駅周辺住民を対象とした意見交換会を実
施し、西口開設後の安全対策等について意見を聴取した。

今後においても、事業の進捗により、交通規制等の安全対策及
び周辺環境に及ぼす影響への対策について、周辺住民の意見を聴
取していく。

事  業  概  要  調  書

一般会計 市民部　防犯交通安全課

2 説明 交通対策費

事業名 西所沢駅西口改札口開設事業

事業費総額 ６８,２５４ 千円

1 12

643

根拠法令等 西所沢駅西口開設整備計画

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

節 交通政策

基
本
方
針

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

17 県支出金
主要地方道所沢武蔵村山
立川線歩道整備負担金

46,951

計 46,951

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)
8

12
16

計 68,254
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入
歳出

-
 
4
9
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　他自治体においても、必要に応じて施設の改修を行っている。

歳出
歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

計 1,875
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

10 06 修繕料（施設） 1,875

本事業は、市営自転車駐車場2か所に設置されている蛍光灯及びダウンライト
等について、ＬＥＤ照明灯に改修するものである。

これにより、維持管理費の削減及び消費電力量の抑制による二酸化炭素の排
出削減が見込まれ、本市が掲げるゼロカーボンシティの実現に寄与するもので
ある。

【実施施設】
　・小手指駅北口第1自転車駐車場
　・東所沢駅第4自転車駐車場

計

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

低炭素社会

基
本
方
針

エネルギー使用に伴う環境
負荷の低減コード 412

根拠法令等 所沢市自転車駐車場条例、所沢市マチごとエコタウン推進計画

事業名 市営自転車駐車場照明灯ＬＥＤ化整備事業
なし

事業費総額 １,８７５ 千円

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節

事  業  概  要  調  書

一般会計 市民部　防犯交通安全課

2 1 12 説明 自転車対策費

-
 
5
0
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

各自治体において、同様のシステムを導入しており、必要に応じて機器の更
新を行っている。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 選挙管理委員会事務局

2 4 1 説明 選挙管理委員会事務費

事業名 選挙業務管理システム機器更新事業

事業費総額 ７,３０１ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等 公職選挙法

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

選挙人名簿の管理、選挙時の投・開票及び期日前投票の管理等を行う選挙業
務管理システムについては、平成30年度にサーバや端末及び周辺機器一式を更
新したが、令和5年度をもって5年が経過し、老朽化に伴う障害等の発生が懸念
される。また、サーバのＯＳのサポートが令和5年度中に終了することから、シ
ステム機器一式を更新するものである。

【実施概要】
　・更新機器：サーバ一式、期日前投票システム端末一式、開票集計システム
　　　　　　　用端末、バーコードラベラー
　・更新内容：データ移行、現地調整作業

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

11 02 手数料 935

17 02 事業用備品費 6,366

計 7,301
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入
歳出

-
 
5
1
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

令和6年度(千円)

歳出

令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

17 02 事業用備品費 927
計 92,523

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

12 60 広告作成等業務委託料 110
13 02 会場借料他 2,875

12 57 ポスター掲示板作成等業務委託料 10,358
12 59 期日前投票所設営撤去委託料 825

12 55 投票事務業務委託料 6,985
12 56 選挙のお知らせ配布業務委託料 2,503

12 53 投票システム等維持管理委託料 1,210
12 54 選挙公報配布業務委託料 2,503

12 51 投票所入場整理券処理業務委託料 6,980
12 52 駐車場等警備業務委託料 878

10 01 消耗品費他 7,444
11 01 通信運搬費他 16,603

4,665
7 02 謝礼 1,359
8 01 費用弁償他 1,608

予算額(千円)
1 07 投票管理者報酬他 4,890
2 03 投票事務従事者嘱託給他 19,800

根拠法令等 公職選挙法

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称

令和5年8月30日任期満了に伴う埼玉県知事選挙を公平・公正に管理執行する
とともに、選挙の大切さを啓発し、投票率を向上させることで市民の政治参加
の推進を図る。

【主な取組】
　・選挙の管理執行
　　　投票所のバリアフリー化、安全対策及び感染症対策に取り組むことによ
　　り、市民が安心して投票できる環境を整備し、選挙を公正に執行する。

　・選挙の周知啓発
　　　選挙のお知らせ、選挙公報及びポスター掲示場等による選挙の周知並び
　　に所沢市明るい選挙推進協議会と協力して選挙啓発を実施することにより
　　投票率の向上を図る。

3 04 時間外及び休日勤務手当

県支出金 知事選挙委託金 91,802

コード 721 計 91,802

科 目 名 称 予算額(千円)

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節
市民参加・情
報共有

基
本
方
針

市民参加の推進
17

事業名 県知事選挙執行事業
投票及び開票立会人が選挙人の中から選出されることで、選挙

の公平・公正な執行が担保されている。

事業費総額 ９２,５２３ 千円

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称

　公職選挙法に基づいて、他の自治体においても同様に選挙が執行される。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 選挙管理委員会事務局

2 4 2 説明 知事選挙執行費

-
 
5
2
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出

　公職選挙法に基づいて、他の自治体においても同様に選挙が執行される。 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

18 41 選挙公営負担金 9,566
計 103,037

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円)

13 02 会場借料他 2,833
17 02 事業用備品費 660

12 59 期日前投票所設営撤去委託料 825
12 60 広告作成等業務委託料 110

12 56 選挙のお知らせ配布業務委託料 2,503
12 57 ポスター掲示板作成等業務委託料 10,358

12 54 選挙公報配布業務委託料 2,503
12 55 投票事務業務委託料 4,527

12 52 駐車場等警備業務委託料 425
12 53 投票システム等維持管理委託料 1,210

11 01 通信運搬費他 17,903
12 51 投票所入場整理券処理業務委託料 6,980

01 費用弁償 1,406
10 01 消耗品費他 11,507

3 04 時間外及び休日勤務手当 4,106
令和5年10月29日任期満了に伴う所沢市長選挙を公平・公正に管理執行すると

ともに、選挙の大切さを啓発し、投票率を向上させることで市民の政治参加の
推進を図る。

【主な取組】
　・選挙の管理執行
　　　投票所のバリアフリー化、安全対策及び感染症対策に取り組むことによ
　　り、市民が安心して投票できる環境を整備し、選挙を公正に執行する。

　・選挙の周知啓発
　　　選挙のお知らせ、選挙公報及びポスター掲示場等による選挙の周知並び
　　に所沢市明るい選挙推進協議会と協力して選挙啓発を実施することにより
　　投票率の向上を図る。

7 02 謝礼 1,359
8

根拠法令等 公職選挙法
1 05 選挙長報酬他 4,316
2 03 投票事務従事者嘱託給他 19,940

市民参加の推進
計

コード 721

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節
市民参加・情
報共有

基
本
方
針

科 目 名 称 予算額(千円)

事業名 市長選挙執行事業
投票及び開票立会人が選挙人の中から選出されることで、選挙

の公平・公正な執行が担保されている。

事業費総額 １０３,０３７ 千円

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 選挙管理委員会事務局

2 4 4 説明 市長選挙執行費

-
 
5
3
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

なし

　戸田市、千葉県市川市及び東京都足立区において、類似の事業を実施してい
る。

本事業は、市内の福祉施設を対象に環境への負荷の低い電気自動車等の普及
促進を図るため、電気自動車等の導入に係る経費の一部を助成することによ
り、本市が掲げるゼロカーボンシティの実現に寄与するものである。

【実施概要】
　・対 象 者：市内で福祉施設を運営する事業者
　・対象及び補助額
　　　　　　：一般社団法人次世代自動車振興センターが定めるＣＥＶ補助金
　　　　　　  の対象品目のうち、以下のもの
　　　　　　　・燃料電池自動車（FCV）：1台につき500,000円
　　　　　　  ・電気自動車（EV）：1台につき300,000円
　　　　　　  ・超小型モビリティ、ミニカー（EV）：1台につき100,000円
　　　　　　　・充放電設備（V2H）：1設備につき100,000円
　・補助条件：以下の条件全てを満たす者
　　　　　　  ⑴新車・新品の購入であること（リースを含む。）。
　　　　　　  ⑵自動車の場合は、自動車検査証等の所有者又は使用者が当該
　　　　　　　  事業者であり、使用の本拠地が市内であること。
　　　　　 　 ⑶自動車の場合は、対象以外の車種から対象車種への買換え又
　　　　　　　  は新規導入であること。
　　　　　  　⑷自動車の登録日又は設備の購入日から4年間は、自動車又は
　　　　　　　　設備を処分しないこと。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 福祉部　福祉総務課

3 1 1 説明 社会福祉総務費

事業名 福祉施設電気自動車等導入補助事業
なし

事業費総額 ２,８４０ 千円

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 低炭素社会

基
本
方
針

地球温暖化緩和策の推進
コード 411

根拠法令等
（仮称）所沢市福祉施設電気自動車等導入費補助金交付要綱、所
沢市マチごとエコタウン推進計画

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

予算額(千円)

20 繰入金
マチごとエコタウン推進基
金繰入金

2,800

2,800計
細 　節 　名 　称 予算額(千円)

10 01 消耗品費 30

01 通信運搬費 10

18 77 福祉施設電気自動車等導入費補助金 2,800

11

計 2,840
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

歳入
歳出 2,840 2,840 2,840 

-
 
5
4
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

なし

事業用備品費 59417 02

12 62 生活保護システム改修委託料 2,420
12 65 電子レセプトシステム改修委託料 704

11 16 電話等架設・撤去費 135
11 02

歳出 1,746 1,746 1,746 

消耗品費 5
11 01 通信運搬費

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

　他の自治体においても、同様の対応が見込まれる。

オンライン資格確認システムは、読取端末が導入された医療機関等におい
て、健康保険証がなくてもマイナンバーカードにより受診できる仕組みで、令
和3年3月から運用が開始されている。現在、生活保護受給者は、医療機関等に
医療券・調剤券を提出したうえで受診しているが、医療機関等がオンラインで
資格を確認できるようにするものである。

本事業は、令和3年10月14日付け厚生労働省事務連絡により要請があったこと
から、生活保護システム内で個人番号の管理を行い、統合専用端末を導入する
ために必要な改修を行うものである。
（国補助：補助率10/10）

【実施概要】
　・対象者：生活保護受給者4,886人（令和4年12月末現在）
　・対応医療機関：40.5％（埼玉県の令和5年1月15日現在参加率）
　　※医療機関には、令和5年4月からオンライン資格確認システム導入が義務
　　　付けられた。

＜実施スケジュール＞
　・令和5年9月までに改修等を完了
　・令和6年2月から検証運用開始
　・令和6年3月から本格運用開始

歳入

細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)
10 01

計 4,999

96
手数料 1,045

3,857計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

歳
　
　
　
出

節

４,９９９ 千円

総合計画の体系

予算額(千円)

16 国庫支出金
社会保障・税番号制度シス
テム整備費等補助金

3,857

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくり

1 説明 生活保護事務費

コード 744

根拠法令等 生活保護法

事業名 生活保護システム改修事業（オンライン資格確認対応）

事業費総額

章
未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 行政経営

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 福祉部　生活福祉課

3 3

-
 
5
5
 
-



款 項 目 13 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　他の自治体においても、同様の事業を実施している。

平成27年に生活困窮者自立支援法が施行され、地域で孤立する生活困窮者か
らの相談支援、プラン作成等を行う「自立相談支援事業」、離職等により住宅
を喪失又は喪失するおそれのある生活困窮者等に対する家賃相当の「住居確保
給付金」の支給、生活困窮家庭の子どもへの「学習支援事業」を実施してい
る。さらに、平成28年度から家計に問題を抱える生活困窮者への「家計改善支
援事業」を、令和元年度からは何らかの理由で住居を失った生活困窮者に対
し、一時的な宿泊場所や飲食を提供する「一時生活支援事業」を、令和3年度か
ら様々な問題を抱え一般就労に向けた準備が整っていない方に対し「就労準備
支援事業」を実施している。

【実施概要】
　・自立相談支援事業（国負担：負担率3/4）
　・住居確保給付金（国負担：負担率3/4）
　・生活困窮世帯の子どもに対する学習・生活支援事業（国補助：補助率1/2）
　・家計改善支援事業（国補助：補助率2/3）
　・一時生活支援事業（国補助：補助率2/3）
　・就労準備支援事業（国補助：補助率2/3）

事  業  概  要  調  書

一般会計 福祉部　生活福祉課

3 1 1 説明

地域福祉

基
本
方
針

生活困窮者自立促進支援事業費

事業名 生活困窮者自立促進支援事業

事業費総額 ７９,５６８ 千円

安心・安全に地域で生活で
きる環境づくりコード 123

根拠法令等 生活困窮者自立支援法

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金 生活困窮者自立支援負担金 41,901

16 国庫支出金 生活困窮者自立支援補助金 15,359

20 繰入金 ふるさと応援基金繰入金 1,000

計 58,260

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)
1 21 会計年度任用職員報酬 2,064
8 01 費用弁償 416
8 21 費用弁償（会計年度任用職員分） 79
10 01 消耗品費 72
12 51 自立相談支援事業委託料 37,868
12 52 家計改善支援事業委託料 3,218
12 53 一時生活支援事業委託料 2,044
12 54 就労準備支援事業委託料 15,807
19 51 住居確保給付金 18,000

57,362 57,260 57,195 

計 79,568

歳出 79,760 79,568 79,468 

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

-
 
5
6
 
-



款 項 目 09 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出

計 1,013
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

　他の自治体においても、必要に応じて施設の改修を行っている。 令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

10 06 修繕料（施設） 1,013

本事業は、現在、市立障害者施設の敷地内に設置し、老朽化が進んでいる水
銀照明灯について、ＬＥＤ照明灯に改修するものである。

これにより、水銀による環境汚染・健康被害の防止、ＬＥＤ化による消費電
力量の抑制による二酸化炭素の排出削減が見込まれ、本市が掲げるゼロカーボ
ンシティの実現に寄与するものである。

【実施概要】
　・対象施設：市立障害者施設4施設（キャンバス、ゆきわり草、はばたき及び
　　　　　　　所沢サン・アビリティーズ）

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

低炭素社会

基
本
方
針

エネルギー使用に伴う環境
負荷の低減コード 412

根拠法令等
所沢市立障害者通所施設条例、所沢市障害者グループホーム条例、所沢サン・アビリ
ティーズ条例、所沢市マチごとエコタウン推進計画　等

事業名 所沢市立障害者施設照明灯ＬＥＤ化整備事業
なし

事業費総額 １,０１３ 千円

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 福祉部　障害福祉課

3 1 1 説明 障害福祉施設管理費

-
 
5
7
 
-



款 項 目 07 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

事  業  概  要  調  書

一般会計 福祉部　障害福祉課

3 1 1 説明 障害福祉総務費

事業名 所沢市障害のある人もない人も共に生きる社会づくり条例推進事業
所沢市社会的障壁の除去に関するあっせん調整委員会におい

て、障害当事者である市民を委員に選任している。

事業費総額 １,３２７ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節 障害者福祉

基
本
方
針

差別解消と権利擁護の推進
コード 131

根拠法令等
障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律、所沢市障害の
ある人もない人も共に生きる社会づくり条例　等

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

本事業は、所沢市障害のある人もない人も共に生きる社会づくり条例に基づ
き、社会的障壁の除去の推進を図るための総合的な取組を実施するものであ
る。

【主な取組】
　○所沢市社会的障壁の除去に関するあっせん調整委員会の運営
　　・相談当事者間に対するあっせん案の作成等
　　　（委員数5人、年3回開催予定）
　○社会的障壁の除去推進事業補助金
　　・民間事業者等による社会的障壁の除去を目的とした物品購入等に
　　　対する補助金の交付
　　　（上限額：物品等の作成・購入50,000円、工事の施工200,000円）
　　　（内訳）意思疎通支援用具の作成等：12件
　　　　　　　簡易スロープ等の購入　　：10件
　　　　　　　スロープの設置等の工事　： 3件
　○ワークショップ　2回/年
　　・障害のある人もない人も参加できるワークショップを開催し、障害理
　　　解の普及啓発に努める。

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

1 32
社会的障壁の除去に関するあっせん
調整委員会委員報酬

119

7 01 講師謝礼 70

8 01 費用弁償 50

8 02 普通旅費 5

10 01 消耗品費 60

11 01 通信運搬費 3

歳入

18 91 社会的障壁の除去推進事業補助金 1,020

計 1,327

歳出 307 307 307 

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

さいたま市、北海道苫小牧市及び兵庫県明石市において、合理的配慮の提供
支援に係る助成金を交付している。

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

-
 
5
8
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 77,759
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

77,759

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

14 02 施設改修工事（施設整備事業分） 77,759

本事業は、老朽化する公共施設について、「所沢市公共施設長寿命化計画」
に基づいて計画的に整備し、公共施設の安全上適正な管理を図るものである。

【実施概要】
　・既存の蓄熱槽式ヒートポンプマルチエアコンを電気式に更新
　・空調機器更新対象室の換気機器の更新
　・空調機器更新対象室の照明をＬＥＤ照明へ更新
　・空調改修に伴う電気設備工事

＜実施スケジュール＞
　・令和5年9月～令和6年1月

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

20 繰入金 施設整備基金繰入金 77,759

財政運営

基
本
方
針

公共施設マネジメントの推
進コード 754

根拠法令等 所沢市公共施設長寿命化計画

事業名 老人憩の家とみおか荘空調等設備改修事業
なし

事業費総額 ７７,７５９ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

　他自治体においても、必要に応じて施設の改修を行っている。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 福祉部　高齢者支援課

3 1 4 説明 老人憩の家費

-
 
5
9
 
-



款 項 目 15 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　他の自治体においても、必要に応じて機器の入替えを行っている。

歳出
歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

計 417
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

02 事業用備品費 40617

細 　節 　名 　称 予算額(千円)

11 02 手数料 11

こどもと福祉の未来館の利用者向け案内板として使用しているタッチパネル
機器は、平成28年10月に導入し、令和5年11月末で7年が経過するため、管理用
ノート型パソコンにおいて不具合が生じている。

本事業は、引き続き来館者の利便性を図るため、新たな機器への更新を行う
ものである。

【実施概要】
　・更新機器：ノート型パソコン1台
　・専用ソフトウエアの購入・インストール
　・機器撤去：ノート型パソコン1台

計

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等 所沢市こどもと福祉の未来館条例、所沢市地域福祉センター規則

事業名 こどもと福祉の未来館タッチパネル端末機器更新事業
なし

事業費総額 ４１７ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 福祉部　地域福祉センター

3 1 1 説明 地域福祉センター運営費

-
 
6
0
 
-



款 項 目 09 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　千葉県柏市、神奈川県藤沢市等において、同様の事業を実施している。

歳出
歳入

計 12,084
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

10 31 ギフト券購入費 10,500

11 01 通信運搬費 1,494

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

10 03 印刷製本費 90

本事業は、義務教育を終えて中学校を卒業する世代の若者へギフトカードを
支給することにより、未来へ挑戦する若者を応援するものである。

また、申請の際にLINEの友だちに登録してもらうことにより、高校生世代と
の接点を確保し、現状把握や情報発信等に活用する。

【実施概要】
　・対　象：平成19年4月2日生まれから平成20年4月1日生まれの若者（義務
　　　　　　教育を終えて中学校を卒業する世代）
　・見込数：約3,000人
　・内　容：対象者1人当たりギフトカード3,500円分

　

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

青少年健全育
成

基
本
方
針

青少年健全育成の支援
コード 242

根拠法令等 ―

事業名 若者応援事業（16歳の未来へ）
なし

事業費総額 １２,０８４ 千円

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 こども未来部　こども政策課

3 2 1 説明 子ども・子育て支援対策推進費

-
 
6
1
 
-



款 項 目 09 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 こども未来部　こども政策課

3 2 1 説明 子ども・子育て支援対策推進費

事業名 所沢市子ども・子育て支援事業計画（第3期）策定事業
・子ども・子育て会議への市民公募委員の参加（令和5・6年度）
・子ども・子育て支援に関するアンケート調査の実施（令和5年
　度）
・パブリックコメント手続の実施（令和6年度）事業費総額 ７,３７０ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 行政経営

基
本
方
針

将来都市像の実現に向けた
計画行政の推進コード 741

根拠法令等 子ども・子育て支援法、所沢市子ども・子育て会議条例

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

令和2年度からの5年間を計画期間とする現行の「所沢市子ども・子育て支援
事業計画」は、令和6年度に計画最終年度を迎えることから、新たに「所沢市子
ども・子育て支援事業計画（第3期）」を策定するものである。

＜実施スケジュール＞
 ・令和5年度：子ども・子育て支援に関するアンケート調査、現状分析・課題
　　　　　　　整理及び子ども・子育て会議での意見聴取
 ・令和6年度：計画素案策定、子ども・子育て会議での意見聴取、パブリック
　　　　　　　コメント手続実施及び計画書作成

計
細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 41
子ども・子育て支援事業計画アン
ケート調査委託料

7,370

計 7,370
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

法に基づく事業であり、他の自治体においても、同様の計画を策定してい
る。

歳出 6,820

歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

-
 
6
2
 
-



款 項 目 09 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） なし

　全国の自治体において、同様の事業を実施する予定である。

根拠法令等

事  業  概  要  調  書

一般会計 こども未来部　こども政策課

3 2 1

事業名

１４４,８２０ 千円

出産・子育て応援事業については、全ての妊婦・子育て世帯が安心して出
産・子育てできるよう、妊娠期から出産・子育てまで一貫して身近で相談に応
じる伴走型相談支援の充実を図るとともに、妊娠の届出や出生の届出を行った
妊婦・子育て世帯等に対して、出産育児関連用品の購入等の負担軽減を図るた
めの経済的支援を一体的に実施するものである。

このうち本事業は、妊娠の届出や出生の届出を行った妊婦・子育て世帯等に
対する経済的な支援として、出産応援ギフト、子育て応援ギフトを支給するも
のである。

【実施概要】
　○支給対象者（見込数：約2,400件）
　　・出産応援ギフト　：令和5年4月1日以降に妊娠の届出をした妊婦
　　・子育て応援ギフト：令和5年4月1日以降に出生した児童を養育する者
　○支給内容
　　・出産応援ギフト　：支給対象者の妊娠1回につき5万円相当の電子マネー
　　・子育て応援ギフト：支給対象児童1人につき5万円相当の電子マネー
　○補助率
　　・応援ギフト分：国2/3、県1/6
　　・委託料等分　：国1/2、県1/4

＜実施スケジュール＞
　・令和5年4月　：事業者との変更契約締結
　・令和5年4月～：対象者への周知、申請受付、審査、決定及び支給

予算額(千円)款 款 名 称 科 目 名 称

212

16

説明 子ども・子育て支援対策推進費

歳
　
入

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節
コード

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳入

国庫支出金 妊娠出産子育て支援交付金 84,670

子ども支援

基
本
方
針

子育て家庭への支援の充実

なし

伴走型相談支援及び出産・子育て応援給付金の一体的実施事業実施要綱（国）、
埼玉県伴走型相談支援及び出産・子育て応援給付金の一体的実施事業実施要綱

出産・子育て応援事業（経済的支援）

事業費総額

節

17 県支出金
出産・子育て応援事業費補
助金

22,335

586

107,005計
細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

11 01 通信運搬費 41

12 60 出産・子育て応援業務委託料 144,193

13 32
子ども・若者情報配信システム使用
料

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

計

214,010 214,010 214,010
歳出 289,639 289,639 289,639

144,820
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

-
 
6
3
 
-



款 項 目 06 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

県内においては、熊谷市等で保育園等児童福祉施設への外付け日よけの取付
を実施している。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 こども未来部　青少年課

3 2 4 説明 児童館施設費

事業名 児童館ecoプロジェクト事業
なし

事業費総額 ３,０００ 千円

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 低炭素社会

基
本
方
針

エネルギー使用に伴う環境
負荷の低減コード 412

根拠法令等 所沢市マチごとエコタウン推進計画

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

本事業は、児童館の主に南側の窓に外付け日よけを設置することにより、直
射日光が施設内へ入ることを防ぎ、室内温度の上昇やエアコン設定温度の抑制
を図ることで、消費電力や二酸化炭素の削減などゼロカーボンシティに向けた
取組を推進するものである。

なお、本事業は、本市が掲げるゼロカーボンシティの実現に寄与するもので
ある。
　
【実施概要】
　・対象施設：まつば児童館、すみれ児童館、ひばり児童館、やなぎ児童館、
　　　　　　　こばと児童館及びさくら児童館
　・修繕内容：外付け日よけの設置

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

10 06 修繕料（施設） 3,000

計 3,000
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入
歳出

-
 
6
4
 
-



款 項 目 08 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　県内においては、さいたま市、飯能市、狭山市等で民設民営児童クラブによ
る放課後児童健全育成事業を導入している。

　本事業は、児童クラブの狭隘化や大規模化等を解消するため、早急な対応が
必要な小学校区において、放課後児童健全育成事業(民設民営児童クラブ)を委
託により行うものである。
　民設民営児童クラブは、平成28年度から導入し、10クラブでの運営となって
いるが、令和5年度に新たに1支援単位を追加するものである。
（国・県補助：補助率　国基準額の1/3　県基準額の1/3）

【委託概要】
　・委託施設：（既設）KIRACCO、KIRACCO小手指、YMCAキッズクラブ、
　　　　　　　北秋津ゴロニャンクラブ、わくわくクラブ、KIRACCO所沢、
　　　　　　　KIRACCOAmi、サクラタウン児童クラブ、ひだまりみなみ、
　　　　　　　ひまわり
　　　　　　　（新設）小手指小学校区
　・委託期間：令和5年4月1日～令和6年3月31日

【債務負担行為】
　・事　項：放課後児童健全育成事業委託料
　・期　間：令和6年度まで
　・限度額：130,070千円

歳出 130,070

計 174,966
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入 86,713

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 51 放課後児童健全育成事業委託料 174,966

52,605

105,210

なし

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

17 県支出金
放課後児童健全育成事業費
補助金

千円

総合計画の体系

予算額(千円)

16 国庫支出金 子ども・子育て支援交付金 52,605

子育て環境

基
本
方
針

放課後児童クラブの充実

2 1

コード 233

根拠法令等
児童福祉法、所沢市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関
する基準を定める条例

事業名 放課後児童健全育成事業（民設民営児童クラブ）

事業費総額 １７４,９６６

説明 放課後児童健全育成費

章
子どもが大切
にされるまち

節

事　業　概　要　調　書

一般会計 こども未来部　青少年課

3

-
 
6
5
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 こども未来部　保育幼稚園課

3 2 4 説明 保育園施設費

事業名 新所沢保育園空調設備改修事業
なし

事業費総額 ５４,９７８ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 財政運営

基
本
方
針

公共施設マネジメントの推
進コード 754

根拠法令等 ―

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

23 市債 保育施設整備事業債 49,400

平成19年に導入した新所沢保育園の空調設備は、現在、故障しており、部品
供給が終了し修理が不可能な状況である。

本事業は、保育園施設の安全を確保し、適切な保育環境を維持するため、機
器の更新を行うものである。

計 49,400

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

14 01 施設改修工事 54,978

計 54,978
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

なし

　他の自治体においても、必要に応じて施設の改修を行っている。

歳出
歳入

-
 
6
6
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

なし

　他の自治体においても、必要に応じて施設の整備を行っている。

歳出
歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

計 25,399
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

14 02 施設改修工事（施設整備事業分） 25,399

本事業は、老朽化する公共施設について、「所沢市公共施設長寿命化計画」
に基づいて計画的に整備し、施設の安全上適正な管理を図るものである。

【整備概要】
　・整備施設：吾妻保育園
　・整備内容：外壁改修工事

計

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

20 繰入金 施設整備基金繰入金 25,399

25,399

財政運営

基
本
方
針

公共施設マネジメントの推
進コード 754

根拠法令等 所沢市公共施設長寿命化計画

事業名 保育園施設整備事業
なし

事業費総額 ２５,３９９ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 こども未来部　保育幼稚園課

3 2 4 説明 保育園施設費

-
 
6
7
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） ⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

市立保育園における給食調理業務においては、現業職員不補充の中、園児の
食物アレルギーへの対応等、複雑かつ高度化する保育園給食に対応する取組が
求められている。

安心・安全な給食を将来的に安定して提供し、保育の一環である食育の推進
を図るため、今後も継続して委託により事業を実施するものであり、令和5年度
は、新たに2園を委託する。

【委託概要】
　・栄養士が作成した献立を施設内の調理室において調理する給食調理業務及
    びこれに付随する業務
　・保育士及び栄養士と連携して行う食育活動
　・直営の給食調理業務と同等以上の水準で実施

【委託実施園】
　・平成28年度：小手指保育園及び新所沢保育園
　・平成30年度：松井保育園、柳瀬保育園、松郷保育園及び並木保育園
　・令和 2年度：西新井保育園、西所沢保育園、吾妻保育園及び山口保育園
　・令和 5年度：富岡保育園及び中新井保育園

【債務負担行為】
　・事　項：保育園給食調理業務委託料
　・期　間：令和6年度から令和8年度まで(4園)
　・限度額：292,968千円

県内では、さいたま市、狭山市等約20市町において、給食調理業務の民間委
託を実施している。

なし

歳入
歳出 261,811 261,811 261,811

計 248,159
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 55 保育園給食調理業務委託料 248,159

なし

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

千円

総合計画の体系

予算額(千円)

子育て環境

基
本
方
針

就学前児童の保育の充実

2 4

コード 232

根拠法令等 第２次所沢市定員管理計画

事業名 保育園給食調理業務委託事業

事業費総額 ２４８,１５９

説明 保育園運営費

章
子どもが大切
にされるまち

節

事　業　概　要　調　書

一般会計 こども未来部　保育幼稚園課

3

-
 
6
8
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

高齢者保健事業の実施に当たっては、加齢に伴う虚弱（フレイル）や認知症
等の進行、社会的なつながりの低下といった高齢者の身体的・精神的な特性を
踏まえ、個々の状況に応じたきめ細やかな対応を行う必要がある。

こうした状況を踏まえ、後期高齢者の保健事業について、市町村における介
護保険や国民健康保険の保健事業との一体的な実施や医療情報等の一元的な把
握について令和元年に法令の改正がなされた。

本事業は、これらの対応を効果的かつ効率的に行うため、令和2年度に実施体
制を整備し、令和3年度から医療保険者である埼玉県後期高齢者医療広域連合と
の連携の下、後期高齢者の保健事業と国民健康保険保健事業及び介護保険の地
域支援事業を一体的に実施しているものである。

【実施概要】
　・ＫＤＢシステムを用いた地域における高齢者の健康課題の把握及び事業の
　　企画、調整等
　・被保険者に対する個別的支援（ハイリスクアプローチ）
　・通いの場等を活用した健康教育、健康相談等（ポピュレーションアプロー
　　チ）

　※ＫＤＢシステム：国民健康保険団体連合会が管理する医療情報、健診情
　　　　　　　　　　報、介護情報等のデータベース

法令の改正に伴う事業であり、令和6年度までに全ての市町村において、同様
の事業が実施される。

事  業  概  要  調  書

一般会計 健康推進部　国民健康保険課

3 1 2 説明 老人医療費

事業名 保健事業と介護予防の一体的実施事業
なし

事業費総額 ６,９４７ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節 高齢者福祉

基
本
方
針

自立した生活を継続するた
めの取り組みの推進コード 141

根拠法令等 高齢者の医療の確保に関する法律、国民健康保険法、介護保険法

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称

計

3

科 目 名 称 予算額(千円)

22 諸収入 後期高齢者保健事業負担金 19,637

19,637

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)
1 21 会計年度任用職員報酬 4,506

25 期末手当（会計年度任用職員分） 929
7 03 助手報償 56
8 21 費用弁償（会計年度任用職員分） 185
10 01 消耗品費 647
10 03 印刷製本費 26
10 04 被服費 36
11 01 通信運搬費 124
13 06 事務機器借料 424

19,637 19,637 19,637

13 22 駐車場使用料 14
計 6,947

歳出 6,947 6,947 6,947

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

-
 
6
9
 
-



款 項 目 05 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 市民部　市民課

4 1 3 説明 斎場運営費

事業名 所沢市斎場駐車場外灯ＬＥＤ化整備事業
なし

事業費総額 ７,２００ 千円

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 低炭素社会

基
本
方
針

エネルギー使用に伴う環境
負荷の低減コード 412

根拠法令等 所沢市マチごとエコタウン推進計画

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

本事業は、所沢市斎場の駐車場に設置されている水銀照明灯について、ＬＥ
Ｄ照明灯に改修するものである。

これにより、水銀による環境汚染・健康被害の防止、ＬＥＤ化による維持管
理費の削減及び消費電力量の抑制による二酸化炭素の排出削減が見込まれ、本
市が掲げるゼロカーボンシティの実現に寄与するものである。 計

細 　節 　名 　称 予算額(千円)

10 06 修繕料（施設） 7,200

計 7,200
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

　他自治体においても、必要に応じて施設の改修を行っている。

歳出
歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

-
 
7
0
 
-



款 項 目 05 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　他の自治体においても、被害状況に応じて同様の業務を実施している。

歳出
歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

計 954
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 12 伐採等委託料 954

本事業は、カシノナガキクイムシが媒介するナラ菌に感染することで樹木が
枯れてしまう「ナラ枯れ」が、所沢市斎場の前庭において確認されているた
め、令和５年度に伐採を行うものである。

【実施概要】
　・ナラ菌に感染した前庭の樹木の伐採　5本

＜実施スケジュール＞
　・契約時期：令和5年4月中
　・作業期間：契約締結日～令和5年5月末日

計

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

みどり・生物

基
本
方
針

みどりと水の保全
コード 423

根拠法令等 ―

事業名 所沢市斎場前庭樹木整備事業
なし

事業費総額 ９５４ 千円

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 市民部　市民課

4 1 3 説明 斎場運営費

-
 
7
1
 
-



款 項 目 06 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　他の自治体においても、必要に応じて施設の改修を行っている。

歳出

10 06 修繕料（施設） 5,610

令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

計 5,610
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

本事業は、保健センター2階の多目的ホールの水銀照明灯（約60か所）につい
て、ＬＥＤ照明灯に改修するものである。

これにより、水銀による環境汚染・健康被害の防止、ＬＥＤ化による消費電
力の抑制による二酸化炭素の排出削減及び維持管理費の削減が見込まれ、本市
が掲げるゼロカーボンシティの実現に寄与するものである。 計④

事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

基
本
方
針

エネルギー使用に伴う環境
負荷の低減コード 412

根拠法令等
水銀による環境の汚染の防止に関する法律、地球温暖化対策の推
進に関する法律、所沢市マチごとエコタウン推進計画

事業名 保健センター多目的ホールＬＥＤ化事業

事業費総額 ５,６１０ 千円

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 低炭素社会

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 健康推進部　健康管理課

4 1 1 説明 保健センター施設管理費

-
 
7
2
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

章
健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節
早期発見・疾
病予防

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 健康推進部　健康管理課

4 1 2 説明 保健事業費

コード 323

根拠法令等
がん対策基本法、がん予防重点健康教育及びがん検診実施のため
の指針

事業名 自己検査キットによる子宮頸がん検診受診促進事業

事業費総額 ３,１５９ 千円

総合計画の体系

予算額(千円)

基
本
方
針

がん検診の普及啓発

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

歳
　
　
　
出

節
計

細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

11 01 通信運搬費 207

12 76 自己採取ＨＰＶ検査委託料 2,952

計 3,159
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

　子宮頸がんは、罹患数及び死亡数が近年増加傾向にあり、他のがんに比べ20
代及び30代での罹患率が高い特徴がある。妊娠出産への影響も問題視されてい
るため、20代からの定期受診による早期発見・早期治療が望まれる。
　本事業は、自分で手軽に検体を採取することができる検査キットの活用によ
り、がん検診未受診者の定期受診及び子宮頸がんリスクの高い者の早期受診に
つなげることを目的とするものである。

【実施概要】
　・対象年齢：28歳（平成7年4月1日～平成8年3月31日生）
　・対象者数：約1,800人
　・申込者数：約220人（見込）
　
＜実施スケジュール＞
　・令和5年 7月中旬　：案内を対象者に送付
　・令和5年 8月中旬　：申込者に検査キットを送付
　・令和5年 9月中旬　：検体提出期限
　・令和5年10月中旬～：検査結果に応じたフォローアップ
　　　　　　　　　　　 （医療従事者による電話相談、がん検診の勧奨等）

　志木市、東京都調布市等において、同様の事業を行っている。
歳入
歳出 3,159 3,159 3,159

-
 
7
3
 
-



款 項 目 04 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　県内においては、川越市、狭山市等で同様の事業を行っている。
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳出 2,243 2,243 2,243

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称

歳入

計 2,663

70211 01 通信運搬費

10 03 印刷製本費 1,961

予算額(千円)

基
本
方
針

なし

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

款 名 称 科 目 名 称

節

本事業は、小学校入学前までの定期予防接種で使用する予診票を冊子化し、
一冊にまとめて生後2か月までに発送するものである。

定期予防接種で使用する予診票の冊子化により、保護者が予診票の管理をし
やすくすることに加え、定期予防接種参考スケジュールや接種予定日・接種日
を記載できる接種状況管理欄を設けるなど、予防接種に係る情報提供を充実さ
せることで、効率よく漏れなく予防接種を受けてもらうことを目的とするもの
である。

【冊子化予定の予診票対象ワクチン】　10種類　計25枚
　ヒブ（4枚）、小児用肺炎球菌（4枚）、Ｂ型肝炎（3枚）、ロタウイルス
　（2枚）、四種混合（4枚）、ＢＣＧ（1枚）、水痘（2枚）、麻しん風しん
　混合1期（1枚）・2期（1枚）、日本脳炎1期（3枚）

千円

総合計画の体系

予算額(千円)

早期発見・疾
病予防

歳
　
入

款

説明

コード 321

根拠法令等 予防接種法、予防接種法施行令

事業名 「子どもの予防接種Diary」作成事業

事業費総額

章
健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

各種予防接種費

予防接種・感染症の情報提
供

1 2

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 健康推進部　健康管理課

4

２,６６３

-
 
7
4
 
-



款 項 目 07 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

事　業　概　要　調　書

一般会計 健康推進部　健康管理課

4 1 1 説明 精神保健事業費

事業名 精神障害者アウトリーチ支援事業

事業費総額 ４４,５５０ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節 障害者福祉

基
本
方
針

自立した生活支援の充実
コード 133

根拠法令等 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

重篤な精神障害者が住み慣れた地域で生活を継続していくために、医療・保
健・福祉の各分野の専門職チーム（アウトリーチチーム）による包括的な支援
を実施している。

今後も精神障害者への早期支援による問題解決や再入院を防ぐための支援等
を継続していくことが不可欠なため、本事業を継続するものである。

【実施概要】
　・対 象 者：精神疾患が疑われる未受診者、精神科医療の受診中断者等
　・支援内容：対象者及び家族への訪問・相談対応（24時間）、ピアサポー
　　　　　　　ターの養成、思春期相談支援
　・支援体制：精神科医、看護師、精神保健福祉士、作業療法士及び臨床心理
　　　　　　　士で構成するアウトリーチチームによる支援

計
細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 59
精神障害者アウトリーチ支援事業委
託料

44,550

計 44,550
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

・岡山県精神保健福祉センターACT－おかやま（平成17年から実施）
・東京都精神障害者アウトリーチ支援事業（平成24年度から実施）
・尾道市こころサポート事業（平成30年度から実施）
・さいたま市精神障害者アウトリーチ支援事業（平成30年度から実施）
・川口市訪問支援強化事業（令和元年度から実施）

歳出 44,550 44,550 44,550

歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

-
 
7
5
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出 2,000 2,000

歳入

計 2,000
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

・千葉県船橋市：地域密着型施設等開設準備支援事業補助金交付要綱
・大阪府大阪市：一時預かり事業実施施設開設準備経費補助金交付要綱
　　　　　　　　施設開設準備経費補助金交付要綱

産後ケア事業は、育児に不安があるなど、支援を必要とする褥婦及び産婦並
びにその新生児及び乳児に対して、心身のケアや育児サポート等を行い、産後
も安心して子育てができる支援体制の確保を目的として、宿泊型とデイサービ
ス型により実施している。

このうち、デイサービス型実施施設が市内にない状況であるため、開設準備
に係る経費を補助することで、市内での開設を促進するものである。

【実施概要】
　・対 象 者：所沢市産後ケア事業実施要綱に規定されているデイサービス型
　　　　　　  事業を市内で開設し実施する者
　・対象経費：開設準備に要する事務経費等
　・補助金額：1施設当たり1,000,000円（上限）
　・対象期間：令和5年度～令和7年度

細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 73 産後ケア施設開設準備費補助金 2,000

なし

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

千円

総合計画の体系

予算額(千円)

健康づくり

基
本
方
針

母子保健事業の充実

1 4

コード 312

根拠法令等
母子保健法、母子保健医療対策総合支援事業実施要綱（国）、所沢市産後ケア事
業実施要綱、（仮称）所沢市産後ケア事業実施施設開設準備経費補助金交付要綱

事業名 産後ケア（デイサービス型）施設開設準備支援事業

事業費総額 ２,０００

説明 母子保健事業費

章
健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 健康推進部　健康づくり支援課

4

-
 
7
6
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
　 ⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

なし

本事業は、18歳以上の市民を対象とし、スマホアプリ又は専用歩数計を用い
て、歩数を記録しながら日常的にウォーキングを行い、生活習慣病の予防を図
るとともに、健康づくりへの取組を継続的に支援するものである。

事業の実施に当たり、埼玉県が実施する「コバトン健康マイレージ事業」に
参入し、歩数実績等に応じて抽選で県が提供する景品が当たる制度に加え、本
市独自のポイント制度及び景品を用意するなど、参加者が楽しみながらウォー
キングを続けられるような仕組みとしている。

併せて、本市が進める「ゼロカーボンシティ」「人を中心にしたマチづく
り」の推進を図る上で、市民に対して「歩く」ことを更に推奨していく必要が
あることから、本事業の更なる周知及び拡充を図るため、新たな取組を行うも
のである。

なお、実施に当たり、国民健康保険に係る予算については、国民健康保険特
別会計に計上する（一般会計：国保会計＝78:22）。

【新たな取組】
　・トコトコ健幸マイレージ参加者向けウォーキング教室
　・健康づくりに関心がある市民向けの周知事業（体操教室とのコラボ事業）
　・トコトコ健幸マイレージＰＲ事業（参加者の声を活かしたＰＲ）
　・FUN＋WALK PROJECT推進事業との連携
　・「まち」×「みどり」のおさんぽコース道標等整備事業との連携（道標
　　を活用した健康情報等の周知）

「コバトン健康マイレージ事業」
　・参加団体：県内49市町村、17保険者、56事業者（令和4年12月末）
　・参加者数：173,080人（令和4年12月末）

事  業  概  要  調  書

一般会計 健康推進部　健康づくり支援課

4 1 4 説明 健康指導費

事業名 トコトコ健幸マイレージ事業

事業費総額 １８,５６５ 千円

総合計画の体系
章

健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節 健康づくり

基
本
方
針

主体的な健康づくりの推進
コード 311

根拠法令等 健康増進法

計

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

予算額(千円)
7 01 講師謝礼 78
10

通信運搬費 510

01 消耗品費 82
10 03 印刷製本費 195

健幸マイレージ景品委託料 12,823

10 05 修繕料（備品等） 149
11 01

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

計 18,565
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円)

12 52 健幸マイレージ事業委託料 2,780

18 45
埼玉県コバトン健康マイレージ事業
負担金

1,948

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称

12 55

21,324 22,248

令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入
歳出 19,881

-
 
7
7
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
　全国の自治体において、同様の事業を実施する予定である。

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

出産・子育て応援事業については、全ての妊婦・子育て世帯が安心して出
産・子育てできるよう、妊娠期から出産・子育てまで一貫して身近で相談に応
じる伴走型相談支援の充実を図るとともに、妊娠の届出や出生の届出を行った
妊婦・子育て世帯等に対して、出産育児関連用品の購入等の負担軽減を図るた
めの経済的支援を一体的に実施するものである。

このうち本事業は、妊娠期から出産・子育てまで一貫して身近で相談に応
じ、様々なニーズに即した必要な支援につなぐ伴走型相談支援の充実を図るも
のである。
（国・県補助：補助率　国1/2、県1/4）
　
【実施概要】
　・面談等実施時期
　　①妊娠届出時 ：助産師・保健師による面談及びアンケートの実施
　　②妊娠8か月頃：アンケート及び必要に応じ面談の実施
　　③出　生　後 ：訪問面談及びアンケートの実施
　　　※①及び③の面談後、申請に基づき出産・子育て応援事業（経済的支援）
　　　　につなげる。

章
健康（けんこ
う）長寿のま
ち

節 健康づくり

事　業　概　要　調　書

一般会計 健康推進部　健康づくり支援課

4 1 4 説明 母子保健事業費

コード 312

根拠法令等
伴走型相談支援及び出産・子育て応援給付金の一体的実施事業実施要綱（国）、
埼玉県伴走型相談支援及び出産・子育て応援給付金の一体的実施事業実施要綱

事業名 出産・子育て応援事業（伴走型相談支援）

事業費総額 １２,２３４ 千円

総合計画の体系

予算額(千円)

16 国庫支出金 妊娠出産子育て支援交付金 4,537

基
本
方
針

母子保健事業の充実

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

17 県支出金
出産・子育て応援事業費補
助金

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称

8

2,268

6,805計
予算額(千円)

1 21 会計年度任用職員報酬 879

3 25 期末手当（会計年度任用職員分） 193

21 費用弁償（会計年度任用職員分） 33

11 01 通信運搬費 605

13,610 13,610 13,610

12 61 出産・子育て応援業務委託料 10,524

12,234
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

歳出 23,892 23,892 23,892

計

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

-
 
7
8
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

章
みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 低炭素社会

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 環境クリーン部　マチごとエコタウン推進課

4 1 3 説明 環境総務費

コード 411

根拠法令等 所沢市マチごとエコタウン推進計画

事業名 所沢市からはじめるマチごとゼロカーボン運動事業

事業費総額 ２,０００ 千円

総合計画の体系

予算額(千円)

基
本
方
針

地球温暖化緩和策の推進

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

歳
　
　
　
出

節
計

細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

7 02 謝礼 1,400

10 03 印刷製本費 100

13 02 会場借料 500

条例制定に合わせて、市・事業者・市民が一体となるような脱炭素社会の実
現に向けた取組は、全国的に先駆的な事例である。

本定例会に提出している「所沢市脱炭素社会を実現するための条例」では、
脱炭素社会の実現に向けて、市・事業者・市民の誰もが脱炭素社会の重要性を
認識し、積極的に脱炭素社会の実現に向けた取組を行っていくことを基本理念
として、各主体の責務を定めている。

条例の趣旨を踏まえ、2050年のゼロカーボンシティを実現するためには、各
主体が地球温暖化を自分事として捉えつつ、スピード感をもって様々な取組を
実行していく必要がある。

本事業は、ゼロカーボンシティ実現に向けて、各主体が一体となった取組を
進めるため、事業者や市民を巻きこんだ事業推進のきっかけづくりとすること
を目的として実施するものである。

【令和5年度に実施予定の主な取組】
　・「（仮称）マチごとゼロカーボン推進事業者連絡会」の設置
　・ゼロカーボンをテーマとしたシンポジウムの開催
　・職員による出前講座等を通じた市民への啓発活動

計 2,000
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入
歳出

-
 
7
9
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
添付資料
　・0円太陽光推進補助事業　事業スキーム図

本事業は、家庭等に太陽光発電システムを初期費用なしで設置するサービス
の提供事業者に対し、設置費用の一部を助成することで、市域における太陽光
発電のさらなる普及を推進し、電力消費に伴う二酸化炭素排出量を削減させる
ものである。

なお、本事業は、本市が掲げるゼロカーボンシティの実現に寄与するもので
ある。
【実施概要】
　・補助対象　：太陽光発電システム設置事業者
　・事業内容　：⑴事業者が家庭等の屋根に初期費用を負担して太陽光発電シ
　　　　　　　　ステム(10kW未満)を設置する。
　　　　　　　　⑵家庭等が支払うリース料又は発電した電気の使用料及び家
　　　　　　　　庭等が使用しきれなかった電気の売電収入で投資回収する。
　　　　　　　　⑶事業者に支払われる補助金全額がリース料又は電気使用料
　　　　　　　　から控除され、家庭等に還元されるとともに、契約期間終了
　　　　　　　　後、家庭等に設備が無償譲渡される。
　・見込件数　：100件
　・補助限度額：1戸当たり39万円
　　　　　　　　内訳：太陽光発電システム1kW当たり3万円(上限15万円/戸)
　　　　　　　　　　　蓄電池1kWh当たり3万円(上限24万円/戸)

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 環境クリーン部　マチごとエコタウン推進課

4 1 3 説明 環境総務費

事業名 0円太陽光推進補助事業

事業費総額 ３９,０００ 千円

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 低炭素社会

基
本
方
針

エネルギー使用に伴う環境
負荷の低減コード 412

根拠法令等 所沢市マチごとエコタウン推進計画

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

20 繰入金
マチごとエコタウン推進基
金繰入金

39,000

計 39,000

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 72 スマートハウス化推進補助金 39,000

計 39,000
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
千葉県流山市、東京都、神奈川県、静岡県富士市、京都府、大阪府堺市等で

同様の事業を実施している。
歳入
歳出 39,000 39,000 39,000

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

-
 
8
0
 
-



0 円太陽光推進補助事業 事業スキーム図 

 

事業者 

電力会社 

所沢市 

補助金は家庭等の負担に充当 

家庭等 

電力使用に伴う

CO2排出量削減 

補助金 

￥ 

￥ 

￥ 

自家消費 

事前登録 

※「余剰電力の売電」は家庭等が直接行うこともある 

-
 
8
1
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　他の自治体においても、再生可能エネルギーの利用を推進している。

事  業  概  要  調  書

一般会計 環境クリーン部　マチごとエコタウン推進課

4 1 3 説明 環境総務費

事業名 再生可能エネルギー普及推進事業

事業費総額 ６０,６６３ 千円

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 低炭素社会

基
本
方
針

エネルギー使用に伴う環境
負荷の低減コード 412

根拠法令等 所沢市マチごとエコタウン推進計画
科 目 名 称 予算額(千円)

20 繰入金
マチごとエコタウン推進基
金繰入金

59,434

本事業は、「所沢市マチごとエコタウン推進計画」に基づき、脱炭素社会の
構築に向け、市域の再生可能エネルギーの利用を推進するものである。

なお、本事業は、本市が掲げるゼロカーボンシティの実現に寄与するもので
ある。

【実施概要】
　・メガソーラー所沢設置運営事業
　・フロートソーラー所沢設置運営事業
　・市有施設の屋根貸しによる太陽光発電設置事業
　・所沢版ＲＥ100（本庁舎等公共施設の使用電力を月1回再生可能エネルギー
  　由来100％にする事業）
　
　　※メガソーラー所沢のリース契約が令和6年2月末に終了することに伴い、
　　　令和6年3月以降保守委託契約に移行する。

計

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称

59,434

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

11 02 手数料 299

12 01 清掃委託料 486

12 72 メガソーラー所沢保守委託料 440

31 大規模太陽光発電施設借料 50,303

13 34 フロート式太陽光発電施設借料 9,131

歳出 16,716 16,716 16,254

計 60,663
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

11 08 火災保険料 4

歳入
令和8年度(千円)

13

-
 
8
2
 
-



款 項 目 04 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
　他の自治体においても、樹林地内での自然体験事業等を実施している。

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

説明 みどり推進費

章
みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 環境クリーン部　みどり自然課

4 1 3

コード 423

根拠法令等 生物多様性基本法、生物多様性ところざわ戦略

事業名 生きものと子どもが出会う森づくり事業

事業費総額 １５０ 千円

総合計画の体系

予算額(千円)

みどり・生物

基
本
方
針

みどりと水の保全

なし

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

予算額(千円)

10 01 消耗品費 22

15 01 木材ほか 128

150
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称

「生物多様性ところざわ戦略」に定める多様性を守る活動を広げていくため
の取組には、自然や生きものへの親しみや関心を高めていくことが大切であ
る。

本事業は、自然や生きものに気軽に親しむ機会を創出するため、市街地等か
らアクセスの良い樹林地において、子どもから大人まで幅広い世代に分かりや
すく、人気のあるカブトムシ、クワガタムシ、ヤマトタマムシ等の昆虫類を繁
殖するためのプール（落ち葉溜め、伐木のストック）を設置し、虫取りや観察
などの場を提供するものである。また、市民を樹林へといざない、自然体験の
きっかけをつくることで、自然と共生するマチづくり、樹林地のコモンズ化に
もつながるものである。

【令和5年度の取組】
　・実施内容：落ち葉溜め（腐葉土箱）、伐木ストック及び案内板の設置
　・設置場所：上山口堀口天満天神社周辺里山保全地域外　樹林地4か所

歳入
歳出 150 150 150

計

-
 
8
3
 
-



款 項 目 04 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
　埼玉県において、「ふるさとの緑の景観地」の指定及び身近な緑公有地化事
業を実施している。

歳出

計 53,205
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

16 61 保全緑地用地購入費 48,787
18 45 くぬぎ山地区自然再生協議会負担金 107

12 13 測量委託料 2,491
12 60 緑地指定看板作成委託料 611

11 01 通信運搬費 30
11 05 不動産鑑定料 1,119

48,787

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)
10 01 消耗品費 60

本事業は、市内に残された貴重な緑地を保全し、未来の子どもたちにふるさ
と所沢のみどりを継承するため実施するものである。地権者等の協力を得なが
ら、都市緑地法等に基づく緑地保全制度の指定を行い、維持管理のための保全
管理計画を策定するほか、相続や開発等により消失の恐れがある緑地につい
て、土地の取得（寄附受入れを含む。）により、公有地化を行うものである。

【これまでの主な取組】
　・三ケ島二丁目里山保全地域の指定拡大（令和元年10月1日）
　・くぬぎ山特別緑地保全地区（旧称：駒ケ原特別緑地保全地区）の指定再拡
　　大（令和2年11月13日）
  ・小手指台まちなかみどり保全地区の指定（令和4年3月1日）
　・菩提樹池里山保全地域の指定拡大（令和4年3月30日）
　・北野南二丁目里山保全地域内の土地等の取得（令和3年度）
　
【令和5年度の取組】
　・土地の取得（上山口堀口天満天神社周辺里山保全地域内、くぬぎ山特別緑
　　地保全地区内、北野南二丁目里山保全地域内及び小手指ふるさとの緑の景
　　観地内）
  ・地域制緑地の指定拡大
　

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

20 繰入金 緑の基金繰入金 48,787

みどり・生物

基
本
方
針

みどりと水の保全
コード 423

根拠法令等
都市緑地法、ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市み
どりの基本計画　等

事業名 里山保全地域等指定整備事業
　里山保全地域等を指定するに当たり、市民説明会等を実施し、
地権者等の意見を伺う。

事業費総額 ５３,２０５ 千円

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節

事  業  概  要  調  書

一般会計 環境クリーン部　みどり自然課

4 1 3 説明 みどり推進費

-
 
8
4
 
-



款 項 目 04 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） ⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
本庄市においては、類似の事業として本庄市中心市街地等ポケットパーク整

備事業を実施している。
なし

歳入
歳出 5,200 5,200 5,200

計 5,200
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

4,600

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

14 43 みどりのエコスポット整備工事 5,200

「所沢市みどりの基本計画」においては、重点的に緑化に配慮すべき区域と
して緑化重点地区を定めている。

本事業は、当該地区内の低未利用地（居住、業務その他の用途に供されず、
利用の程度が低い土地）のうち300㎡未満の土地について、市民の憩いの場とし
て整備することで、みどりの貴重なまちなかにおいて動植物の生息、生育地を
創出するものである。

本事業の実施により、時間貸駐車場等の無秩序な開発の抑制、良好なまちな
み景観や生活環境の形成、生物多様性への貢献、ヒートアイランド現象等の環
境負荷の低減、雨水流出の抑制等が期待できるものである。
　
【これまでの取組】
　・西住吉地内に1か所整備（令和3年度）
　・北中地内に1か所整備（令和4年度）

【令和5年度の整備内容】
　○1か所の整備（整備地未定）
　　・舗装及び路盤等撤去･処分
　　・広場
　　・休憩用ベンチ
　　・シンボル樹（まちなみ景観形成）
　　・在来種で構成する植樹帯（生物生息空間創出）
　　・浸透桝･浸透管敷設（雨水流出抑制）　等

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

23 市債 緑地施設整備事業債 4,600

みどり・生物

基
本
方
針

みどりと水の保全
コード 423

根拠法令等 所沢市みどりの基本計画、所沢市マチごとエコタウン推進計画

事業名 みどりのエコスポット整備事業
整備に際し近隣住民等から意見を聴取するほか、みどりのパー

トナー等と協働して管理を実施する。

事業費総額 ５,２００ 千円

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節

事  業  概  要  調  書

一般会計 環境クリーン部　みどり自然課

4 1 3 説明 みどり推進費

-
 
8
5
 
-



款 項 目 02 ・東京都目黒区：マイ容器利用キャンペーン補助金事業

③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

予算額(千円)

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称

歳入

科 目 名 称

歳出

計
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

8,143

歳
　
　
　
出

18 71
非プラスチック製容器等使用促進補
助金

8,000

10 03 印刷製本費 71

11 01 通信運搬費 72

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)
計

431

根拠法令等
プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律、プラスチッ
ク資源循環戦略（国）

事業名 非プラスチック製容器等使用促進支援事業

事業費総額 ８,１４３ 千円

総合計画の体系

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 環境クリーン部　資源循環推進課

4 2 1 説明 清掃総務事務費

なし

・群馬県みどり市：新型コロナウイルス感染症対策テイクアウト容器等購入支
　　　　　　　　　援事業

新型コロナウイルスの感染拡大の影響により、飲食店等においてテイクアウ
ト需要が拡大したことで、プラスチック製容器の廃棄量増加が懸念される。

本事業は、使い捨てプラスチックごみの発生抑制に取り組む市内飲食店等を
対象に補助事業を行い、脱プラスチックの促進を図るものである。

【実施概要】
　○環境に配慮した素材でできた容器・包装の購入費を補助
　　・対 象 者：外食産業及び食品小売業の市内店舗
　　・補助対象：①リユース食器、紙製容器・包装、木製容器・包装等
　　　　　　　　　（補助割合10割）
　　　　　　　　②バイオマスプラスチック容器・包装（補助割合5割）
　　・補助金額：1店舗当たり上限5万円(千円未満切捨)
　
　○飲食物をマイ容器やマイボトルでテイクアウトした客に対する割引分を補
　　助
　　・対 象 者：（仮称）マイ容器ウェルカム店及びとことこマイボトルスポ
　　　　　　　　ットに登録する店舗
　　・補助対象：①（仮称）マイ容器ウェルカム店（対象商品1点当たり補助上
　　　　　　　　　限額100円）
　　　　　　　　②とことこマイボトルスポット（対象商品1点当たり補助上限
　　　　　　　　　額50円）
　　　　　　　※割引率上限：商品販売価格の20％
　　・補助金額：1店舗当たり上限5万円

章
みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節
コード

循環型社会

基
本
方
針

「もったいない」社会の形
成

-
 
8
6
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容
・処理広域化の計画策定に伴うパブリックコメント手続の実施
・近隣住民への説明会の実施による意見交換

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
・朝霞和光資源環境組合：朝霞市及び和光市
・東埼玉資源環境組合：草加市、越谷市、八潮市、三郷市、吉川市及び松伏町

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 5,000
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

5,000

計 3,750

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 65
一般廃棄物処理施設検討支援業務委
託料

22 諸収入
一般廃棄物処理施設検討事
業負担金受入金

1,250

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

17 県支出金
広域連携によるスマート自
治体転換等支援事業補助金

2,500

基
本
方
針

ごみの適正な処理の推進
コード 433

根拠法令等
廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市一般廃棄物処理基本
計画（改訂版）

事業名 一般廃棄物処理施設検討事業

事業費総額 ５,０００ 千円

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 循環型社会

環境省から、平成31年3月に「持続可能な適正処理の確保に向けたごみ処理の
広域化及びごみ処理施設の集約化について」が発出されたことにより、各自治
体間の廃棄物処理の広域化の検討が求められている。

本事業は、西部クリーンセンターが令和14年度以降に施設の更新時期を迎え
るため、隣接する入間市との処理広域化について検討を進めるものである。
（県補助：補助率1/2、市負担：負担率　入間市1/4、所沢市1/4）

【主な取組】
　・入間市と共同で検討会議を3回実施し、廃棄物処理の広域化及び必要な施設
　　について検討を進める。
　・広域での施設の設置や運営に関するスキーム、必要となる計画等について
　　検討を進める。

＜実施スケジュール＞
　・令和5年度：ごみ処理施設広域化に係る調査・検討
　・令和6年度：広域化基本計画の検討

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 環境クリーン部　資源循環推進課

4 2 1 説明 清掃総務事務費

-
 
8
7
 
-



款 項 目 06 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 環境クリーン部　資源循環推進課

4 2 2 説明 一般廃棄物最終処分場整備費

事業名 第２一般廃棄物最終処分場整備に伴う周辺整備事業
周辺整備に当たっては、地元自治会の意向を確認しながら実施

する。

事業費総額 ９,４７７ 千円

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 循環型社会

基
本
方
針

ごみの適正な処理の推進
コード 433

根拠法令等 下水道法、道路法等

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

本事業は、令和7年度の供用開始を目指し整備を進めている第２一般廃棄物最
終処分場の周辺地域（大字坂之下地区、大字南永井地区）について、生活環境
の向上を図る観点から、都市基盤の整備等を図るものである。

令和5年度については、当該地域の意向を踏まえて、次の整備等を行うもので
ある。

【令和5年度の取組】
　・アンダーパスの歩道拡幅の整備（測量・設計委託）
　・中野川沿いの通路の設置（基本設計及び測量）
　・浸透井等の検討（雨水排水の改善）

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

計 9,477
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳出 103,236 19,530 1,500

歳入

なし

栃木県宇都宮市において、同様の事業（生活道路、集会施設及び広場の整備
等）を行っている。

12 13 測量委託料 3,476

12 50
第２一般廃棄物最終処分場周辺整備
事業設計等業務委託料

6,001

-
 
8
8
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

・長野県上田市：生ごみ出しません袋
・静岡県浜松市：天下取り取組宣言ごみ袋作成・配布事業
・愛媛県松山市：生ごみ減量宣言

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 環境クリーン部　資源循環推進課

4 2 4 説明 減量・リサイクル推進費

事業名 『はじめます！　我が家のごみ減量』宣言事業

事業費総額 １,１２５ 千円

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 循環型社会

基
本
方
針

「もったいない」社会の形
成コード 431

根拠法令等 所沢市一般廃棄物処理基本計画（改訂版）

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

本事業は、ごみの発生抑制や資源の有効利用を推進し、環境負荷が少ない循
環型社会の実現につなげるため、リデュース（Reduce：物を大切に使い、ごみ
を減らすこと。）、リユース（Reuse：使える物は、繰り返し使うこと。）、リ
サイクル（Recycle：ごみを資源として再び利用すること。）の3Rに取り組むこ
とを宣言した家庭に対して、特別なごみ袋（宣言内容の一部を印刷した小さな
袋：容量20ℓ、黄色、バイオマスプラスチック配合）を配付し、市民のごみ減
量・資源化に関する意識の醸成を図ることで、ごみの減量を目指すものであ
る。

【宣言内容の例】
　・「生ごみの水切りを実践しています。」
　・「まだ使える古着や古布はリユースをしています。」
　・「雑がみは分別して資源回収に出しています。」　　　　など

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

10 01 消耗品費 625

11 01 通信運搬費 500

計 1,125
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入
歳出

-
 
8
9
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

他の自治体においても、審議会の審議等を経て、ごみの減量及び資源化の方
策を推進している。

事  業  概  要  調  書

一般会計 環境クリーン部　資源循環推進課

4 2 1 説明 清掃総務事務費

事業名 一般廃棄物減量化方策推進事業
・廃棄物減量等推進審議会への市民公募委員の参加
・所沢市一般廃棄物処理基本計画の一部改訂に伴うパブリックコ
　メント手続の実施

事業費総額 １８,８３２ 千円

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 循環型社会

基
本
方
針

ごみの適正な処理の推進
コード 433

根拠法令等
廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市一般廃棄物処理基本
計画（改訂版）

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

平成28年度まで順調に減少してきた本市のごみ量は、平成29年度以降に減少
率が鈍化傾向となっている。

令和3年度の所沢市廃棄物減量等推進審議会においては、ごみ有料化制度の導
入について審議を行い、プラスチックごみや生ごみの減量をはじめとした数々
の施策を進めるとともに、経済的インセンティブにより高い減量効果とさらな
る資源化が期待できるごみ有料化制度を推進していくべきとの答申が示され
た。また、ごみ減量・資源化施策については、広く市民及び事業者へ周知し、
理解を求めながら取組を進めていくことが不可欠であることから、廃棄物の発
生抑制から適正処理に至るまでの市の基本的な方針を定めた「所沢市一般廃棄
物処理基本計画」の改訂に係る提言があった。

このため、令和4年度の審議を踏まえ、一般廃棄物処理基本計画の改訂と必要
な計画の策定を実施するものである。

【主な取組】
　・審議会を開催し、ごみの減量及び資源化に係る施策やこれを進めるために
　　必要となる計画等について審議する。
　・一般廃棄物処理基本計画の改訂に当たっては、パブリックコメント手続を
　　実施する。

予算額(千円)

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

1 31 廃棄物減量等推進審議会委員報酬 514

8 01 費用弁償 248

10 01 消耗品費 30

11 01 通信運搬費 40

歳入

12 64
一般廃棄物減量化方策支援業務委託
料

18,000

計 18,832

歳出

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

-
 
9
0
 
-



款 項 目 06 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

栃木県宇都宮市において、屋根付きの最終処分場（エコパーク下横倉）が建
設されている。 467,990

歳出 4,182,579 1,907,633

歳入 681,937

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

計 977,660
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

別紙のとおり 977,660

本事業は、北野一般廃棄物最終処分場が平成17年3月末日をもって埋立が終了
したため、自区内処理の原則に基づき、市内に新たな一般廃棄物最終処分場を
整備するものである。

整備に当たり、地権者や地元住民の意向等を尊重するとともに、みどりの創
出、省エネルギーの推進など環境に配慮した施設を目指すものである。
（国補助：補助率1/3）

【これまでの主な取組】
　・令和2年度：用地購入、搬出入路詳細設計・測量、アドバイザリー業務等
　・令和3年度：有識者を交えた事業者の選定業務、搬出入路用地購入等
　・令和4年度：処分場の設計・建設、搬出入路及び下水道工事等

【令和5年度の取組】
　・処分場、下水道の工事等

23 市債 清掃施設整備事業債 649,000

計

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金 循環型社会形成推進交付金 146,478

795,478

循環型社会

基
本
方
針

ごみの適正な処理の推進
コード 433

根拠法令等
廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄物の減量及び適
正処理に関する条例

事業名 第２一般廃棄物最終処分場整備事業
処分場建設に関する地元自治会協議会をはじめ、関係者との緊

密な連携と相互理解を深めることに努め、合意形成を図りながら
計画を進めていく。

事業費総額 ９７７,６６０ 千円

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節

事  業  概  要  調  書

一般会計 環境クリーン部　資源循環推進課

4 2 2 説明 一般廃棄物最終処分場整備費

-
 
9
1
 
-



別紙
節 細節

1 21 会計年度任用職員報酬   
3 25 期末手当（会計年度任用職員分）
8 02 普通旅費　　 　　
8 21 費用弁償（会計年度任用職員分） 
10 01 消耗品費　　　　　　
10 02 燃料費　　　　　
10 04 被服費　　　　　　 　　
10 05 修繕料（備品等）　　
10 06 修繕料（施設）　 
10 08 食糧費　　　　　　  　
11 01 通信運搬費　　　　　
11 02 手数料
11 04 車検代行料
11 05 不動産鑑定料
11 12 自動車等損害保険料　
12 13 測量委託料
12 15 物件調査委託料
12 49 市道拡幅詳細設計業務委託料
12 63 第２一般廃棄物最終処分場施工監理業務委託料
12 64 運営・維持管理事業者選定支援業務委託料
13 02 会場借料　　 　　　　　
13 04 自動車借料　　　　　
13 17 コピー使用料
13 22 駐車場使用料　　　　
13 23 有料道路使用料　　　
14 31 第２一般廃棄物最終処分場整備工事
16 52 第２一般廃棄物最終処分場用地購入費
18 01 諸会議負担金
18 41 下水道事業会計負担金
21 02 物件移転等補償料

26 01 自動車重量税

細 　節 　名 　称 予算額(千円)

1,616

334

40

57

398
276

231

258

2,805

12

305

279

498

67

16

716,280

4,180

942

476

1,520

41,469

6,000

6

14

195,863

3,320

計 977,660

10

9

330

46

3

-
 
9
2
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 環境クリーン部　東部クリーンセンター

4 2 2 説明 東部クリーンセンター費

事業名 インボイス制度の開始に伴うごみ計量機のシステム改修事業
なし

事業費総額 ２,１４８ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等 消費税法、所沢市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例

計

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 96 ごみ計量システム改修委託料 2,148

細節

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

計 2,148
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節

本事業は、消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度）が令和5年10月
から導入されることに伴い、現在発行している納入通知書等の仕様変更を含め
インボイス制度に対応するものとするため、一般廃棄物の受入業務に必要なご
み計量機(データ処理装置)のシステムを改修するものである。
　
【実施概要】
　・納入通知書等に必要事項（登録番号、適用税率、消費税額等）を記載

＜実施スケジュール＞
　・令和5年4月　　：システム改修委託契約締結
　・令和5年10月～ ：インボイス制度対応の納入通知書等を発行

消費税法の改正によるものであるため、他の自治体においても、同様の対応
を行う予定である。

歳出
歳入

-
 
9
3
 
-



款 項 目 07 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 環境クリーン部　収集管理事務所

4 2 2 説明 収集管理事業費

事業名 収集管理事務所等照明ＬＥＤ化整備事業

事業費総額 ６,３０３ 千円

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 低炭素社会

基
本
方
針

エネルギー使用に伴う環境
負荷の低減コード 412

根拠法令等
水銀による環境の汚染の防止に関する法律、地球温暖化対策の推
進に関する法律、所沢市マチごとエコタウン推進計画

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

本事業は、収集管理事務所及び併設する東所沢エコステーションの水銀照明
灯について、ＬＥＤ照明灯に改修するものである。

これにより、水銀による環境汚染・健康被害の防止、ＬＥＤ化による消費電
力の抑制による二酸化炭素の排出削減及び維持管理費の削減が見込まれ、本市
が掲げるゼロカーボンシティの実現に寄与するものである。 計

細 　節 　名 　称 予算額(千円)

10 06 修繕料（施設） 6,303

計 6,303
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

　他の自治体においても、必要に応じて施設の改修を行っている。

歳出
歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

-
 
9
4
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 産業経済部　産業振興課

5 1 1 説明 勤労者福祉施設費

事業名 ラーク所沢化粧梁等撤去事業
なし

事業費総額 １９,２２８ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 財政運営

基
本
方
針

公共施設マネジメントの推
進コード 754

根拠法令等 ―

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

ラーク所沢は、昭和63年の竣工から34年が経過しているが、中庭の化粧梁を
覆うアルミカバーの変形が確認できたため一部撤去したところ、内部鉄骨梁の
錆が進行しており、一部断面欠損も確認できた。

応急的な補修を行い、現在は安全を確保したところであるが、新たな錆の進
行が見られることから、施設の適正な管理を図るため、化粧梁等の撤去工事を
実施する。

【工期予定】
　・令和5年11月頃から3か月程度

計
細 　節 　名 　称 予算額(千円)

14 01 施設改修工事 19,228

計 19,228
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

　他の自治体においても、必要に応じて施設の修繕を行っている。

歳出
歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

-
 
9
5
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　・朝霞市：環境保全型農業推進事業（生分解性マルチフィルム、防虫ネット
　　　　　　類等の購入に要する経費に補助金を交付）
　・東京都武蔵村山市：環境に配慮した生産資材購入支援事業（生分解性マル
　　　　　　　　　　　チフィルム、性フェロモン剤等の購入に要する経費に
　　　　　　　　　　　補助金を交付）

事  業  概  要  調  書

一般会計 産業経済部　農業振興課

6 1 3 説明 農業振興対策費

事業名 環境にやさしい農業推進事業
なし

事業費総額 ５,１６２ 千円

総合計画の体系
章

魅力・元気・
文化を誇れる
まち

節
産業競争力・
成長力

基
本
方
針

農業の生産基盤・経営基盤
の強化コード 523

根拠法令等
(仮称)所沢市環境にやさしい農業推進事業費補助金交付要綱、所
沢市マチごとエコタウン推進計画

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

本事業は、生産性の向上を図りつつ、環境への負荷を軽減した持続的な農業
及び周辺住環境に配慮した農業を推進することにより、地球環境の保全に貢献
し、安全で安心な農産物の生産に資するものであり、市が対象事業に係る経費
について補助することで、環境にやさしい農業の促進を図るものである。

この度、本市のゼロカーボンシティ宣言を踏まえ、環境負荷の軽減及び二酸
化炭素の削減等に、より重点を置いた事業として、補助対象経費等を見直すこ
とにより、更なる充実を図るものである。

【実施概要】
　・補助対象：農業者又は農業者団体
　・補 助 率：補助対象経費の1/2以内
　・対象事業：①生分解性マルチフィルム利用推進事業（上限3万円）
　　　　　　　②緑肥利用推進事業（上限1万5千円）
　　　　　　　③性フェロモン等利用推進事業（上限1万5千円）

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 90
環境にやさしい農業推進事業費補助
金

5,162

計 5,162
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入
歳出 5,162 5,162 5,162

-
 
9
6
 
-



款 項 目 03 ②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

③市民参加の実施の有無とその内容

なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

事  業  概  要  調  書

一般会計 産業経済部　産業振興課

7 1 2 説明 産業振興費

事業名 企業誘致活動推進事業
・企業立地等奨励金：川越市、飯能市、狭山市ほか
・都市型産業等育成補助金：さいたま市、川口市及び飯能市

事業費総額 ２１４,３５４ 千円

512

根拠法令等
所沢市企業立地支援条例、所沢市都市型産業等育成補助金交付要
綱

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

節 産業基盤

基
本
方
針

企業誘致の推進

本事業は、本市の立地環境を活かし、製造業、都市型産業の立地・拡大の推
進及び育成を行い、市内経済の活性化、雇用の創出及び税収の確保を図るもの
である。

【実施概要】
　○企業立地等奨励金の交付
　　・製造業、都市型産業(※)の事業者のうち、市内に一定規模以上の事業所
　　　を立地・拡大した場合、土地、建物及び償却資産に係る固定資産税及び
　　　都市計画税相当額を3年間(特例子会社は5年間)交付
　　・新たに市民を雇用した場合、1人当たり30万円(限度額300万円)を交付
　　・障害者を雇用した場合、1人当たり20万円(限度額200万円)を交付
　　　※都市型産業：情報通信業、自然科学研究所、アニメーション・コンテ
　　　　ンツ・ＩＣＴ関連産業、宿泊施設又は社員20人以上の本社

　○都市型産業等育成補助金の交付
　　・市内に新たに事業所を賃借し、製造業又は都市型産業(※)を営む事業者
　　　に対し、賃料月額10万円を限度として補助金を交付（最長24か月）
　　　※都市型産業：情報通信業、自然科学研究所、アニメーション・コンテ
　　　　ンツ・ＩＣＴ関連産業又は社員6人以上の本社

　○企業誘致等に係る市の特性及び産業支援策等のＰＲ

【債務負担行為】
　・事　項：都市型産業等育成補助金
　・期　間：令和6年度から令和7年度まで
　・限度額：12,000千円

総合計画の体系

款 款 名 称

計

コード

科 目 名 称 予算額(千円)

章
魅力・元気・
文化を誇れる
まち

歳
　
入

細 　節 　名 　称 予算額(千円)
7 02 謝礼 40

02 普通旅費 264
10 01 消耗品費 21
8

11 01 通信運搬費 217
12 68 企業誘致ＰＲ素材作成委託料 589
18 80 企業立地等奨励金 208,507
18 82 都市型産業等育成補助金 4,716

計 214,354
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

歳入
歳出 213,828 73,546 59,338

-
 
9
7
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

熊谷市、東京都港区において、整備計画に基づいた附帯設備等の老朽化に伴
う改修工事を実施している。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 産業経済部　商業観光課

7 1 2 説明 商業振興費

事業名 所沢市寿町駐車場整備事業
なし

事業費総額 ５,５００ 千円

総合計画の体系
章

魅力・元気・
文化を誇れる
まち

節
観光・にぎわ
い

基
本
方
針

にぎわい拠点の創出・活性
化コード 531

根拠法令等 所沢市寿町駐車場条例

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

所沢市寿町駐車場の東川護岸は老朽化が著しく、現状のままだと駐車場及び
周辺へ影響を及ぼす可能性があるが、現在は、指定管理者による日常点検によ
り経過観察を実施している。

本事業は、同駐車場及び周辺の安全確保を図るため、「所沢市中心市街地街
並み整備計画」にのっとった駐車場とするために実施するものである。

【施設概要】
　・所在：所沢市寿町25番7号
　・面積：978㎡

＜実施スケジュール＞
　・令和5年度：基本設計及び実施設計
　・令和6年度：着工（渇水期の11月以降を予定）
　・令和7年度：竣工（5月頃を予定）

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 43 寿町駐車場設計業務委託料 5,500

計 5,500
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

なし

歳出

-
 
9
8
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

歳入

なし

歳出

計 7,800
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 61 観光案内板作成委託料 7,800

本事業は、市内外からの観光客の増加を図るため、市内の観光スポット等の
場所や経路を示す道標や観光案内板等を整備するものである。

市内を歩きやすく、また、歩きたくなるように、「まち」×「みどり」のお
さんぽコース上の道標やコース全体を示す観光案内板等を中心とした整備を行
い、一層の充実を図るものである。

【「まち」×「みどり」のおさんぽコース】
　・所沢のまちのにぎわいと美しく豊かなみどりを結ぶ10のコースをおさんぽ
　　コースとして広く紹介する。
　・にぎやかなまちから一歩足を伸ばすと狭山丘陵の美しいみどりと湧水がつ
　　くりだす水辺、武蔵野の面影を残す林や農地が広がる所沢を市内外の多く
　　の人に歩いて楽しんでもらうことができるコースとなっている。

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

観光・にぎわ
い

基
本
方
針

にぎわい拠点の創出・活性
化コード 531

根拠法令等 所沢市産業振興ビジョン

事業名 「まち」×「みどり」のおさんぽコース道標等整備事業
なし

事業費総額 ７,８００ 千円

総合計画の体系
章

魅力・元気・
文化を誇れる
まち

節

　県内においては、秩父市等が同様の事業を行っている。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 産業経済部　商業観光課

7 1 3 説明 観光振興費

-
 
9
9
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出 1,600 1,600 1,600

計 1,600
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 74 にぎわいトコロ創出支援事業補助金 1,600

本事業は、人と人、物が巡りあうことのできる地域の特性を生かしたにぎわ
い拠点（にぎわいトコロ）の創出・活性化に向けた事業を行うものに対し、事
業費の一部を補助するものである。

市内の様々なにぎわい拠点の創出、活性化を支援するとともに、それらを繋
ぐ公共交通等の利用を推進することでマイカー移動では生まれなかった街中か
ら市内全域に広がる新たな人流を作り出し、そこから発生する出会いやにぎわ
いによってまちの魅力向上を図るものである。

【実施概要】
　・補助金名：にぎわいトコロ創出支援事業補助金
　・対 象 者：市内の団体等
　・対象事業：営利を目的としない以下の事業を対象とする。
　　　　　　　①にぎわい拠点づくり事業
　　　　　　　②にぎわい拠点等を周知ＰＲする事業
　　　　　　　③にぎわい拠点への移動手段をマイカー以外にシフトする事業
　・対象経費：事業費、宣伝費、印刷費等
　・補 助 率：2/3（補助限度額：上限20万円）

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

観光・にぎわ
い

基
本
方
針

にぎわい拠点の創出・活性
化コード 531

根拠法令等 ―

事業名 にぎわいトコロ創出支援事業
なし

事業費総額 １,６００ 千円

総合計画の体系
章

魅力・元気・
文化を誇れる
まち

節

　志木市及び千葉県松戸市において、類似する取組が行われている。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 産業経済部　商業観光課

7 1 3 説明 観光振興費

-
 
1
0
0
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

17 02 事業用備品費 473

修繕料（施設） 1,100

計

12 74
所沢市観光情報・物産館施設維持管
理業務委託料

9,983

16 81
ＰＦＩ事業費割賦分（所沢市観光情
報・物産館）

予算額(千円)

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)
10 01 消耗品費 204

20 繰入金 地域産業活性化基金繰入金 28,416

10 05

施設運営を切り離したＰＦＩ手法、民間企業と共同した施設の整備や市の魅
力発信などの取組は、全国的にも先駆的な事例である。

本事業は、所沢市観光情報・物産館を本市の観光資源や特産品等の魅力発信
拠点として運営し、効果的に活用していくものである。

【これまでの主な取組】
　・平成29年度：基本計画策定業務、ＰＦＩ導入可能性調査及びＰＦＩ募集要
　　　　　　　　項作成
　・平成30年度：施設の解体・改修工事、ＰＦＩ事業者の選定及び施設の設計
　　　　　　　　業務
　・令和元年度：ＰＦＩ事業者による設計・建設業務
　・令和 2年度：運営を担う指定管理者の選定及び指定
　・令和 3年度：令和3年5月29日「所沢市観光情報・物産館」開館
　・令和 4年度：ＹＯＴ－ＴＯＫＯ1周年祭の開催、ＰＦＩ事業1年点検の実施

【今後の取組】
　・指定管理者による適正かつ効果的な管理運営及び活用
　・令和6年度からの指定管理者の指定

１１７,７４９ 千円

総合計画の体系

事  業  概  要  調  書

一般会計 産業経済部　商業観光課

7 1

にぎわい拠点の創出・活
性化

章
魅力・元気・
文化を誇れる
まち

3 説明 観光振興費

コード 531

根拠法令等
地方自治法、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進
に関する法律、所沢市観光情報・物産館条例

事業名
「所沢市観光情報・物産館」活用事業（COOL JAPAN FOREST構想事
業）

事業費総額

節
観光・にぎわ
い

基
本
方
針

22 諸収入
所沢市観光情報・物産館電
気使用料等受入金

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

款 款 名 称 科 目 名 称

歳
　
　
　
出

11 08

5,307

10 07 光熱水費 9,300

計

修繕料（備品等） 550
10 06

火災保険料 52
12 01 清掃委託料 644

所沢市観光情報・物産館管理委託料 65,558

117,749

歳出 51,732 51,746 51,760

令和6年度(千円)

29,885

22 諸収入

31,213

令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入 30,834 31,023

12 71

所沢市観光情報・物産館指
定管理者納付金

14,508

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

48,291

歳
　
入

22 諸収入
旧コンポストセンター跡地
内滞水池電気使用料等受入
金

60

-
 
1
0
1
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出 3,898

計 6,040
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

　熊谷市、川口市、草加市、朝霞市、八潮市、東京都世田谷区等で景観計画の
改定を行っている。

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

12 49 景観計画改定支援業務委託料 6,000歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

7 02 謝礼 40

本事業は、市民が誇りと愛着を持つ本市の「所沢らしい景観」をより積極的
に保全するため、策定から10年が経過した景観計画の改定を進め、地域特性を
踏まえたきめ細やかな景観形成を図るものである。

具体的には、現行計画から更に地域の特性を捉えて周辺と調和した景観を目
指す内容や三ケ島工業団地周辺地区等での新たな大規模施設への景観上の配慮
に対応した内容の付加などを行う。
　
【令和5年度の取組】
　・狭山丘陵の特徴的なみどりの景観を積極的に保全するために付加する配慮
　　事項の新設
　・三ケ島工業団地周辺地区等で今後新たに立地が進む産業系の大規模施設に
　　対し、周辺との調和と圧迫感の軽減等を図る色彩基準及び配慮事項の新設
　・既存のゾーンにおける近年の色彩トレンド等を踏まえた色彩基準の更新
　
【令和6年度の取組】
　・景観計画改定の素案作成、パブリックコメントの実施
　・景観計画本編及び概要版のデザイン、原稿作成及び印刷

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

行政経営

基
本
方
針

将来都市像の実現に向けた
計画行政の推進コード 741

根拠法令等
景観法、所沢市ひと・まち・みどりの景観条例、所沢市ひと・ま
ち・みどりの景観計画

事業名 景観計画改定事業
・公募市民（3人）を含む所沢市景観審議会による審議
・市民意識調査での景観に係るアンケート実施
・改定景観計画の素案策定段階でのパブリックコメント手続の実
　施事業費総額 ６,０４０ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 街づくり計画部　都市計画課

8 4 1 説明 都市計画事務費

-
 
1
0
2
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・内容・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 58,000
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

21 31 市内循環バス運行事業補償料 58,000

科 目 名 称 予算額(千円)
根拠法令等 所沢市マチごとエコタウン推進計画

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称

計

節 低炭素社会

基
本
方
針

エネルギー使用に伴う環境
負荷の低減コード 412

交通政策費

事業名 ところバスＥＶ導入事業
なし

事業費総額 ５８,０００ 千円

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

本事業は、ところバスの運行に伴う温室効果ガスを削減するため、電気バス
を導入するものである。

現在、ところバスは予備車を含め全12台の車両で運行しているが、令和5年度
に試験的に追加で電気バスを1台導入するものである。

なお、本事業は、本市が掲げるゼロカーボンシティの実現に寄与するもので
ある。

【実施概要】
　・電気バス1台購入：車両購入、充電施設整備はところバス運行事業者(西武
　　　　　　　　　　 バス）が行い、市は運行補償料として支払を行う。

【購入に係る経費】
　・車両購入費（装備品等を含む）　　32,000千円
　・充電施設整備費　　　　　　　　　26,000千円
  　計（運行補償料）　　　　　　　　58,000千円

・久喜市：電気バスの導入(令和3年2月)
・新座市：電気バスの導入(令和5年4月予定)

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 街づくり計画部　都市計画課

8 4 1 説明

-
 
1
0
3
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 16,506
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

12 68
魅力ある街なか空間創出推進事業支
援業務委託料

16,500歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

11 01 通信運搬費 6

本事業は、人を中心にしたマチづくりの実現に向け、街なかの回遊性や賑わ
いを創出するため、令和4年度に引き続き社会実験を実施するとともに、地区の
特性を生かした具体的な取組を検討するなど、官民連携による魅力ある空間の
創出を目指すものである。

なお、本事業は、令和4年度の「パブリック空間創出・利活用推進事業」につ
いて、名称変更したものである。

【令和4年度の実績】
　・社会実験の実施（銀座中央広場、秋田家住宅）と効果の検証

【令和5年度の取組】
　・グランドデザイン実現に向けたロードマップ策定
　・街づくりのプレーヤー（担い手）の発掘及び育成
　・エリア将来像の具体的な取組の検討
　・社会実験の実施、効果の検証
　・意見交換会等の実施

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

土地利用

基
本
方
針

計画的かつ合理的な土地利
用の推進コード 611

根拠法令等
都市計画法、都市再生特別措置法、所沢市都市計画マスタープラ
ン、所沢駅周辺グランドデザイン

事業名 魅力ある街なか空間創出推進事業
　官民連携体制の構築に向けた意見交換会等を実施する。

事業費総額 １６,５０６ 千円

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

節

東京都豊島区、愛知県岡崎市、愛知県豊田市等において、公園や街路空間な
どを活用した街なかの回遊性や賑わいの創出に向け、地域の特性に応じた取組
を進めている。

事  業  概  要  調  書

一般会計 街づくり計画部　都市計画課

8 4 1 説明 都市計画事務費

-
 
1
0
4
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

添付資料
　・元町交差点改良事業位置図

歳入
歳出 55,000

計 11,189
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

7,000

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 50 設計委託料 11,189

科 目 名 称 予算額(千円)

20 繰入金
中心市街地再開発整備基金
繰入金

7,000
根拠法令等 道路法、都市計画法

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称

計

節 市街地整備

基
本
方
針

所沢駅周辺のにぎわいのあ
るまちづくりの推進コード 621

中心市街地整備費

事業名 元町交差点改良事業
なし

事業費総額 １１,１８９ 千円

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

所沢駅周辺では、所沢駅西口土地区画整理事業区域内において、広域集客型
商業施設が令和6年秋の開業を目指しており、開業後、来店者が自動車で来店す
ることに伴う周辺道路の交通渋滞が危惧されている。

このことから、渋滞傾向の高いファルマン通り交差点への負荷を低減させる
ことを目的として、金山町交差点から銀座通りに侵入してきた車両について、
当該元町交差点から南北に通る稲荷林西富線及び所沢駅前を東西に通る都市計
画道路所沢村山線が交わる一本木交差点を経由した商業施設への来店を導くた
めに、元町交差点に右折帯又は右折避譲帯を整備するものである。
　令和5年度は、交差点の改良に必要な測量及び交差点設計を実施する。

【令和5年度以降の取組】
　○令和5年度
　　・測量及び設計委託：現地測量（平面）、路線測量、交差点詳細設計及び
　　　　　　　　　　　　物件調査（附帯工作物）
　○令和6年度
　　・交差点改良工事：車道右折帯整備、街渠整備、舗装打替、信号機移設、
　　　　　　　　　　　電線共同溝移設、道路標識新規設置工事  等

他の自治体においても、広域集客型商業施設の開業等の理由により交通渋滞
緩和対策として交差点の改良を実施している。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 街づくり計画部　市街地整備課

8 4 6 説明

-
 
1
0
5
 
-



元町交差点改良事業 位置図

所沢まちづくり
センター
中央公民館

元町
交差点

交差点改良工事
施工箇所

至国道
４６３号

至 一本木交差点

至
金山町交差点

-
 
1
0
6
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

中心市街地整備費

節 市街地整備

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 街づくり計画部　市街地整備課

8 4 6 説明

銀座地区の県道川越所沢線（銀座通り）沿線のマンション建築では、「所沢
市中心市街地街並み整備計画」（平成7年3月作成）に基づき、県道から5mを歩
行空間として自主後退している。

本事業は、これらのマンションが隣接し、その敷地境界に建設されている自
主後退部分の民地境界ブロック塀の撤去（改修）工事を行い、歩行空間の連続
性を確保することにより、人を中心にした歩きやすいマチづくりや賑わいの創
出につなげるものである。

【令和5年度の取組】
　・令和4年度に「パブリック空間創出・利活用推進事業」（都市計画課所管）
　　の一環として、銀座地区にあるマンション居住者を対象とする意向調査を
　　実施した。この調査結果を参考に、当該工事に対する意向を確認し、所有
　　者等と協議・調整したうえで撤去（改修）工事（2か所を想定）を行う。

他の自治体においても、街路空間や歩道空間等を活用した歩行者空間の整備
充実やマチなかの回遊性や賑わいの創出に向け、地域の特性に応じた取組を進
めている。

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

事業名 出歩きストリート創出（歩行空間整備）事業

事業費総額 １,２００ 千円

款 名 称 科 目 名 称

コード 621

根拠法令等 都市計画法、道路法

基
本
方
針

所沢駅周辺のにぎわいのあ
るまちづくりの推進

歳
　
入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

予算額(千円)

20 繰入金
中心市街地再開発整備基金
繰入金

1,000

款

計 1,000
節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

14 35 ブロック塀等撤去改修工事 1,200

計 1,200
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

添付資料
　・出歩きストリート創出（歩行空間整備）事業ブロック塀等撤去箇所

歳入
歳出

-
 
1
0
7
 
-



 

Ｐ Ｐ 

Ｐ 

 

自主後退部分 

一部撤去予定箇所 

出歩きストリート創出（歩行空間整備）事業  ブロック塀等撤去箇所 

元町 
交差点 

ファルマン通り 
交差点 

-
 
1
0
8
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

本事業は、都市内移動の低炭素化転換、脱マイカー（所有から共有）への機
運醸成のため、ＥＶ（電気自動車）シェアリングの利用促進を図り、マチなか
における自家用車抑制による低炭素化及び良好で快適な住環境を形成するもの
である。

具体的には、シェアリングカーにおいて市内実績のある民間事業者と連携
し、従来型の内燃車ではなくＥＶによるカーシェアリングを促進することでＥ
Ｖの普及理解にもつなげるものである。

令和5年度は、旧・日東地域子ども広場（東町）において初動支援を行い、そ
の後、他地区や既存の民間敷地設置のカーシェアリング車についてもＥＶへの
転換を促進する。
　なお、本事業は、ゼロカーボンシティ実現に寄与するものである。

【令和5年度の取組】
　○「ゼロカーボンシティ」に係る事業
　　・ＥＶシェアリングカー導入のための充電設備接続のための負担
　　・ＥＶカーシェアリング（アプリ）利用促進調査（ニーズ調査）及び結果
　　　分析のための負担
　　・旧・日東地域子ども広場の擁壁改修及び敷地緑化等工事

○シェアリングカー導入促進事例
　・市公用車としての活用：東京都狛江市、大阪府堺市及び福岡県福岡市
　・公営住宅敷地内駐車場の活用：神奈川県川崎市及び大阪府

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 街づくり計画部　市街地整備課

8 4 6

コード 412

説明 中心市街地整備費

節 低炭素社会

基
本
方
針

事業名 脱マイカー・エコマチシェアリング促進事業

根拠法令等 都市計画法、道路法、所沢市マチごとエコタウン推進計画

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

なし

事業費総額 ３,７７０ 千円

エネルギー使用に伴う環境
負荷の低減

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

20 繰入金
中心市街地再開発整備基金
繰入金

3,000

3,000
節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

3,00014 36
旧日東地域子ども広場擁壁改修等工
事

計

18 41 ＥＶカーシェアリング促進負担金 770

令和8年度(千円)
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

828 528

歳入 151 151

歳
　
　
　
出

計 3,770

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

添付資料
　・脱マイカー・エコマチシェアリング促進事業実施箇所図

令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

歳出 528

-
 
1
0
9
 
-
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西
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ファルマン通り交差点

御幸町

EV設置場所
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（イメージ図）

Ｎ

脱マイカー・エコマチシェアリング促進事業　実施箇所図

-
 
1
1
0
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 街づくり計画部　市街地整備課

8 6 1 説明 市営住宅維持費

事業名 市営住宅松郷団地施設整備事業

事業費総額 １２２,６５０ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 財政運営

基
本
方
針

公共施設マネジメントの推
進コード 754

根拠法令等 公営住宅法、所沢市営住宅条例、所沢市公共施設長寿命化計画

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

本事業は、昭和42年から昭和44年に建築された所沢市営住宅松郷団地につい
て、屋上防水及び給水等設備が修繕時期を迎えており、当該団地の予防保全に
よる機能回復により適切に建物を維持管理する必要があるため、改修工事を行
うものである。
　
【整備概要】
　・整備施設：松郷団地1、2、3号棟
　・整備内容：屋上防水改修工事及び給水等設備改修工事

【過去の改修工事の実績】
　・給水等設備（平成9年度）
　・屋上防水（平成10年度）
　

計
細 　節 　名 　称 予算額(千円)

14 02 施設改修工事(施設整備事業分) 122,650

計 122,650
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

他の自治体においても、公営住宅の維持管理を図るため、改修工事を行って
いる。

歳入
歳出

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

-
 
1
1
1
 
-



款 項 目 01

③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

下水道事業会計負担金（土地）
物件移転等補償料（道路）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出 3,868,017 2,316,784 1,401,392

1,504,698計
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

18 44 土地区画整理事業推進支援補助金（土地） 636,566

02 162,973

14 32 若松町地区公園整備工事（土地） 67,091
16 51 用地購入費（道路・土地） 323,006

12 56 土地利用転換推進業務委託料（土地） 88,580
14 31 所沢駅東口入口交差点改良工事（土地） 52,965

除草作業委託料（道路） 6,000
12 52 登記委託料（道路） 1,500

80
11 05 不動産鑑定料（道路・土地） 3,301
10

238,900

277,800
516,700

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

根拠法令等
都市計画法、道路法、土地区画整理法、所沢市街づくり条例、所
沢市都市計画マスタープラン

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

款 款 名 称
本事業は、市域を総合的に捉え、都市機能の無秩序な拡散防止と自然環境と

の調和に配慮しながら地域の活性化を図るため、計画的かつ適正な土地利用転
換を目指すものである。

【これまでの主な取組】
　○旧暫定逆線引き地区
　　・各地区の方向性に応じ、地権者への説明会の開催及び事務手続等につい
　　　て、県及び関係各課との調整を行った。
　○土地利用推進エリア
　　・地権者への説明会の開催及び事業手続等について、県及び関係各課との
　　　調整を行った。
 
【令和5年度の主な取組】
　○旧暫定逆線引き地区
　　・市街化区域編入された地区　：円滑な土地区画整理事業の実施のため、
　　　　　　　　　　　　　　　　　土地区画整理組合への支援等を行う。
　　・市街化区域編入を目指す地区：土地区画整理事業の実施に向けて、地権
　　　　　　　　　　　　　　　　　者組織への支援、法的手続等を行う。
　○土地利用推進エリア
　　・市街化区域編入を目指し、土地区画整理事業の実施に向けて、地権者組
　　　織への支援、法的手続等を行う。また、新設道路に係る用地取得を行
　　　う。

21

23 市債

01

節 土地利用

基
本
方
針

計画的かつ合理的な土地利
用の推進コード 611

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

事業名 土地利用転換推進事業
【旧暫定逆線引き地区】
　・富士見市：水子地区、三芳町：富士塚地区（市街化区域編入）
【産業系土地利用転換】
　・狭山市：上広瀬西久保地区、柏原鳥之上地区（土地区画整理事業）
　・坂戸市：坂戸西インター周辺入西東部地区（土地区画整理事業）

事業費総額 １,５０４,６９８ 千円

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

事  業  概  要  調  書

一般会計 街づくり計画部　市街地整備課

8 2・4 3・4 説明 道路新設改良等工事費・01土地区画整理事務費

　地権者に対し事業実施へ向けた説明会等を実施する。

18 45
北秋津・上安松土地区画整理事業公共施
設管理者負担金（土地）

120,000

18 46 42,636

科 目 名 称 予算額(千円)

歳
入 23 市債 土地利用転換推進事業債

計

歳
　
　
　
出

道路新設改良事業債

消耗品費（道路）

12 16

-
 
1
1
2
 
-



款 項 目 01

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

③市民参加の実施の有無とその内容
なし

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
添付資料
　・日東地区骨格道路位置図

款 名 称 科 目 名 称

繰入金
中心市街地再開発整備基金
繰入金

歳出 10,003 231,776 296,168

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

計 3,517

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

11 01 通信運搬費 3

12 50 設計委託料 3,416

3,000

歳
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

10 07 光熱水費 98

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

・川口市：川口1丁目1番第一種市街地再開発事業（組合施行）
　（平成17年度事業完了）
・鳥取県米子市：法勝寺町商店街　ほっしょうじ通り
　（歩行者専用道路の路面整備等)

現在、東町の一部において進められている所沢東町地区第一種市街地再開発
事業（組合施行）では、都市計画道路中央通り線の歩道空間について、歩行者
の安全で快適な空間の確保や賑わいの拠点としての活用に向けた整備を行っ
た。

令和5年度は、市街地再開発組合の解散及び事業の完了に向け、組合に対して
引き続き必要な助言・支援等を行うものである。

また、日東地区内の骨格となる道路整備については、思わず歩きたくなる空
間の創出など、整備後の沿道の在り方も含めて人を中心にしたマチづくりを検
討し、令和5年度は路線測量等を行い、用地取得に向けた権利者との交渉を進め
ていく。
　
【これまでの主な取組】
　○所沢東町地区第一種市街地再開発事業
　　・平成26年 7月：都市計画決定（市街地再開発事業）
　　・平成27年10月：組合設立・事業計画認可（埼玉県知事）
　　・平成30年 2月：権利変換計画認可
　　・平成31年 1月：施設建築物建築工事着手
　　・令和 4年 1月：施設建築物建築工事完了
　　・令和 5年 3月：道路整備工事完了予定
　○日東地区骨格道路整備事業
　　・平成26年度：整備計画検討調査（現地測量）
　　・平成27年度：建物等物件調査　外
　　・令和 3年度：土地評価
　　・令和 4年度：不動産鑑定（検証鑑定）及び用地測量

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 予算額(千円)

20 3,000

計

市街地整備

基
本
方
針

所沢駅周辺のにぎわいのあ
るまちづくりの推進コード 621

根拠法令等 都市計画法、都市再開発法、道路法

＜実施スケジュール＞
　○所沢東町地区第一種市街地再開発事業
　　・令和5年11月：組合解散、事業完了

　○日東地区骨格道路整備事業
　　・令和5年度：路線測量
　　・令和6年度：建物等物件調査、市道認定
　　・令和7年度：用地購入、登記委託
　　・令和8年度：用地購入、登記委託

事業名 日東地区まちづくり事業

事業費総額 ３,５１７ 千円

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

節

事  業  概  要  調  書

一般会計 街づくり計画部　市街地整備課

8 4 6 説明 中心市街地整備費

-
 
1
1
3
 
-
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款 項 目 01

③市民参加の実施の有無とその内容

なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
添付資料

歳入
歳出 1,860 1,860 1,860

計 50,001
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

1

14 37 ファルマン通り交差点改良工事 50,000

計 50,000

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

11 01 通信運搬費

市債 日東地区まちづくり事業債 45,000
歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

20 繰入金
中心市街地再開発整備基金
繰入金

5,000

23

所沢駅周辺のにぎわいのあ
るまちづくりの推進コード 621

根拠法令等 都市計画法、道路法

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

ファルマン通り交差点は、旧町地区の住民が災害時等に所沢航空記念公園へ
向かう重要な中継地点にありながら、交通渋滞や安全性の面で多くの課題を抱
えている。そのため、所沢東町地区第一種市街地再開発事業で整備する都市計
画道路中央通り線（県道久米所沢線区間）の整備時期に合わせてファルマン通
り交差点の改良整備を行い、交差点処理能力と安全性の向上を図るものであ
る。

交差点改良整備については、令和6年秋に予定されている所沢駅西口土地区画
整理事業区域内の新たな商業施設の開業前に交差点本線の切替えを目指してい
る。

令和5年度は、令和4年度に引き続き交差点の改良工事（第2期）を実施すると
ともに、本事業と合わせて再開発事業区域内の広い歩道空間の利活用に向けた
本格的な整備及び、交差点周辺の無電柱化整備工事を行うことにより、歩行者
の安全で快適な空間の確保や賑わいの創出など、人を中心にしたマチづくりを
目指す。

【これまでの主な取組】
　・用地取得：4件（平成30年度～令和4年度）
　・交差点改良測量・設計：現地測量・用地測量・予備設計（平成26年度）
　  　　　　　　　　　　　 詳細設計（令和3年度）
　・交差点改良工事：交差点改良工事（第1期）（令和4年度）
　　　主な工事内容：市道1-4号線（飛行機新道）拡幅部分の車道部、歩道部の
　　　　　　　　　　舗装及び交差点の車線切り替え
【令和5年度の取組】
　・交差点改良（第2期）工事（工事完了）
　　　主な工事内容：交差点部分…舗装・排水構造物設置・植栽等
　　　　　　　　　　再開発歩道空間部分…舗装・天然芝設置等

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

節 市街地整備

基
本
方
針

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

事業名 ファルマン通り交差点改良事業
【第一種市街地再開発事業と街路事業の施行】
　・東京都品川区：大井町駅東口第一地区第一種市街地再開発
　　　　　　　　　事業（平成元年9月工事完了）

事業費総額 ５０,００１ 千円

　・ファルマン通り交差点改良イメージ図

事  業  概  要  調  書

一般会計 街づくり計画部　市街地整備課

8 4 6 説明 中心市街地整備費

-
 
1
1
5
 
-



 

ファルマン通り交差点改良イメージ図 

-
 
1
1
6
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
添付資料
　・ファルマン通り交差点外無電柱化整備工事範囲図

43,204 15,519
歳出 18,487 43,208 35,256

計 69,126
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

　鴻巣市では、鴻巣駅東口Ａ地区第一種市街地再開発事業（組合施行）におい
て、市街地再開発事業区域内の都市計画道路の無電柱化整備を実施した。
　また、「無電柱化を推進する市区町村長の会」の会員自治体（令和4年5月時
点で会員数292自治体、うち埼玉県内の会員は本市を含む11市）において、無電
柱化整備事業を実施している。

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入 18,483

14 34 電線共同溝整備工事 69,122

11 01 通信運搬費 4

日東地区まちづくり事業債

計 68,690

17 県支出金
道路管理者負担金（ファル
マン通り交差点周辺地区）

14,860

23 30,100市債

予算額(千円)

14
分担金及び負担
金

電線共同溝建設負担金 270

16 国庫支出金
無電柱化推進計画事業費補
助金

20,460

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

款 款 名 称 科 目 名 称

コード 621

根拠法令等
都市計画法、道路法、無電柱化の推進に関する法律、電線共同溝
の整備等に関する特別措置法

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

ファルマン通り交差点周辺においては、所沢東町地区第一種市街地再開発事
業（組合施行）に伴う都市計画道路の拡幅に合わせ、ファルマン通り交差点改
良事業を進めている。

本事業は、これらの事業と一体的に無電柱化の整備を行うことにより、県が
進める銀座地区の無電柱化と合わせて、旧町地区における災害時の通行の確
保、歩行者の安全で快適な空間の確保や賑わいの創出など、人を中心にしたマ
チづくりに資するものである。
　令和5年度は、令和4年度に引き続き電線共同溝整備工事を進める。
（国補助：補助率5.5／10）

　＜実施スケジュール＞
　　・令和4年度～令和8年度 ：電線共同溝整備工事
　　・令和9年度～令和10年度：連系管接続・電柱抜柱・舗装工事

事業名 ファルマン通り交差点外無電柱化整備事業

事業費総額 ６９,１２６ 千円

節 市街地整備

基
本
方
針

所沢駅周辺のにぎわいのあ
るまちづくりの推進

事  業  概  要  調  書

一般会計 街づくり計画部　市街地整備課

8 4 6 説明 中心市街地整備費

歳
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

歳
　
入

20 繰入金
中心市街地再開発整備基金
繰入金

3,000

-
 
1
1
7
 
-



 
ファルマン通り交差点外無電柱化整備工事範囲図 

-
 
1
1
8
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

一団地認定制度は、原則として一つの建物は一つの敷地に建築する必要があ
るが、団地のような総合的な設計による場合は、例外的に複数の建物が一つの
敷地にあることを認める制度である。こぶし団地は同制度を活用して建築され
た住宅団地であり、認定区域内において建替え等をする場合は、変更認定を受
ける必要がある。

本事業は、一団地認定を受けている「こぶし団地」について円滑に建替え等
を進めるため、その基準や認定に係る手続について検討するものである。

【実施概要】
　・ステップ1：住民の意識醸成
　・ステップ2：基準案の作成
　・ステップ3：基準の合意形成

【令和5年度の主な取組】
　・住民説明会の開催
　・講師（専門家）を招いての勉強会の開催

　他の自治体においても、一団地認定制度を利用した住宅が建設されている。
歳入
歳出 185 185 185

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

計 185
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

01 通信運搬費 165歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

7 02 謝礼 20

11

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

住宅・住環境

基
本
方
針

安心・安全で良好な住宅や
住環境整備の推進コード 671

根拠法令等 建築基準法

計

歳
　
入

事業名 こぶし団地における一団地認定基準等検討事業
基準や手続の検討に当たっては、住民の理解を得ながら進める

必要があるため、自治会等と協力しながら基準づくりを進める。

事業費総額 １８５ 千円

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 街づくり計画部　建築指導課

8 1 1 説明 建築指導・建築確認費

-
 
1
1
9
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

章
未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 行政経営

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 街づくり計画部　建築指導課

8 1 1 説明 建築指導・建築確認費

コード 744

根拠法令等 建築基準法

事業名 建築基準法に基づく道路台帳情報のＧＩＳ化事業

事業費総額 ４,２０４ 千円

総合計画の体系

予算額(千円)

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくり

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

歳
　
　
　
出

節
計

細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 66 道路台帳電子化業務委託料 4,204

計 4,204
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

平成22年に施行された改正建築基準法では、市（特定行政庁）は道路台帳を
整備することとされており、本市は昭和50年代に作成した道路情報を書き込ん
だ約1,300枚の公図を台帳と位置付けている。

この公図には、約1,400km以上の道路と750件以上の情報が書き込まれている
ため、情報資産の保護、業務効率化及び市民サービスの向上を目的として、電
子化を行うものである。

＜実施スケジュール＞
　・令和5年度：42条1項1号(約478km)及び5号(4,500件以上)情報のＧＩＳデー
　　　　　　　 タ化
  ・令和6年度：42条1項2号(約16km)、3号、2項(約735km)及び43条2項2号(750
　　　　　　　 件以上)の情報のＧＩＳデータ化
 
　※令和6年度以降の所沢市地理情報システムに統合型ＧＩＳの採用が検討され
　　ているため、ＧＩＳデータ化のみ実施する。

　

県内12特定行政庁で、本市以外は道路台帳を電子化しており、そのうち6市が
ホームページでＧＩＳ公開をしている。 歳入

歳出 8,584

-
 
1
2
0
 
-



款 項 目 05 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） なし

　関係権利者、住民への説明会等を行い、事業に対する理解と協
力を得ながら事業を進めている。

20

23

繰入金
中心市街地再開発整備基金
繰入金

20,000

市債
所沢駅ふれあい通り線道路
築造事業債

48,500

歳
　
入

16 国庫支出金
社会資本整備総合交付金(所沢駅
ふれあい通り線道路築造費）

66,000

　都市計画道路所沢駅ふれあい通り線は、主要地方道東京所沢線から所沢駅東
口のくすのき台交差点までの延長780ｍ、幅員20ｍの道路であり、鉄道と立体交
差することにより、駅周辺の慢性的な交通渋滞の解消や東西市街地の一体化を
図るものである。
　このうち、県道久米所沢線から東村山第7号踏切（大踏切）の通りである市道
1‐525号線までの延長約200ｍについて、本事業により建設を進めるものであ
る。
 (国補助：補助率　踏切道改良計画事業　5.5/10、社会資本整備総合交付金
　5.5/10）

【令和5年度の取組】
　・所沢駅ふれあい通り線と鉄道の立体交差化事業の施行に関する協定を西武
　　鉄道と締結
　・所沢市土地開発公社による用地取得及び物件補償の実施
　・所沢駅ふれあい通り線の各種構造物の詳細設計
　・所沢駅ふれあい通り線の工事着手

【債務負担行為】
　・事　項：所沢駅ふれあい通り線立体交差工事負担金
　・期　間：令和6年度から令和10年度まで
　・限度額：8,100,000千円

＜実施スケジュール＞
　・令和5～10年度：整備工事

　多くの自治体において、都市計画道路の整備を行っている。

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

18 42

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円)

計 275,976

歳
　
　
出

所沢駅ふれあい通り線立体交差工事
負担金

100,000

歳出 3,354,118 1,600,040 1,600,040

登記委託料
12

令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入 1,510,080 880,000 880,000

6,000

14 31 道路築造工事 120,000

45,000
12

11 01 通信運搬費 8

12 15

款 名 称 科 目 名 称

41 設計委託料
物件調査委託料

490

踏切道改良計画事業補助金 55,000

51

02 普通旅費
10

国庫支出金

計

01 消耗品費

細 　節 　名 　称
8

2,559

11 05 不動産鑑定料 1,887

189,500
節 細節 予算額(千円)

32

節

予算額(千円)

市街地整備

基
本
方
針

所沢駅周辺のにぎわいのあ
るまちづくりの推進コード 621

章
自然と調和す
る住みよいま
ち

款

根拠法令等
都市計画法、道路法、踏切道改良促進法、社会資本整備総合交付
金交付要綱（国）

16

所沢駅ふれあい通り線道路築造費

事業名 所沢駅ふれあい通り線道路築造事業（１工区）

事業費総額 ２７５,９７６ 千円

総合計画の体系

事  業  概  要  調  書

一般会計 街づくり計画部　所沢駅西口区画整理事務所

8 4 2 説明

-
 
1
2
1
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

なし

事  業  概  要  調  書

一般会計 街づくり計画部　所沢駅西口区画整理事務所

8 4 6 説明 中心市街地整備費

事業名 所沢駅西口地区まちづくり事業

事業費総額 ４７０,３２３ 千円

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

節 市街地整備

基
本
方
針

所沢駅周辺のにぎわいのあ
るまちづくりの推進コード 621

根拠法令等
都市計画法、都市再生特別措置法、社会資本整備総合交付金交付
要綱（国）

449,128

消耗品費

14

科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
社会資本整備総合交付金
（所沢駅周辺地区都市再生
整備計画事業）

47,600

節

款 款 名 称

8

都市再生整備計画事後評価作成業務
委託料

細節

歳
　
　
　
出

細 　節 　名 　称

12 41
所沢駅西口駅前広場埋設物調査等業
務委託料

令和7年度(千円)

予算額(千円)
計

10 01

02 普通旅費 234

89

159,900

5,000

470,323

12 62

歩行者ネットワーク整備工事 406,000

9,000

所沢駅西口地区については、本市の表玄関にふさわしい魅力と活力ある街を
創出するため、所沢駅西口土地区画整理事業との一体的施行による所沢駅西口
北街区第一種市街地再開発事業を行うとともに、計画的な土地利用の誘導によ
るまちづくりを進めている。

また、人を中心にしたまちづくりの実現に向け、駅周辺の回遊性の向上を目
指した歩行者デッキの整備とともに、所沢駅西口駅前広場の整備の検討を進め
ている。
（国補助：補助率　都市再生整備計画事業　4/10）

【これまでの主な取組】
　・所沢駅周辺まちづくり連絡協議会（平成27年度～）
　・所沢駅西口歩行者デッキ（Aデッキ）供用開始（令和3年3月）
　・所沢駅西口北街区第一種市街地再開発事業完了（令和4年度）

【令和5年度の取組】
　・歩行者デッキ（Bデッキ、Cデッキ）整備工事
　・所沢駅西口入口交差点改良工事
　・所沢駅西口駅前広場整備の検討
　・都市再生整備計画事後評価の実施

 ○歩行者デッキの整備と駅前広場の再整備を行っている近隣自治体
　・川越市：川越駅西口

所沢駅西口入口交差点改良工事 50,000

計

歳出
歳入 177,600

104,300

10,128 20,128

32

令和8年度(千円)
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円)

14 33

関係権利者、住民への説明会等を行い、事業に対する理解と協
力を得ながら事業を進めている。

歳
　
入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

20 繰入金
中心市街地再開発整備基金
繰入金

8,000

23 市債
所沢駅西口地区まちづくり
事業債

-
 
1
2
2
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 建設部　道路建設課

8 2 3 説明 道路新設改良等工事費

事業名 道路の環境配慮推進事業
なし

事業費総額 ３００ 千円

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

節 道路

基
本
方
針

生活道路の整備推進
コード 633

根拠法令等 道路法、河川法、土地収用法

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

一般的な道路の整備は、全面アスファルト舗装で施工されることによって、
安全かつ円滑な交通を確保している。しかしながら、街の市街化も含め、多く
の土地がアスファルトやコンクリートで覆われることで、緑の減少やヒートア
イランド現象、河川の氾濫など、環境問題に大きな影響を及ぼしている。

本事業は、今後の道路整備の際に、全面アスファルト舗装の施工を用いずに
安全かつ円滑な交通を確保するための調査・研究を行うものである。

【実施概要】
　・環境に配慮した道路整備の推進に向けた調査
　・講師（専門家）を招いての勉強会及び研究の実施

計
細 　節 　名 　称 予算額(千円)

7 02 謝礼 300

計 300
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

　他の自治体においても、必要に応じて道路の整備を行っている。

歳出
歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

-
 
1
2
3
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
添付資料
  ・県道所沢青梅線狭山湖入口交差点改良事業 案内図

令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入 115,902 101,546

計 124,438
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

歳出 244,119 147,326 50,000

歳
　
　
　
出

節

12 52 登記委託料 1,056

令和6年度(千円)

50,000

05 不動産鑑定料 650
12 42 物件調査委託料 2,000
11

細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)
10 01 消耗品費 14

本事業は、県道所沢青梅線と市道4-5号線及び5-4号線が交差する狭山湖入口
交差点において、埼玉県が県道に右折帯及び歩道の整備を行うことから、市道
においてもクランク状に交差する交差点の改良及び道路整備を行い、交通の円
滑化及び歩行者の安全の確保を図るものである。

なお、本事業の実施に当たっては、埼玉県と協定を結び本市で行っていくも
のであり、令和5年度は県道の拡幅用地部分から取得していく。
（県補助：補助率10/10  県道部分、人件費除く。）

＜実施スケジュール＞
　・令和5年度～令和7年度 ：県道拡幅用地取得
　・令和6年度～令和7年度 ：市道拡幅用地取得
　・令和8年度～令和10年度：県道並びに市道4-5号線及び市道5-4号線道路整備
　　　　　　　　　　　　　 予定
　

計

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

17 県支出金
県道所沢青梅線歩道整備負
担金

124,438

124,438

道路

基
本
方
針

生活道路の整備推進
コード 633

根拠法令等 道路法、土地収用法

事業名 県道所沢青梅線狭山湖入口交差点改良事業
なし

事業費総額 １２４,４３８ 千円

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 建設部　道路建設課

8 2 3 説明 道路新設改良等工事費

他の自治体においても、道路環境の改善を図っており、安心安全な道路整備
を実施している。
【埼玉県が市町に業務委託を行っている事業(川越県土整備事務所管内)】
　・川越市：主要地方道川越所沢線交差点整備事業
　　　　　　一般県道川越越生線交通安全施設整備事業

21 02 物件移転等補償料 96,600

16 55
県道所沢青梅線狭山湖入口交差点改
良用地購入費

24,118

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

-
 
1
2
4
 
-



　県道所沢青梅線狭山湖入口交差点改良事業　案内図　

北野三丁目

三ケ島一丁目

北野南三丁目

下田橋

狭山湖橋

天明橋
第１学校給食センター

三ヶ島分署

所沢中央消防署

東川 北野総合運動場

三ケ島一丁目

県道所沢青梅線

狭山湖入口交差点

市
道
4-5号

線

市
道
5-4号

線

-
 
1
2
5
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） ⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

歳出 100,000 100,000

添付資料
　・市道4-1386号線(上藤沢・林・宮寺間新設道路3工区)築造事業案内図

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入 15,000 15,000

計 47,733

21 02 物件移転等補償料 4,100

12 52 登記委託料 1,353
16 52 市道拡幅用地購入費 39,461

35
11 05 不動産鑑定料 984
12 42 物件調査委託料 1,800

計 35,542

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)
10 01 消耗品費

23 市債 道路新設改良事業債 34,300

根拠法令等 道路法、土地収用法
科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
社会資本整備総合交付金
（道路新設改良等工事費）

1,242

節 道路

基
本
方
針

生活道路の整備推進
コード 633

道路新設改良等工事費

事業名 市道4-1386号線（上藤沢・林・宮寺間新設道路3工区）築造事業
なし

事業費総額 ４７,７３３ 千円

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

他の自治体においても、道路網の充実を図るため、新設道路の築造を行って
いる。

上藤沢・林・宮寺間新設道路は、三ケ島地区の交通の利便性の向上、地域の
活性化及び安心・安全な歩行空間を確保するため、入間市との共同事業として
整備するものであり、国道463号バイパス「上藤沢南」交差点から「浅間山通
り」までの1工区のうち、所沢市分である約464ｍについては、平成30年度に完
了した。また、2工区については、三ケ島工業団地周辺地区において進められて
いる土地区画整理事業の予定区域と重複しているため、所管である街づくり計
画部で取り組んでいる。

本事業は、「林運動場」付近から入間市宮寺の県道所沢青梅線「南矢荻」バ
ス停付近までの所沢市分約368ｍの区間を「上藤沢・林・宮寺間新設道路築造事
業（3工区）」として進めるものであり、令和5年度についても引き続き用地取
得を行っていく。
（国補助：補助率5.0/10）

【これまでの主な取組】
　・令和2年度：用地測量、詳細設計、道路認定、警察協議
　・令和3年度：用地取得
　・令和4年度：用地取得
　
＜実施スケジュール＞
　・令和3～5年度：用地取得
　・令和6～7年度：道路築造工事

事  業  概  要  調  書

一般会計 建設部　道路建設課

8 2 3 説明

-
 
1
2
6
 
-



所沢市道4-1384号線

延長:786m延長:368m

所沢市道4-1366号線

延長:464m

入間市道幹63号線

延長:276m延長:500m延長:242m

　２工区　 　１工区　

　延長:740m　　延長:786m　

　３工区　

　延長:1,110m　

所沢市道4-1386号線 入間市道幹66号線入間市道幹67号線

　市道4-1386号線（上藤沢・林・宮寺間新設道路3工区）築造事業　案内図　

　全延長:2,636m [所沢市:1,618m 入間市:1,018m]　

上藤沢中学校

松林寺

不老川大森調節池

林小学校

県立所沢商業
高等学校

玄祥院
三ヶ島病院

狭山ヶ丘高校
グラウンド

三ヶ島保育園

願誓寺

上藤沢

下藤沢

林三丁目

和ヶ原二丁目

和ヶ原三丁目

林ニ丁目

林一丁目

糀谷

堀之内

主要地方道川越入間線

不
老
川

林川

谷川

禊川

戸川
井

樽

藤沢橋

新藤沢橋

こすず橋

富士見橋

金井沢橋

神橋

突抜橋

中根橋

高根橋

糀谷橋

所
沢
入
間
バ
イ
パ
ス

藤沢南小学校

入間市水道
藤沢配水場

クリーンセンター
所沢市西部

所沢市
林運動場

入間市宮寺

県
道
所
沢
青
梅
線

-
 
1
2
7
 
-



款 項 目 01 ②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

③市民参加の実施の有無とその内容

なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

歳出 20,000 18,340

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

本市を流域に持つ柳瀬川については、埼玉県が河川整備を進めている。しか
し、東川との合流点前後区間は、所沢市と清瀬市が管理者である清柳橋が妨げ
となり、これまで進めてきた柳瀬川と東川の河川整備の効果が十分に発揮でき
ない状況である。

本事業は、今後の浸水被害の軽減を図るために、道路管理者である所沢市と
清瀬市及び河川管理者である埼玉県とともに、当該橋りょうの改築及び接続す
る市道1-900号線の道路改良工事に取り組むものである。
　令和5年度は、橋りょう改築に伴う市道1-900号線の整備を行う。
　
【これまでの主な取組】
　・平成30年度：橋りょう概略設計、橋りょう詳細設計（県発注）
　　　　　　　　市道1-900号線外1路線現況測量及び概略設計
　・令和元年度：橋りょう下部工事（左岸）、護岸工事（左岸）
    　          市道1-900号線用地測量（北側）、
       　       市道1-900号線外1路線詳細設計
　・令和2年度： 橋りょう下部工事(右岸)、護岸工事(右岸)(清瀬市施工)
　　　　 　　　 市道1-900号線用地測量（南側）、用地取得
　・令和3年度： 橋りょう上部工事、市道1-900号線用地取得
　　　　　　　  市道2-4号線道路改良工事
　・令和4年度： 橋りょう上部工事（継続費）、取付道路工事
　　　　　　　  市道1-900号線道路改良工事

＜実施スケジュール＞
　・令和4～7年度：市道1-900号線道路改良工事
　・令和7年度：旧橋撤去工事（県施工） 添付資料

  ・所沢市総合治水対策事業(清柳橋改築事業)案内図

歳入

計 75,000

予算額(千円)

14 35 道路改良等舗装新設工事 70,000

21 02 物件移転等補償料 5,000

63,000計

款 名 称 科 目 名 称

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称

予算額(千円)

23 市債 橋りょう整備事業債 63,000

基
本
方
針

気候変動の影響への適応

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款
根拠法令等 道路法、河川法、土地収用法

事業名 所沢市総合治水対策事業（清柳橋改築事業）

事業費総額 ７５,０００ 千円

総合計画の体系

コード 413
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 低炭素社会

他の自治体においても、河川の拡幅に伴う橋の架け替えを行っ
ている。

事  業  概  要  調  書

一般会計 建設部　道路建設課

8 2 5 説明 橋りょう新設改良費

-
 
1
2
8
 
-



旧清柳橋撤去

新清柳橋築造及び護岸設置

市道2-4号線

市
道
1-
90
0号

線

市道1-900号線道路改良

市道2-4号線道路改良

所沢市総合治水対策事業(清柳橋改築事業)　案内図

-
 
1
2
9
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
　他の自治体においても、都市計画道路の整備を行っている。

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
添付資料
  ・北野下富線道路築造事業案内図

歳出 260,363 260,000 375,000

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入 13,000 13,000 18,000

計 601,416

18 41 北野下富線立体交差設計費負担金 5,000
21 02 物件移転等補償料 119,622

16 32 用地購入費（土地開発公社買戻分） 21,884
16 52 用地購入費 128,446

12 51 登記委託料 4,190
14 31 道路築造工事 297,800

3,351
12 15 物件調査委託料 11,223
12 41 設計委託料 9,900

計 510,800

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)
11 05 不動産鑑定料

23 市債 北野下富線道路築造事業債 509,300

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
社会資本整備総合交付金
（北野下富線道路築造費）

1,500

道路

基
本
方
針

道路整備の推進
コード 631

根拠法令等 都市計画法、道路法

事業名 北野下富線道路築造事業
事業の進捗状況を踏まえ、事業説明会等を開催し、関係者から

意見を聴取する。

事業費総額 ６０１,４１６ 千円

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

節

都市計画道路北野下富線は、中心市街地の交通渋滞の緩和を図るために、本
市の外環状道路として位置付けた国道463号バイパス小手指ヶ原交差点から一般
県道所沢堀兼狭山線下富駿河台交差点までの延長5,500ｍの道路である。

これまでに、小手指ヶ原交差点から岩岡町交差点までと、ラーク所沢前の市
道3-5号線から下富駿河台交差点までの延長4,672ｍの区間が開通している。

今後は、大字北岩岡で交差する都市計画道路松葉道北岩岡線から市道3-5号線
までの延長470ｍ（1工区）と松葉道北岩岡線の同時開通に向けて整備を進め
る。また、岩岡町交差点から松葉道北岩岡線までの延長358ｍ（4工区）の立体
交差区間についても事業を行い、早期の全線開通を目指すものである。
（国補助：補助率5.0/10）

【令和5年度の取組】
　・1工区：道路築造工事及び用地取得
　・4工区：橋りょう実施設計及び工事用搬入路整備工事並びに用地取得

事  業  概  要  調  書

一般会計 建設部　計画道路整備課

8 4 2 説明 北野下富線道路築造費

-
 
1
3
0
 
-



-
 
1
3
1
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

本公園における運営は、一般的な施設管理や利用管理のほか、自然環境の保
全・創出のための自然環境管理が大きな割合を占めるとともに、所沢カル
チャーパーク基本計画に示されている市民と行政のパートナーシップにより進
める必要がある。

本事業は、管理運営に係る公園の質や利用者の利便性の向上について議論す
ることを目的に専門家を招いた市民会議を開催し、今後の施策に繋げていくも
のである。

【所沢カルチャーパークを考える未来会議】
　・開催回数：年4回予定
　・参 加 者：公募による市民　15人

　会議の開催に当たり、参加者を市民から公募する。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 建設部　公園課

8 4 3

都市公園法
科 目 名 称

説明 公園費

事業名 所沢カルチャーパークを考える未来会議事業

事業費総額 ３６６ 千円

総合計画の体系
章

予算額(千円)

コード 423

根拠法令等

歳
　
入

款 款 名 称

計

11

7歳
　
　
　
出

節 細節

01 通信運搬費

謝礼

細 　節 　名 　称

05 記念品

027

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円)
歳入

予算額(千円)

60

300

計

歳出

6

  静岡県浜松市において、公園市民協議会を開催している。

366

令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 みどり・生物

基
本
方
針

みどりと水の保全

-
 
1
3
2
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

　

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

埼玉県をはじめ、他の自治体においても公園築造のため、用地取得を行って
いる。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 建設部　公園課

8 4 3 説明 公園費

事業名 小手指ヶ原公園用地取得事業
なし

事業費総額 ６５,９５４ 千円

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 みどり・生物

基
本
方
針

みどりと水の保全
コード 423

根拠法令等 都市公園法、都市計画法

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

23 市債 公園施設整備事業債 48,300

小手指ヶ原公園は、平成13年3月に都市計画決定した総合公園であり、これま
でに計8筆の用地を取得している。

本事業は、地権者からの買取りの要望が示されたことから、当該公園の築造
に向けて用地を取得するものである。

【取得用地概要】
　・所在：北野二丁目地内（2筆）
　・面積：3,052㎡
　

計 48,300

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

10 01 消耗品費 30

11 05 不動産鑑定料 498

12 56 登記委託料 902

16 52 小手指ヶ原公園用地購入費 64,524

計 65,954
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入
歳出

-
 
1
3
3
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

事  業  概  要  調  書

一般会計 建設部　公園課

8 4 3 説明 北秋津・上安松地区都市緑地保全事業費

事業名 北秋津・上安松地区都市緑地保全事業
緑地保全に当たっては、地元自治会等に対し、都市緑地保全事

業の説明を行い、意見を聴取しながら進める。

事業費総額 ３９３,２６９ 千円

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 みどり・生物

基
本
方
針

みどりと水の保全
コード 423

根拠法令等 都市公園法、都市計画法

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

20 繰入金 緑の基金繰入金 25,090

25,090

本事業は、所沢市みどりの基本計画において、みどりの保全を重点的に推進
する北秋津周辺保全配慮地区に位置付けられているまとまりのある貴重なみど
りを保全するため、用地の取得及び保全管理を行うものである。

【令和5年度の取組】
　・用地取得　約2,857㎡
　・除草等

＜実施スケジュール＞
　・令和5年度～令和8年度：用地取得、除草等

計
細 　節 　名 　称 予算額(千円)

11 05 不動産鑑定料 896

16 除草作業委託料 985

16 51
北秋津・上安松地区都市緑地用地購
入費

391,388

12

計 393,269
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

　他の自治体についても、土地区画整理による緑地保全事業を行っている。

歳出 235,100 351,279 181,623

歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

-
 
1
3
4
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

他の自治体においても、必要に応じて環境保全のための用地を取得してい
る。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 建設部　河川課

8 3 1 説明 河川維持管理費

事業名 みどり映える水辺保全用地取得事業

事業費総額 ５,９０８ 千円

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 みどり・生物

基
本
方
針

みどりと水の保全
コード 423

根拠法令等 土地収用法

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

河川や水路の自然河岸が洗掘等により崩れるなどした場合、これまでは護岸
の整備により治水対策を行ってきたが、工事により河畔林等の貴重な自然が失
われることがあった。

本事業は、治水と生物多様性の環境の保全を両立するため、護岸の整備に替
えて用地を取得することにより、自然河岸を後世に残し、みどり豊かな水辺を
保全するものである。

【取得用地概要】
　・所在：大字坂之下地内
　・面積：968㎡

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

10 01 消耗品費 1

11 05 不動産鑑定料 346

12 13 測量委託料 1,846

12 59 登記委託料 230

16 57 みどり映える水辺保全用地購入費 3,485

計 5,908
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

添付資料
　・みどり映える水辺保全用地取得事業案内図

歳入
歳出

-
 
1
3
5
 
-



38.4

37.3

33.8

31.9

44.8

15.1

みどり映える水辺保全用地取得事業　案内図

用地取得箇所

一般国
道463号

所沢インターチェンジ

中野川

地方卸売市場
所沢総合食品

坂の下
交差点

-
 
1
3
6
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 85,687
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

12 52 登記委託料 800

16 53 消防団第４分団詰所用地購入費 84,500

63,300

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

11 05 不動産鑑定料 387

本事業は、消防団第4分団詰所用地として市が借用し、使用料を支払っている
土地について、所有者から譲渡の意向が示されていること、また、恒久的な財
政支出を抑止する観点から当該用地取得を進めるものである。

【実施概要】
　・不動産鑑定の実施、測量登記委託
　・地権者との交渉、売買契約締結

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

23 市債 防災対策事業債 63,300

危機管理・防
災

基
本
方
針

地域防災体制の強化
コード 161

根拠法令等 消防法、消防組織法

事業名 消防団第４分団詰所借地取得事業
なし

事業費総額 ８５,６８７ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節

他の自治体においても、地域防災力の充実強化として、消防団詰所の整備を
進めている。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 危機管理室

9 1 2 説明 消防団費

-
 
1
3
7
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・内容・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
　なし

歳入
歳出 495 495 495 

計 550
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

38 情報配信システム使用料 495歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

11 02 手数料 55

科 目 名 称 予算額(千円)
根拠法令等 災害対策基本法

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称

計

13

節 行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

災害対策費

事業名 防災ガイド・避難所マップデジタル化事業
なし

事業費総額 ５５０ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

　県内の各市町村では、災害時の避難場所等について周知するため、防災マッ
プ等を作成している。
　また、情報配信ツールを活用した周知にも取り組んでいる。

市民の防災に関する理解を深め、防災意識の高揚を図ることを目的として作
成した防災ガイド・避難所マップについて、多言語化の要望への対応や発行部
数を削減するため、スマートフォンやインターネットで閲覧できるようデジタ
ル化を行う。

【実施概要】
　・日本語のほか、英語、中国語、韓国語、タイ語等への翻訳
　・アプリの活用

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 危機管理室

9 1 3 説明

-
 
1
3
8
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 396
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 78
避難行動要支援者支援システム改修
業務委託料

396

各自治体では、災害対策基本法により、災害時に自ら避難することが困難な
高齢者や障害者等の要配慮者から避難行動要支援者を抽出し、名簿化を行って
いる。

警察、消防、自治会・町内会、民生委員等の支援者へ情報提供を行う際、よ
りリスクの高い避難行動要支援者を把握できるよう、令和4年3月に更新された
所沢市洪水ハザードマップをシステムに取り込み、円滑な避難誘導及び対象者
の安全確保を図るものである。

また、避難行動要支援者の個別避難計画の作成においても、よりリスクの高
い要支援者を優先して作成する等、システムの有効的な活用が見込めることか
ら、改修を行うものである。

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等 災害対策基本法、所沢市地域防災計画

事業名 避難行動要支援者支援システム改修事業
なし

事業費総額 ３９６ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

東松山市、志木市ほか（所沢市と同様のシステムを導入している自治体のう
ち、洪水ハザードマップを取り込んでいる自治体）

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 危機管理室

9 1 3 説明 災害対策費

-
 
1
3
9
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

　

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出 40 1,749 40 

計 1,749
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 80 臨時災害ＦＭ放送局開設委託料 1,749

本事業は、大規模な災害が発生した場合の住民への情報発信手段として、本
市が保有する設備を使用し、臨時かつ一時的にＦＭ放送局を開設するものであ
る。

この度、放送大学の跡地が臨時災害放送局の専用周波数として確保されるこ
ととなり、令和5年度の運用開始に向け、総務省が主催する「放送大学ＦＭ跡地
を利用する臨時災害放送局の効果的な開設・運用に関する調査検討会」が立ち
上げられ、本市がそのメンバーとなった。これにより、令和4年度に調査、検討
及び試験を実施し活用の目途が立ったことから、令和5年度総合防災訓練におい
て、この周波数により実際に臨時災害放送局を開設する訓練を実施するもので
ある。

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

危機管理・防
災

基
本
方
針

地域防災体制の強化
コード 161

根拠法令等 放送法、電波法

事業名 臨時災害ＦＭ放送局開設事業
なし

事業費総額 １,７４９ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節

東京都文京区、北区、練馬区、足立区及び国分寺市においても、上記検討会
に参加している。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 危機管理室

9 1 3 説明 災害対策費

-
 
1
4
0
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

計 146,878

設計委託料 7,046

14 02 施設改修工事（施設整備事業分） 139,832

計 146,878

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 47

本事業は、老朽化する公共施設について、「所沢市公共施設長寿命化計画」
に基づいて計画的に整備し、公共施設の安全上適正な管理を図るものである。

【整備概要】
　・整備施設：南小学校　南校舎棟
　・整備内容：屋上防水改修
　
　・整備施設：北野小学校　屋内運動場
　・整備内容：屋根及び外壁改修

  ・整備施設：椿峰小学校
　・整備内容：屋上防水改修

【委託概要】
　・対象施設：所沢小学校
　・委託内容：太陽光発電設置及び屋上防水改修設計業務

予算額(千円)

20 繰入金 施設整備基金繰入金 42,178

23 市債 小学校施設整備事業債 104,700
歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

財政運営

基
本
方
針

公共施設マネジメントの推
進コード 754

根拠法令等 所沢市公共施設長寿命化計画

事業名 小学校施設整備事業
なし

事業費総額 １４６,８７８ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

 他の自治体においても、必要に応じて施設の整備を行っている。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 教育総務部　教育施設課

10 2 1 説明 小学校施設維持管理費

-
 
1
4
1
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

本事業は、建築後40年以上を経過し、経年により老朽化が進む小中学校につ
いて、「所沢市公共施設長寿命化計画」に基づき、築後80年以上使用すること
を目的として、長寿命化改修を実施するものである。

実施に当たっては、同計画で令和12年度までの第Ⅰ期に改修を計画している
上新井小学校、安松小学校及び林小学校について基本設計業務委託を実施し、
改修順位と改修内容を決定の上で事業を進め、以降同様に整備を進めるもので
ある。

なお、本事業の工事に関しては、文部科学省の学校施設環境改善交付金を活
用する予定である。

【主な取組】
　

　他の自治体においても、同様に長寿命化改修事業を進めている。 歳入 100,000 333,000
歳出 40,000 350,000 1,070,000

計 75,000
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 47 設計委託料 75,000

なし

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

千円

総合計画の体系

予算額(千円)

財政運営

基
本
方
針

公共施設マネジメントの推
進

2 1

コード 754

根拠法令等 所沢市公共施設長寿命化計画

事業名 学校施設長寿命化改修事業（公共施設マネジメント推進事業の一環）

事業費総額 ７５,０００

説明 小学校施設維持管理費

章
未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 教育総務部　教育施設課

10

R5 R6 R7 R8 R9 R10

1校目 基本設計 実施設計
工事
（1/2）

工事
（2/2）

2校目 基本設計 実施設計
工事
（1/2）

工事
（2/2）

3校目 基本設計 実施設計
工事
（1/2）

工事
（2/2）

-
 
1
4
2
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出 302,400 302,400 290,250

令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

100,800 96,750　他の自治体においても、照明設備のＬＥＤ化を実施している。

計 12,150
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円)

本事業は、校舎に設置されている既存照明のＬＥＤ化を実施し、二酸化炭素
の排出削減及び光熱費等の維持管理費の縮減を図ることにより、本市が掲げる
ゼロカーボンシティの実現に寄与するものである。

なお、本事業の工事に関しては文部科学省の学校施設環境改善交付金を活用
する予定である。

【整備概要】
　　長寿命化改修の計画対象校（2校）を除く小中学校45校について、令和8年
　度までに校舎既存照明のＬＥＤ化を実施する。
　・対象施設：小学校30校、中学校15校の校舎
　・整備内容：既存照明をＬＥＤ照明に改修する。
　
＜実施スケジュール＞
　・令和5年度　 ：設計　15校
　・令和6・7年度：設計　15校、工事15校
　・令和8年度　 ：工事　15校

歳入 100,800

44
中学校ＬＥＤ化整備事業設計業務委
託料（中学校）歳

　
　
　
出

12 44
小学校ＬＥＤ化整備事業設計業務委
託料（小学校）

8,100

12 4,050

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

なし

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

千円

総合計画の体系

予算額(千円)

低炭素社会

基
本
方
針

エネルギー使用に伴う環境
負荷の低減

2･3 1

コード 412

根拠法令等 所沢市マチごとエコタウン推進計画

事業名 小中学校校舎照明ＬＥＤ化事業

事業費総額 １２,１５０

説明 小学校施設維持管理費・03 中学校施設維持管理費

章
みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 教育総務部　教育施設課

10

-
 
1
4
3
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 144,254
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

144,254

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

14 02 施設改修工事（施設整備事業分） 144,254

　本事業は、老朽化する公共施設について、「所沢市公共施設長寿命化計画」
に基づいて計画的に整備し、公共施設の安全上適正な管理を図るものである。

【整備概要】
　・整備施設：安松中学校　普通教室棟
　・整備内容：外壁改修

　・整備施設：狭山ケ丘中学校　普通教室棟、特別教室棟
　・整備内容：屋上防水及び外壁改修

 
　

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

20 繰入金 施設整備基金繰入金 144,254

財政運営

基
本
方
針

公共施設マネジメントの推
進コード 754

根拠法令等 所沢市公共施設長寿命化計画

事業名 中学校施設整備事業
なし

事業費総額 １４４,２５４ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

　他の自治体においても、必要に応じて施設の整備を行っている。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 教育総務部　教育施設課

10 3 1 説明 中学校施設維持管理費

-
 
1
4
4
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

事  業  概  要  調  書

一般会計 教育総務部　教育施設課

10 2 1 説明 小学校施設維持管理費

事業名 学校施設太陽光発電設備設置事業
なし

事業費総額 ２３２,２１０ 千円

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 低炭素社会

基
本
方
針

エネルギー使用に伴う環境
負荷の低減コード 412

根拠法令等
地球温暖化対策の推進に関する法律、所沢市マチごとエコタウン
推進計画

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金 学校施設環境改善交付金 60,000

本事業は、屋上防水改修工事を実施した学校に速やかに太陽光発電設備を設
置するものである。

これにより、二酸化炭素の排出削減に向けた再生可能エネルギーの活用を促
進し、本市が掲げるゼロカーボンシティの実現に寄与するものである。
（国補助：補助率1/2）

【実施対象校】
　・明峰小学校
　・三ケ島小学校

【令和4年度の取組】
　・太陽光発電設備設置工事設計

＜実施スケジュール＞
　・令和5年度：太陽光発電設備設置工事施工

23 市債 小学校施設整備事業債 128,900

計 188,900

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

14 01 施設改修工事 232,210

計 232,210
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

　他の自治体においても、必要に応じて施設の整備を行っている。 令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入
歳出

-
 
1
4
5
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） ⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし　全国の自治体において、木材を利用した校舎内部改修が行われている。

歳入 23,333 23,333 23,333
歳出 116,532 112,032 116,532

市内中学校は、築後40年以上を経過する建物が多くを占め、生徒が一日の大
半を過ごす校舎内は、これまでも更新等が行われておらず、老朽化が進行して
いる。

本事業は、「所沢市公共施設長寿命化計画」に基づき、学習環境の整備及び
長寿命化を目的として実施するものである。

実施に当たっては、平成26年に「所沢市公共建築物における木材の利用の促
進に関する方針」が定められ、市有施設等において木材利用を推進するものと
されていること及び木材使用による生徒達のストレス緩和や心理・情緒への効
果などを踏まえ改修する。
（国補助：補助率1/3)

【実施対象校】
　・南陵中学校

【令和4年度の取組】
　・基本設計、実施設計業務委託

＜実施スケジュール＞
　・令和5年度：校舎3・4階の工事
　・令和6年度：校舎1・2階の工事
　

計 118,910
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

14 02 施設改修工事（施設整備事業分） 118,910

23,977

23 市債 中学校施設整備事業債 71,500

118,810

なし

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

20 繰入金 森林環境基金繰入金

千円

総合計画の体系

予算額(千円)

16 国庫支出金 学校施設環境改善交付金 23,333

学校教育

基
本
方
針

学校環境整備の推進

3 1

コード 255

根拠法令等
公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律、所沢市公共建築物におけ
る木材の利用の促進に関する方針、所沢市公共施設長寿命化計画

事業名 中学校校舎内部改修（木質化）事業

事業費総額 １１８,９１０

説明 中学校施設維持管理費

章
子どもが大切
にされるまち

節

事  業  概  要  調  書

一般会計 教育総務部　教育施設課

10

-
 
1
4
6
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

23 市債 中学校施設整備事業債 219,500

歳
　
　
　
出

歳
　
入

計 677,641
節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

歳入
令和8年度(千円)

14 45 小学校ＬＥＤ化整備工事（小学校）

歳出

計 833,023
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

418,658

14 34 中学校ＬＥＤ化整備工事（中学校） 395,115

12 69
小学校ＬＥＤ化整備工事監理業務委
託料（小学校）

13,200

12 70
中学校ＬＥＤ化整備工事監理業務委
託料（中学校）

6,050

本事業は、市内小中学校の屋内運動場及び武道場の老朽化した既存照明につ
いてＬＥＤ化を実施し、二酸化炭素の排出削減及び光熱費等の維持管理費の縮
減を図ることにより、本市が掲げるゼロカーボンシティの実現に寄与するもの
である。
（国補助：補助率1/3)

【整備概要】
　・対象施設：市内小中学校47校の屋内運動場及び武道場
　・整備内容：既存照明をＬＥＤ照明に改修する。

【これまでの主な取組】
　・令和3年度：小中学校ＬＥＤ化整備事業調査業務委託
　　　　　　　  小中学校ＬＥＤ化整備事業設計業務委託
  ・令和4年度：プロポーザルによる事業者選定及び契約
　　　   　　　 小学校8校、中学校4校 　設計及び工事
　
＜実施スケジュール＞
　・令和5年度：小学校24校、中学校11校 設計及び工事

16 国庫支出金
学校施設環境改善交付金
（中学校）

107,696

23 市債 小学校施設整備事業債 239,000

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
学校施設環境改善交付金
（小学校）

111,445

学校教育

基
本
方
針

学校環境整備の推進
コード 255

根拠法令等 所沢市マチごとエコタウン推進計画

事業名 小中学校ＬＥＤ化整備事業
なし

事業費総額 ８３３,０２３ 千円

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節

埼玉県西部地域まちづくり協議会（ダイアプラン）構成市全てでＬＥＤ化の
実績があり、日高市においては全て、飯能市及び入間市においては約8割、狭山
市においては約5割の屋内運動場のＬＥＤ化が完了している。

事  業  概  要  調  書

一般会計 教育総務部　教育施設課

10 2・3 1 説明 小学校施設維持管理費・03中学校施設維持管理費

-
 
1
4
7
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・内容・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 97,490
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

14 02 施設改修工事（施設整備事業分） 90,761

97,490

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 43 設計委託料 6,729

本事業は、老朽化する公共施設について、「所沢市公共施設長寿命化計画」
に基づいて計画的に整備し、公共施設の安全上適正な管理を図るものである。

【整備概要】
　・小手指公民館：屋上防水改修工事
　・吾妻公民館　：自動昇降機改修工事
　・山口公民館　：太陽光発電設備設置及び屋根改修工事設計業務委託
　

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

20 繰入金 施設整備基金繰入金 97,490

財政運営

基
本
方
針

公共施設マネジメントの推
進コード 754

根拠法令等 所沢市公共施設長寿命化計画

事業名 公民館施設整備事業
なし

事業費総額 ９７,４９０ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

　他の自治体においても、必要に応じて施設の整備を行っている。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 教育総務部　社会教育課

10 5 2 説明 公民館施設維持管理費

-
 
1
4
8
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

昭和52年に設立された新所沢東公民館は、平成18年に1階部分を増築した2階
建てであるが、市内で唯一エレベーターのない公民館であったため、令和4年度
に設計し、令和5年度に自動昇降機設置工事を行う予定である。

本事業は、自動昇降機設置に伴い、2階を利用する機会の増加が想定される高
齢者や障害者等の利便性及び施設の安全性を図るため、施設の改修を行うもの
である。
　
【改修概要】
　・2階の既存和式トイレを洋式トイレに改修
　・研修室等の開き戸を引き戸に改修

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

歳入
令和7年度(千円)

歳出

計 9,988
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和8年度(千円)

8,900計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

14 01 施設改修工事 9,988

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

23 市債 公民館施設整備事業債 8,900

基
本
方
針

公民館機能の充実
コード 154

根拠法令等
社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、所沢市立公民館設置及び管理条
例施行規則、所沢市障害のある人もない人も共に生きる社会づくり条例

事業名 公民館施設整備事業（新所沢東公民館バリアフリー化改修工事）

事業費総額 ９,９８８ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節
生涯学習・社
会教育

　他の自治体においても、必要に応じて施設の改修を行っている。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 教育総務部　社会教育課

10 5 2 説明 公民館施設維持管理費

-
 
1
4
9
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

　

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

事  業  概  要  調  書

一般会計 教育総務部　社会教育課

10 5 2 説明 公民館施設維持管理費

事業名 小手指公民館太陽光発電設備設置事業

事業費総額 １２１,４４０ 千円

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 低炭素社会

基
本
方
針

エネルギー使用に伴う環境
負荷の低減コード 412

根拠法令等
地球温暖化対策の推進に関する法律、所沢市マチごとエコタウン
推進計画

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

23 市債 公民館施設整備事業債 109,200

本事業は、まちづくりセンター（公民館）において、「所沢市公共施設長寿
命化計画」による屋上防水シート改修に合わせ、太陽光発電設備の設置を行う
ものである。

これにより、災害時の非常用電源の確保を図るとともに、二酸化炭素の排出
削減に向けた再生可能エネルギーの活用を促進し、本市が掲げるゼロカーボン
シティの実現に寄与するものである。
　
【整備概要】
　・太陽光発電システム：想定約73kW
　・蓄電池　　　　　　：想定約32kWh

計 109,200

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

14 01 施設改修工事 121,440

計 121,440
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

　他の自治体においても、必要に応じて施設の整備を行っている。 令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入
歳出

-
 
1
5
0
 
-



款 項 目 04 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

説明 体育事務費

章
健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 教育総務部　スポーツ振興課

10 6 1

コード 353

根拠法令等 運動部活動の地域移行に関する検討会議の提言（国）

事業名 所沢市運動部活動推進事業

事業費総額 ２５０ 千円

総合計画の体系

予算額(千円)

スポーツ推進

基
本
方
針

スポーツ活動の支援と環境
整備

事業の実施に当たり、生徒及び保護者にアンケートを実施す
る。

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

7 02 謝礼 250

白岡市において、令和3年度に試験的に実施された。国の提言によるものであ
り、他の自治体においても同様の事業を実施している。

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

令和2年9月にスポーツ庁から示された「学校の働き方改革を踏まえた部活動
改革について」を受け、令和4年6月にスポーツ庁の審議会である「運動部活動
の地域移行に関する検討会議」により提言がまとめられ、令和5年度から令和7
年度までの3年間が改革集中期間と示された。

本事業は、持続可能な部活動の実現と教師の負担軽減及び地域スポーツの振
興を目的に、休日の部活動の地域移行を段階的に実施するものである。

＜実施スケジュール＞
　・令和5年度：検討会議の開催（全5回）
　・令和6年度：一部試行
　・令和7年度：実施校拡大

歳出

計 250
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

-
 
1
5
1
 
-



款 項 目 05 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出 850 850 850

計 850
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

　他の自治体においても、陸上競技大会を開催している。 令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 56
所沢市スプリントフェスティバル実
行委員会交付金

850

本事業は、公認記録が取れる大会として、陸上競技を通じた生涯スポーツの
普及及び陸上競技に興味をもってもらうことを目的に市民参加型のイベントと
して位置づけ、早稲田大学、所沢市陸上競技協会と連携して実施するものであ
る。

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

スポーツ推進

基
本
方
針

スポーツ活動を通した健
康・体力づくりの推進コード 351

根拠法令等
スポーツ基本法、埼玉県スポーツ推進計画、所沢市スポーツ推進
計画

事業名 （仮称）所沢市スプリントフェスティバル開催事業
なし

事業費総額 ８５０ 千円

総合計画の体系
章

健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 教育総務部　スポーツ振興課

10 6 1 説明 体育事業費

-
 
1
5
2
 
-



款 項 目 05 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

自動車借料
通訳委託料
ボランティア賠償責任保険料
通信運搬費

1,073
264
26
40

13
12
11
11

04
57
14
01

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 教育総務部　スポーツ振興課

10 6 1 説明 体育事業費

事業名 イタリア選手団事前キャンプ受入れ事業(世界水泳2023福岡大会)
なし

事業費総額 ２,０５９ 千円

総合計画の体系
章

健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節 スポーツ推進

基
本
方
針

競技会場の確保や交流機会
の充実コード 352

根拠法令等
スポーツ基本法、埼玉県スポーツ推進計画、所沢市スポーツ推進
計画

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

令和5年7月に開催される世界水泳選手権2023福岡大会に伴い、イタリア選手
団から、本市と早稲田大学に対して事前キャンプ受入れの打診があった。

本事業は、事前キャンプ受入れを想定し、東京2020オリンピック・パラリン
ピック終了後も引き続きスポーツ活動を支援することで、海外のトップアス
リートと触れ合う機会を創出し、第2次スポーツ推進計画の基本方針である「ス
ポーツを＜みる＞＜ささえる＞＜もりあげる＞」の視点からスポーツの推進を
図るものである。

【実施概要】
　・空港からキャンプ地までの移動手段確保
　・歓迎レセプションの開催
　・児童生徒との交流会の開催

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

10
10
8
7
7

02
05
02

08
01

食糧費
消耗品費
普通旅費
記念品
謝礼

275
119
56

166
40

計 2,059
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

他の自治体においても、キャンプ地としてスポーツ選手団の受入れを行って
いる。

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入
歳出

-
 
1
5
3
 
-



款 項 目

①事業の概要 (事業の目的・内容・効果、提案に至った経緯、理由等)
②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

③市民参加の実施の有無とその内容
なし

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳
　
入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

他の自治体においても、公共施設の予約に係るシステム端末機
器の更新を行っている。

【所管課及びシステム設置施設】
  ・経営企画部 企画総務課：男女共同参画推進センターふらっと
　・市　 民　 部 地域づくり推進課：コミュニティセンター･コミュニティ会館
　　　　　　　　　　5館
　・福　 祉 　部 障害福祉課：所沢サン・アビリティーズ
　・福　 祉 　部 地域福祉センター（こどもと福祉の未来館）
　・産業経済部 産業振興課：ラーク所沢
  ・教育総務部 社会教育課：公民館12館（分館を含む。）・社会教育課内
　　　　　　　　　　生涯学習推進センター：生涯学習推進センター
　・教育総務部 スポーツ振興課：体育施設8施設・スポーツ振興課内
　
　

節 細節 細 　節 　名 　称
歳
　
　
　
出

歳入
令和8年度(千円)

歳出 57,984 20,448 20,448

計
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

予算額(千円)
計

款 予算額(千円)款 名 称 科 目 名 称

根拠法令等 ―

本事業は、公共施設予約システムについて、システムを更新するとともに、
使用料支払に関してキャッシュレス等の対応を可能とし、利用者の利便性向上
や更なる円滑化を図るものである。

【債務負担行為】（別紙一覧表のとおり）
　・事　項：公共施設予約システム開発委託料
　・期　間：令和6年度まで
　・限度額：51,168千円

　・事　項：事務機器借料
　・期　間：令和6年度から令和11年度まで
　・限度額：58,560千円

　・事　項：公共施設予約システム利用料
　・期　間：令和6年度から令和11年度まで
　・限度額：43,680千円

＜実施スケジュール＞
　・令和5年10月頃：システム開発を含めた契約締結
　・令和6年12月頃：新システム稼働開始

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 行政経営

基
本
方
針

事業名 公共施設予約システム等更新事業

事業費総額 －　　

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 経営企画部、市民部、福祉部、産業経済部、教育総務部

説明

-
 
1
5
4
 
-



新規事業概要調書　別紙

事項
限度額

（千円）

公共施設予約システム開発委託料 1,599

事務機器借料 1,830

公共施設予約システム利用料 1,365

公共施設予約システム開発委託料 7,995

事務機器借料 9,150

公共施設予約システム利用料 6,825

公共施設予約システム開発委託料 1,599

事務機器借料 1,830

公共施設予約システム利用料 1,365

公共施設予約システム開発委託料 1,599

事務機器借料 1,830

公共施設予約システム利用料 1,365

公共施設予約システム開発委託料 1,599

事務機器借料 1,830

公共施設予約システム利用料 1,365

公共施設予約システム開発委託料 20,787

事務機器借料 23,790

公共施設予約システム利用料 17,745

公共施設予約システム開発委託料 1,599

事務機器借料 1,830

公共施設予約システム利用料 1,365

公共施設予約システム開発委託料 14,391

事務機器借料 16,470

公共施設予約システム利用料 12,285

15 地域福祉センター運営費地域福祉センター 1 一般会計 3 1 1

09 障害福祉施設管理費

産業振興課 1 一般会計 5 1 1 03 勤労者福祉施設費

障害福祉課 1 一般会計 3 1 1

02 生涯学習推進センター費

企画総務課 1 一般会計 2 1 6 05 男女共同参画センター費

生涯学習推進セン
ター

1 一般会計 10 5 5

03 体育施設運営費

地域づくり推進課 1 一般会計 2 1 8 01 自治振興費

スポーツ振興課 1 一般会計 10 6 2

事業
債務負担行為

社会教育課 1 一般会計 10 5 2 02
公民館維持管理費
（社会教育課分）

所属  会計区分 款 項 目 説明

-
 
1
5
5
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　他の自治体においても、必要に応じて施設の改修を行っている。
歳入
歳出

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

計 6,601
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 42 設計委託料 6,601

　施設の老朽化する公共施設について、「所沢市公共施設長寿命化計画」に基
づいて計画的に整備し、公共施設の安全上適正な管理を図るものである。

計

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

20 繰入金 施設整備基金繰入金 6,601

6,601

基
本
方
針

公共施設マネジメントの推
進コード 754

根拠法令等 所沢市公共施設長寿命化計画

事業名 所沢市民武道館太陽光発電設備設置及び屋根改修事業

事業費総額 ６,６０１ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 財政運営

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 教育総務部　スポーツ振興課

10 6 2 説明 体育施設運営費

-
 
1
5
6
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

10
50

113
95

150
普通旅費

01
01

442
3,146

謝礼
期末手当（会計年度任用職員分）3

1

計

02
02
25
21

通信運搬費
消耗品費
費用弁償（会計年度任用職員分）

歳
　
　
　
出

歳
　
入

11
10
8
8
7

歳出 8,527 4,540 1,200

「文化財保存活用地域計画」は、市町村における文化財の保存と活用に関す
る総合的な計画であり、文化財保護法に位置付けられている。

本事業は、「ふるさと所沢」の魅力を分かりやすく市民に伝えるとともに、
地域に存在する文化財を指定・未指定にかかわらず幅広く把握し、その周辺環
境を含めて総合的に保存・活用するために作成するものである。
（国補助：補助率10/10）

＜事業スケジュール＞
　・令和5年度   ：事前把握（既存調査資料の整理・分析など）と資料調査
　・令和6～7年度：地域計画の作成作業
　・令和8年度   ：文化庁の認定と認定済地域計画の印刷発行

【県内の地域計画作成状況】
　・作成済：秩父市、白岡市
　・作成中：さいたま市、川越市、行田市、飯能市、本庄市、東松山市及び春
　　　　　　日部市

2,047

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入 3,855 2,232 450

会計年度任用職員報酬
節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

計

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
文化財保存活用地域計画作
成補助金

2,047

4,006

行政経営

基
本
方
針

将来都市像の実現に向けた
計画行政の推進コード 741

根拠法令等 文化財保護法

21

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

事業名 所沢市文化財保存活用地域計画作成事業
　地域計画作成に当たり、文化財所有者アンケートや地域住民・
関係団体等への聴き取り等を行い地域計画に反映する。

事業費総額 ４,００６ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 教育総務部　文化財保護課

10 5 4 説明 文化財保護費

-
 
1
5
7
 
-



款 項 目 05 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 教育総務部　文化財保護課

10 5 4 説明 市内遺跡発掘調査費

事業名 埋蔵文化財調査報告書作成ソフトウェア更新事業
なし

事業費総額 １,２４８ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等 文化財保護法、埼玉県文化財保護条例、所沢市文化財保護条例

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

埋蔵文化財調査報告書は、発掘調査で検出した遺構や遺物の記録をまとめる
ため、図版の作成や編集作業にソフトウェアを使用している。

本事業は、ソフトウェアについてオフラインで使用可能なクラウド版への更
新を行うものである。

【調査報告書等刊行数】
　・令和元年度～令和4年度：各年度　報告書3冊、年報1冊
　
【令和5年度刊行予定数】
　・報告書3冊、年報1冊

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

13 31 報告書作成用ソフトウェア使用料 1,248

計 1,248
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

【クラウド版の導入例】
　・県内：川口市、入間市、新座市、坂戸市及びふじみ野市
　・県外：公益財団法人山形県埋蔵文化財センター等

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入
歳出

-
 
1
5
8
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

歳出

・秩父市：「旧柿原商店店舗及び主屋」（国登録有形文化財）
　　　　　「秩父ふるさと館」として整備活用
・茨城県古河市：「坂長本店主屋/店蔵/袖蔵/文庫蔵/中蔵/石蔵」（国登録有形
　　　　　　　　文化財）　古河お休み処「坂長」として整備活用
・東京都港区：「旧協働会館」（区指定有形文化財）
   　　　　　　「港区立伝統文化交流館」として整備活用

本事業は、寿町に所在する国登録有形文化財「秋田家住宅」と敷地全体の整
備と活用を図るものである。中心市街地に今も残る「秋田家住宅」を整備し、
活用することによって、「所沢のまちば」の歴史・文化を伝え、「ふるさと所
沢」を愛する心を育てる。あわせて、様々な活動の展開を通じて日常的に市民
が交流する空間の創出や所沢駅周辺から西所沢エリアや航空公園エリアなどへ
の回遊拠点の一つとして地域の商業や観光の活性化にも寄与することを目指す
ものとする。

令和5年度は、令和4年度に策定した基本方針に基づいて、整備に関わる法令
整備や活用方法の検討、基本設計及び実施設計を行うに当たって必要となる各
種調査を行う。

＜実施スケジュール＞
　・令和5年度：整備に関わる法令整備や活用方法の検討
　　　　　　　 敷地調査、地質調査、構造診断、保管部材調査　等
　・令和6・7年度：基本設計、実施設計
　・令和8・9年度：整備工事
　・令和10年度：公開活用

令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

12 02 警備委託料 191

令和6年度(千円)

12 67
歴史的建造物整備活用調査業務委託
料

25,883

計 26,168

07 光熱水費 85

11 08 火災保険料 9

計
細 　節 　名 　称 予算額(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節
④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称

10

科 目 名 称 予算額(千円)

基
本
方
針

文化財の保護・活用
コード 562

根拠法令等 文化財保護法、埼玉県文化財保護条例、所沢市文化財保護条例

事業名 歴史的建造物整備活用事業

事業費総額 ２６,１６８ 千円

総合計画の体系
章

魅力・元気・
文化を誇れる
まち

節
文化芸術・伝
統文化

事  業  概  要  調  書

一般会計 教育総務部　文化財保護課

10 5 4 説明 文化財保護費

-
 
1
5
9
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

  他の自治体においても、状況に応じて同様の事業を実施している。

生涯学習は、「いつでも どこでも だれでも」の理念の下に推進されるもの
であり、子どもから大人までのあらゆる世代に学習機会を提供する必要があ
る。また、昨今の複雑な家庭環境に置かれている子どもたちが、安心して学習
できる場を提供することが求められている。

本事業は、生涯学習推進センターに放課後の自習室を設置し、子どもたちを
見守る環境づくりを推進するものである。

【実施概要】
　・日　時：原則月・水・金曜（令和5年度は年間118日）／17～20時（3時間）
　・対　象：原則小学5年生～大学生等の学生
　・謝　礼：学習見守りスタッフ 1回3,000円（準備・片付け有）※1回2人配置
　　　　　　3,000円×2人（各回）×118日＝708,000円
　・その他：市民大学卒業生、近隣の大学生等にスタッフを要請

＜実施スケジュール＞
　・令和5年4月～5月：学習見守りスタッフ募集および登録等の準備
　・令和5年6月以降 ：自習室の開設

708

令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

計

852

人と人との絆
を紡ぐまち

節
生涯学習・社
会教育

基
本
方
針

市民の学びと学び合いの支
援

708

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

予算額(千円)

852 852歳出

7

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円)
歳入

謝礼

細 　節 　名 　称

02

歳
　
　
　
出

節 細節

歳
　
入

款 款 名 称

計

総合計画の体系
章

予算額(千円)

コード 151

根拠法令等
所沢市生涯学習推進センター条例、所沢市生涯学習推進センター
条例施行規則

科 目 名 称

生涯学習推進センター費

事業名 トコろん自習室開設事業

事業費総額 ７０８ 千円

なし

なし

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 教育総務部　生涯学習推進センター

10 5 5 説明

-
 
1
6
0
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

図書館電算システムは、これまで資料の予約・貸出・返却、レファレンス、
利用者登録、資料の発注・受入れ、他図書館との相互貸借、蔵書点検など、利
用者サービスの向上及び効率的な蔵書管理を図るための役割を果たしてきた。

本事業は、令和6年2月のリース期間満了に伴い、システムを再構築し、セ
キュリティの強化及び安定的なシステム運用とともに、更なる利用者サービス
の向上を図るものである。

【実施概要】
　・本館3階の参考図書室にＩＣタグを用いた蔵書管理システム（ＲＦ－ＩＤ管
　　理）の導入
　・図書利用券のスマートフォン表示
　・マイナンバーカードによる図書館資料の貸出サービス等

他の自治体においても、ＩＣタグを用いた蔵書管理システムを整備してお
り、必要に応じて更新している。
　なお、県内では、26市町で電子図書館システムを導入している。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 教育総務部　所沢図書館

10 5 3 説明 図書館運営費

事業名 第９期図書館電算システム再構築事業
なし

事業費総額 ５８,５１２ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等 所沢市立所沢図書館設置条例

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称

計

11

科 目 名 称 予算額(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)
10 01 消耗品費 2,647

02 手数料 21,175
12 10 事務機器等保守委託料 1,537
12 52 図書館電算システム開発委託料 26,037
12 55 図書館ＩＣタグ装備委託料 3,850
13 06 事務機器借料 3,266

計 58,512

歳出 57,715 57,715 57,715

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

-
 
1
6
1
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 教育総務部　所沢図書館

10 5 3 説明 図書館運営費

事業名 「(仮称)南極・北極から地球の未来を考えてみよう」開催事業
なし

事業費総額 ５０ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節
生涯学習・社
会教育

基
本
方
針

図書館機能の充実
コード 155

根拠法令等
所沢市立所沢図書館設置条例、所沢市マチごとエコタウン推進計
画

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

本事業は、他の地域より急激に温暖化が進行している南極・北極から地球環
境や生態系の未来像を予測して、持続可能な社会に向けて何ができるのかを考
える契機となることを目的として開催するものであり、本市が掲げるゼロカー
ボンシティの実現に寄与するものである。

あわせて、極地という過酷な環境下でフロンティアに挑戦する研究者、技術
者らの経験談から、未解明の困難な課題に挑戦する行動力や、未知なるものへ
の「知的好奇心」と「チームワーク」を学ぶ機会を提供するものである。

【実施概要】
　・開催内容：文化講演会「環境教育」と関連本の展示
　・開催時期：令和5年8月
　・開催場所：所沢図書館本館
　・対　　象：小学生以上

計
細 　節 　名 　称 予算額(千円)

7 01 講師謝礼 50

計 50
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

　東京都立川市等において、同様の事業を実施している。

歳出
歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

-
 
1
6
2
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 8,289

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 41
図書館本館ＬＥＤ化整備事業設計委
託料

8,289

本事業は、図書館本館の水銀照明灯について、ＬＥＤ照明灯に改修するもの
である。

これにより、水銀による環境汚染・健康被害の防止、館内全照明のＬＥＤ化
による消費電力の抑制による二酸化炭素の排出削減及び維持管理費の削減が見
込まれ、本市が掲げるゼロカーボンシティの実現に寄与するものである。

また、ＬＥＤ化に当たり、利用者の安心・安全の確保を図るため、高天井の
落下防止対策も併せて行う。

【実施概要】
　・対象施設：所沢図書館（本館）
　・実施内容：照明改修（ＬＥＤ化）工事、高天井の落下防止工事

＜実施スケジュール＞
　・令和5年度：照明改修（ＬＥＤ化）工事設計
　・令和6年度：照明改修（ＬＥＤ化）工事施工

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

基
本
方
針

エネルギー使用に伴う環境
負荷の低減コード 412

根拠法令等
水銀による環境の汚染の防止に関する法律、地球温暖化対策の推
進に関する法律、所沢市マチごとエコタウン推進計画

事業名 所沢図書館本館照明ＬＥＤ化整備事業

事業費総額 ８,２８９ 千円

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 低炭素社会

　他の自治体においても、必要に応じて施設の整備を行っている。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 教育総務部　所沢図書館

10 5 3 説明 図書館施設維持管理費

-
 
1
6
3
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出 1,080 3,384 3,384

計 216
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

　令和4年現在、県内52市町村がコミュニティ・スクールを導入しており、入間
市においては、令和4年度からモデル校での制度導入を行っている。

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

7 02 謝礼 216

埼玉県では、令和4年度に策定された「埼玉県5か年計画」において、令和8年
度末までに小・中学校全校1,055校にコミュニティ・スクール（学校運営協議会
制度）を導入することを目標としている。

本市においては、これまで市内全ての小中学校に「学校応援団」、「学校評
議員」、「安全・安心な学校づくりと地域づくり推進本部会議」を置き、地域
と共に歩む学校づくりを推進してきた。

本事業は、今後の更なる推進のため、令和5年度からコミュニティ・スクール
を段階的に導入し、学校・家庭・地域が学校教育目標のビジョンを共有し、社
会総がかりで子供たちを育むことを目指すものであり、令和5年度においては、
モデル校3校で試行的に実施する。

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

学校教育

基
本
方
針

確かな学力と自立する力の
育成コード 251

根拠法令等 地方教育行政の組織及び運営に関する法律

事業名 コミュニティ・スクール導入事業
  学校運営協議会委員として、学校側の職員（主に管理職）に加
え、地域コーディネーター、ＰＴＡ代表、保護者、自治会長、民
生委員、学校応援団ボランティア等が参加する予定である。

事業費総額 ２１６ 千円

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 学校教育部　学校教育課

10 1 4 説明 教育指導費

-
 
1
6
4
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

白岡市において、令和3年度に試験的に実施された。国の提言によるものであ
り、他の自治体においても同様の事業を実施している。 歳入

歳出

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

計 250
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

7 02 謝礼 250

令和2年9月に文化庁から示された「学校の働き方改革を踏まえた部活動改革
について」を受け、令和4年6月に文化庁の審議会である「文化部活動の地域移
行に関する検討会議」により提言がまとめられ、令和5年度から令和7年度まで
の3年間を改革集中期間と示された。

本事業は、持続可能な部活動の実現と教師の負担軽減及び生徒が文化芸術等
に親しむ機会の確保を目的に、休日の部活動の地域移行を段階的に実施するも
のである。

＜実施スケジュール＞
　・令和5年度：検討会議の開催（全5回）
　・令和6年度：一部試行
　・令和7年度：実施校拡大

計

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

学校教育

基
本
方
針

地域が信頼する学校づくり
の推進コード 253

根拠法令等 文化部活動の地域移行に関する検討会議の提言（国）

事業名 所沢市文化部活動推進事業
事業の実施に当たり、生徒及び保護者にアンケートを実施す

る。

事業費総額 ２５０ 千円

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 学校教育部　学校教育課

10 1 4 説明 教育指導費

-
 
1
6
5
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

【県内における学習支援状況】
　・狭山市　：小・中学生学習支援事業
　・鶴ヶ島市：鶴っ子サマースクール 歳出 968 1,936 1,936

歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

計 638
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

01 消耗品費 39810

細 　節 　名 　称 予算額(千円)

7 02 謝礼 240

　令和3年度に実施された埼玉県学力学習状況調査において、本市の小学校第3
学年から第6学年の算数の平均正答率が県平均を下回っている現状があり、学力
向上を図る必要が生じている。
　本事業は、教育センター等を会場に、地域の教育力を活用した学習の機会を
設けることで算数の基礎学力向上を図り、学習意欲の向上及び中1ギャップ解消
の一助とするものである。
　
＜実施スケジュール＞
　・令和5年度：所沢市教育センター、所沢まちづくりセンターの2会場で試行
　　　　　　　 開催（ボランティア人数30名×2会場＝60名）
　・令和6年度：まちづくりセンター5会場に拡大して開催
　　　　　　　（ボランティア人数30名×5会場＝150名）
　・令和7年度：地区ごと3･4校の学校につき1会場、合計10会場で開催

計

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

学校教育

基
本
方
針

確かな学力と自立する力の
育成コード 251

根拠法令等 ―

事業名 「トコろん　のびのび塾」算数基礎学力向上プロジェクト事業
なし

事業費総額 ６３８ 千円

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 学校教育部　学校教育課

10 1 4 説明 教育指導費

-
 
1
6
6
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
・狭山市：狭山市学力向上「茶レンジ・プラン」

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

本事業は、児童生徒の「必要感・達成感」を大切にすること、一人一人に寄
り添い「自己肯定感」を高めること、学校・家庭・地域が手をつなぎ、「未来
を切り拓く力」を育成することを「行動方針の3つの柱」とし、地域総がかりで
児童生徒の学力の向上を図るものである。

【主な取組】
　○学校
　・アクティブ研究：「主体的・対話的で深い学び」を意識した教員の授業力
　　　　　　　　　　向上にむけての研究
　・クリエイト研究：外部指導者を招聘し、教育センター等と連携し、所沢市
　　　　　　　　　　の教育をリードする研究
　・小中連携研修　：中学校区ごとに研究主題を設定し、小中連携の推進に向
　　　　　　　　　　けた教職員研修及び体制整備
　・学び創造アクティブＰＬＵＳ推進委員会による学力向上に向けた意見交換
　○家庭
　　・家庭におけるルール作り　　　　・家庭学習の定着
　　・家読（うちどく）の定着　　　　・保護者連絡デジタルツールの活用
　○地域
　　・あいさつ運動の実施　　　　　　・地域教育資源の活用
　　・児童生徒の地域行事への参加推進

章
子どもが大切
にされるまち

節
コード 251

根拠法令等 学習指導要領

事  業  概  要  調  書

一般会計 学校教育部　学校教育課

10 1 4 説明 教育指導費

事業名 「学び創造アクティブＰＬＵＳ」学力向上推進事業

事業費総額 ２,３５８ 千円

総合計画の体系

予算額(千円)

学校教育

基
本
方
針

確かな学力と自立する力の
育成

・所沢市ＰＴＡ連合会等を構成員とする学び創造アクティブＰＬ
　ＵＳ推進委員会の開催
・保護者・地域住民の学校応援団（学習支援等を行うボランティ
　ア）への参加

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

計
細 　節 　名 　称 予算額(千円)

7 01 講師謝礼 40

節 細節

7 02 謝礼 90

10 01 消耗品費 100

印刷製本費 578

12 76
学び創造アクティブＰＬＵＳ研究委
託料

1,550

計 2,358
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出 10 03

歳入
歳出 2,507 2,507 2,457

-
 
1
6
7
 
-



款 項 目 04 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出 148,264

計 98,843
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

　他の自治体においても、必要に応じて施設の改修を行っている。 令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

14 02 施設改修工事（施設整備事業分） 93,632

98,843

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 70
第１学校給食センター受水槽外改修
工事監理業務委託料

5,211

本事業は、老朽化する公共施設について、「所沢市公共施設長寿命化計画」
に基づいて計画的に整備し、公共施設の安全上適正な管理を図るものである。

＜実施スケジュール＞
　・令和5年度：既存廃水処理施設の撤去外工事、工事監理業務委託
　・令和6年度：受水槽、高架水槽外の改修工事、工事監理業務委託

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

20 繰入金 施設整備基金繰入金 98,843

財政運営

基
本
方
針

公共施設マネジメントの推
進コード 754

根拠法令等 所沢市公共施設長寿命化計画

事業名 第１学校給食センター受水槽外改修事業
なし

事業費総額 ９８,８４３ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 学校教育部　保健給食課

10 6 3 説明 学校給食施設費

-
 
1
6
8
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出 65,792 65,792 65,792

計 61,059
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

他の自治体においても、校務用コンピュータ等を整備しており、必要に応じ
て機器等の更新を行っている。

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

13 06 事務機器借料 38,379歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

11 02 手数料 22,680

市内小中学校47校には、教職員が使用する校務用コンピュータを導入してお
り、教育ネットワークを介し、児童生徒の成績、出欠席及びその理由の管理を
行う等、学校業務で活用している。

本事業は、安定したシステム環境を確保することにより、校務の負担軽減及
び教育効果の向上を図るため、パソコン及び周辺機器等を更新するものであ
る。

【実施概要】
　・リース期間：令和5年9月1日～令和10年8月31日
　・更新内容　：ノート型パソコン（981台）
　　　　　　　　カラーインクジェットプリンタ（47台）
　　　　　　　　モノクロレーザプリンタ（47台）
　　　　　　　　無線ＬＡＮアクセスポイント（94式）

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等 ―

事業名 小中学校校務用コンピュータ等更新事業
なし

事業費総額 ６１,０５９ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 学校教育部　教育センター

10 1 5 説明 教育センター費

-
 
1
6
9
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出 3,043 1,659 1,479

計 4,535
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

全ての自治体において、ホームページを作成しており、必要に応じてシステ
ムの更新を行っている。また、クラウド版については、東京都、大阪府をはじ
め本市と同規模人口の群馬県高崎市（37万人）、東京都町田市（43万人）、愛
知県春日井市（30万人）等において導入している。

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

12 69
ホームページ作成システム運用管理
委託料

2,863歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

11 02 手数料 1,672

本事業は、現在、各校において専用ソフトや独自システムを利用してホーム
ページを作成しているが、クラウド版のホームページ作成システムを導入し統
一することで、分かりやすい情報提供を迅速に地域住民や保護者に行うもので
ある。

コンテンツの作成や更新作業に関して、専門知識や技術を持たない職員でも
容易に利活用でき、情報が伝わりやすいシステムを導入する。また、システム
を統一することで、情報セキュリティの統一的な管理ができるとともに、耐震
かつ情報セキュリティに万全なデータセンターを使用し、24時間365日安定した
運用及び情報提供を可能とする。
　
【実施概要】
　・実施内容：ＣＭＳを利用したホームページ作成システムの導入及び公開に
　　　　　　　至るまでの作業並びに運用保守作業
　・運用開始日：令和5年10月1日までに開始

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等 ―

事業名 ホームページ作成システム導入事業
なし

事業費総額 ４,５３５ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 学校教育部　教育センター

10 1 5 説明 教育センター費

-
 
1
7
0
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

本市では、子どもたちの学びを保障できる環境を早急に実現するため、令和2
年度からＧＩＧＡスクール構想におけるＩＣＴ環境整備を加速しているが、学
校の人的体制は十分とは言えない状況である。

本事業は、ＩＣＴインフラの有効活用と教員の負担軽減を図るため、令和4年
度に学校に配置したＩＣＴ支援員について、令和5年度においても、継続して配
置するものである。

【令和5年度の取組】
　・配置人数：管理者1人、リーダー1人及び支援員8人
　・内　　容：授業時の端末操作、トラブル対応、ＩＣＴを活用した授業のサ
　　　　　　　ポート等
　・配置期間：令和5年4月1日～令和6年3月31日

文部科学省では、地方財政措置によるＩＣＴ支援員の配置を促進しているた
め、他の自治体においても、同様の事業を実施している。

歳出

計 72,600
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 68 ＩＣＴ支援員委託料 72,600

なし

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

千円

総合計画の体系

予算額(千円)

学校教育

基
本
方
針

学習環境の整備

1 5

コード 256

根拠法令等 ＧＩＧＡスクール構想（国）

事業名 ＩＣＴ支援員配置事業

事業費総額 ７２,６００

説明 教育センター費

章
子どもが大切
にされるまち

節

事　業　概　要　調　書

一般会計 学校教育部　教育センター

10

-
 
1
7
1
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード

令和4年度においては、川越市、狭山市、入間市ほか県内37自治体において、
埼玉県土木積算システムを利用し、土木設計を行っている。

土木積算システムは、土木工事を所管する各課のパソコンとシステム管理
サーバを全庁ネットワークで結び、土木系設計書の作成業務を行う担当者に、
埼玉県が構築している土木工事標準積算基準に基づく積算システムを提供する
ものであり、業務効率の向上と経費の削減を図っている。

本事業は、令和5年度に県システムのデータベースソフトウエアの更新等が行
われることに伴い、管理サーバ等のＯＳ等を更新するものである。

【現行システム共用課等】
　・特別会計分：狭山ケ丘区画整理事務所、所沢駅西口区画整理事務所
　・一般会計分：みどり自然課、市街地整備課、建設総務課、道路建設課、道
　　　　　　　　路維持課、計画道路整備課、公園課、河川課、下水道整備課
　　　　　　　　（契約課扱い）、下水道維持課（契約課扱い）
　
【これまでの主な取組】
　・他のシステムとの比較検討

新　規　事　業　概　要　調　書

狭山ケ丘会計 街づくり計画部　狭山ケ丘区画整理事務所

1 1 事務費

事業名 土木積算システム更新事業

事業費総額 ２１１ 千円

1 説明

744

根拠法令等 ―

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 行政経営

基
本
方
針

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

1 繰入金 一般会計繰入金 211

計 211

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

11 02 手数料 107

13 31
埼玉県土木積算システムプログラム
等利用料

104

計 211
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入 104 104 104
歳出 104 104 104

-
 
1
7
2
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

説明 事務費

章
未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

新　規　事　業　概　要　調　書

所沢駅西口会計 街づくり計画部　所沢駅西口区画整理事務所

1 1 1

コード 744

根拠法令等 ―

事業名 土木積算システム更新事業

事業費総額 ３１６ 千円

総合計画の体系

予算額(千円)

4 事業収入 保留地処分金 316

行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくり

なし

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

316

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

11 02 手数料 160

13 31
埼玉県土木積算システムプログラム
等利用料

156

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入 156

土木積算システムは、土木工事を所管する各課のパソコンとシステム管理
サーバを全庁ネットワークで結び、土木系設計書の作成業務を行う担当者に、
埼玉県が構築している土木工事標準積算基準に基づく積算システムを提供する
ものであり、業務効率の向上と経費の削減を図っている。

本事業は、令和5年度に県システムのデータベースソフトウエアの更新等が行
われることに伴い、管理サーバ等のＯＳ等を更新するものである。

【現行システム共用課等】
　・特別会計分：狭山ケ丘区画整理事務所、所沢駅西口区画整理事務所
　・一般会計分：みどり自然課、市街地整備課、建設総務課、道路建設課、道
　　　　　　　　路維持課、計画道路整備課、公園課、河川課、下水道整備課
　　　　　　　　（契約課扱い）、下水道維持課（契約課扱い）
　
【これまでの主な取組】
　・他のシステムとの比較検討

令和4年度においては、川越市、狭山市、入間市ほか県内37自治体において、
埼玉県土木積算システムを利用し、土木設計を行っている。 156

歳出 156 156

計 316

-
 
1
7
3
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

新　規　事　業　概　要　調　書

国保会計 財務部　収税課

1 2 1 説明 徴収事務費

事業名 税系システム端末機器更新事業（財務部所管分）
なし

事業費総額 ２,１５９ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等 地方税法

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

本事業は、市民税課、資産税課、収税課及び国民健康保険課において使用中
の税系システム端末について、リース契約終了に伴い更新を行うものである。

【更新端末台数】
　・端末：5台
　　4課（市民税課、資産税課、収税課、国民健康保険課）合計30台のうち、収
　　税課分5台

計
細 　節 　名 　称 予算額(千円)

11 02 手数料 1,047

01 庁用備品費 1,11217

計 2,159
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

　他の自治体においても、必要に応じて端末の更新を行っている。

歳出
歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

-
 
1
7
4
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 2,159
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

17 01 庁用備品費 1,112歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

11 02 手数料 1,047

　本事業は、国民健康保険課において税系システムとして使用中のリース端末
について、更新を行うものである。

【入替台数】
　・端末：5台
　　（4課合計30台：市民税課8台、資産税課7台、収税課10台、国民健康保険課
　　　5台）

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等 地方税法

事業名 税系システム端末機器更新事業（健康推進部所管分）

事業費総額 ２,１５９ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 行政経営

　他の自治体においても、必要に応じて端末の更新を行っている。

新　規　事　業　概　要　調　書

国保会計 健康推進部　国民健康保険課

1 1 1 説明 総務事務費

-
 
1
7
5
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　他の市町村においても、次期計画を策定する予定である。
歳入
歳出

計 3,157
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

3,157計
細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 57 医療費等分析委託料 3,157

歳
　
　
　
出

節

3 県支出金 保険給付費等交付金 3,157

行政経営

基
本
方
針

将来都市像の実現に向けた
計画行政の推進

  被保険者代表を構成員に含む国民健康保険運営協議会に提出・
審議

高齢者の医療の確保に関する法律、国民健康保険法

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節
コード

予算額(千円)

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

説明 疾病予防費

事業名 第３期所沢市国民健康保険データヘルス計画策定事業

事業費総額 ３,１５７ 千円

741

根拠法令等

「日本再興戦略」（平成25年6月14日閣議決定）において、全ての健康保険組
合に対し、レセプト等のデータの分析、それに基づく加入者の健康保持増進の
ための事業計画として、データヘルス計画の作成、公表、事業実施、評価等の
取組を求めることが掲げられ、平成27年度からその実施が義務付けられてい
る。また、高齢者の医療の確保に関する法律では、保険者（市町村）は、特定
健康診査等基本指針に即して、6年ごとに、6年を1期とした特定健康診査等の実
施に関する計画を定めるものとされている。

本事業は、令和6年3月31日をもって終了する第2期所沢市国民健康保険保健事
業実施計画（データヘルス計画）及び第3期所沢市国民健康保険特定健康診査等
実施計画の次期計画を一体的に策定するものであり、次期計画期間の保健事業
について、実行性を伴う効果的な内容とするため、被保険者の受療動向や医療
費等の現状分析には、過去数年分のレセプトデータ、健診データ等を利用した
民間業者の専門的技術を利用し、計画に反映させる。
（県補助：補助率10/10）

【実施概要】
　・委託内容：レセプトデータ・特定健診結果データ・国保データベースを活
　　　　　　　用した健康・医療情報の分析及び分析結果に基づく健康課題
              の把握
　・成 果 物：紙媒体及び電子媒体

新　規　事　業　概　要　調　書

国保会計 健康推進部　国民健康保険課

5 1 2

-
 
1
7
6
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

なし

「コバトン健康マイレージ事業」
　・参加団体：県内49市町村、17保険者、56事業者（令和4年12月末）
　・参加者数：173,080人（令和4年12月末）

歳入 5,610 6,017 6,277
歳出 5,610 6,017 6,277

　本事業は、18歳以上の市民を対象とし、スマホアプリ又は専用歩数計を用い
て、歩数を記録しながら日常的にウォーキングを行い、生活習慣病の予防を図
るとともに、健康づくりへの取組を継続的に支援するものである。
　事業の実施に当たり、埼玉県が実施する「コバトン健康マイレージ事業」に
参入し、歩数実績等に応じて抽選で県が提供する景品が当たる制度に加え、本
市独自のポイント制度及び景品を用意するなど、参加者が楽しみながらウォー
キングを続けられるような仕組みとしている。
　併せて、本市が進める「ゼロカーボンシティ」「人を中心にしたマチづく
り」の推進を図る上で、市民に対して「歩く」ことを更に推奨していく必要が
あることから、本事業の更なる周知及び拡充を図るため、新たな取組を行うも
のである。
  なお、実施に当たり、国民健康保険に係る予算については、国民健康保険特
別会計に計上する（一般会計：国保会計＝78:22）。
（県補助：補助率10/10）

【新たな取組】
　・トコトコ健幸マイレージ参加者向けウォーキング教室
　・健康づくりに関心がある市民向けの周知事業（体操教室とのコラボ事業）
　・トコトコ健幸マイレージＰＲ事業（参加者の声を活かしたＰＲ）
　・FUN＋WALK PROJECT推進事業との連携
　・「まち」×「みどり」のおさんぽコース道標等整備事業との連携（道標
　　を活用した健康情報等の周知）

4218

計 5,238
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

埼玉県コバトン健康マイレージ事業
負担金

12 55 健幸マイレージ事業委託料 785
12 56 健幸マイレージ景品委託料 3,617

10 05 修繕料（備品等） 42
11 01 通信運搬費 144

22
10 01 消耗品費 23
10 03 印刷製本費 55

計 5,238

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)
7 01 講師謝礼

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

3 県支出金 保険給付費等交付金 5,238

311

根拠法令等 健康増進法、国民健康保険法

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

総合計画の体系
章

健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節 健康づくり

基
本
方
針

疾病予防費

事業名 トコトコ健幸マイレージ事業

事業費総額 ５,２３８ 千円

説明

主体的な健康づくりの推進
コード

550

事  業  概  要  調  書

国保会計 健康推進部　国民健康保険課

5 1 2

-
 
1
7
7
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

※1　生活習慣病の薬を服用しておらず腹囲・血糖・脂質・血圧等が基準値以上
※2　支援内容（初回面談＋3か月以上の継続的な支援＋実績評価）
※3　支援内容（初回面談＋実績評価）

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

なし

歳入 5,456 5,456 5,456
歳出 5,456 5,456 5,456

計 5,456
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

10 03 印刷製本費 88

12 51 特定健康診査等委託料 5,280

5,456

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

10 01 消耗品費 88

科 目 名 称 予算額(千円)

3 県支出金 保険給付費等交付金 5,456
根拠法令等 高齢者の医療の確保に関する法律、国民健康保険法

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称

平成20年4月から、各医療保険者には生活習慣病予防及び疾病の早期発見・早
期治療を通して、健康の保持増進と生活の質の向上を図ることを目的とした特
定健康診査と特定保健指導の実施が義務付けられた。

現在、本市における特定健康診査受診後に行う特定保健指導の実施率は、国
の目標値である60％から大きく乖離しており、伸び悩んでいる状況である。

そのような中、平成30年度からは保険給付費等交付金において保険者努力支
援制度が始まり、特定保健指導の実施率が交付額に大きく影響する仕組みに
なったことと合わせて、実施率の向上は喫緊の課題となっている。

そこで、令和元年度から、特定保健指導の一部（動機付け支援）について
は、現在の直営体制から業務委託に切り替え、国の目標値が達成できる体制を
再構築し実施している。

計

節
医療保険・医
療情報

基
本
方
針

特定健康診査等の充実
コード 342

特定健康診査等事業費

事業名 特定保健指導業務委託事業
なし

事業費総額 ５,４５６ 千円

総合計画の体系
章

健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

県内では、さいたま市、川越市、東松山市、春日部市、鶴ヶ島市等において
特定保健指導を委託により実施している。

■特定保健指導実施までの流れ

事  業  概  要  調  書

国保会計 健康推進部　国民健康保険課

5 2 1 説明

特定健診受診
特定保健指導 対象 ※1

特定保健指導 対象外

積極的支援の対象 ※2

動機付け支援の対象 ※3

委託化

-
 
1
7
8
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出 3,117 3,117 3,117 

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

　・調査へのタブレット活用：東京都葛飾区及び東京都府中市
　・審査会のオンライン化　：ふじみ野市、東京都練馬区及び東京都清瀬市

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入 3,117 3,117 3,117 

計 8,311

12 55
介護保険認定調査システム保守委託
料

995

13 06 事務機器借料 672

11 02 手数料 165

12 54
介護保険認定調査システム開発委託
料

6,093

細 　節 　名 　称 予算額(千円)

11 01 通信運搬費 386

本事業は、要支援・要介護度の判定を行う一連の介護認定業務において、タ
ブレット端末を活用した訪問調査への移行、認定審査会のオンライン化推進な
ど、デジタル技術によって業務の在り方を見直すことで、認定申請数の増大に
よる結果判定所用日数への影響を最小限に抑え続ける環境を構築し、市民サー
ビスの維持・向上を目指すものである。

併せて、調査や審査会に伴う自動車利用の低減により、ゼロカーボンシティ
の推進も図るものである。

計 8,311

歳
　
　
　
出

節 細節
④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

7 繰入金 事務費繰入金 8,311

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等 介護保険法

事業名 介護認定業務ＤＸ化事業

事業費総額 ８,３１１ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 行政経営

新　規　事　業　概　要　調　書

介護会計 福祉部　介護保険課

1 3 2 説明 認定調査等費

-
 
1
7
9
 
-



款 項 目 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

新　規　事　業　概　要　調　書

水道事業会計 上下水道局　総務課

1 1 1 説明 資本的支出

事業名 上下水道局庁舎照明ＬＥＤ化整備事業
なし

事業費総額 ４７,０３０ 千円

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 低炭素社会

基
本
方
針

エネルギー使用に伴う環境
負荷の低減コード 412

根拠法令等 所沢市マチごとエコタウン推進計画

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

収
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

上下水道局庁舎の照明は老朽化が進んでおり、既設照明設備の大部分の安定
器が製造を終了している。

本事業は、消費電力の少ないＬＥＤ照明に改修することにより、庁舎照明設
備の安定稼働を図るとともに、維持管理費の削減及び消費電力量の抑制による
二酸化炭素の排出削減が見込まれ、本市が掲げるゼロカーボンシティの実現に
寄与するものである。
　
【実施概要】
　・内　　容：上下水道局庁舎の既設照明をＬＥＤ照明に改修する。
　・期　　間：令和5年度から令和6年度まで（継続事業）
　・事 業 費：令和5年度　47,030千円
          　  令和6年度　68,890千円

計

支
　
　
　
出

節 細節 節 　名 　称 予算額(千円)

80 － 施設工事費 47,030

計 47,030
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

　他の自治体においても、必要に応じて施設の改修を行っている。 令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
収入
支出 68,890

-
 
1
8
0
 
-



款 項 目 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

支 出 259 259 259

計 743
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

73 －
工具、器具及び備品購入費（資本的
支出）

484

節 細節 節　名　称 予算額(千円)

16 － 通信運搬費（収益的支出） 259

計

予算額(千円)款 款 名 称 科 目 名 称

コード 653

根拠法令等 水道法、所沢市水道事業給水条例

水道

基
本
方
針

安全な水の安定供給

本事業は、職員が現場立会いで行っている給水装置工事検査の一部につい
て、リモート（遠隔）での検査を実施するため、タブレット型端末及びスマー
トフォンを導入するものである。

これにより、現場への移動時間の削減、局庁舎内での効率的な工事検査の実
施及び車両使用の抑制による二酸化炭素の排出削減が見込まれる。

【実施概要】
　・事業者が現場の施工状況を撮影し、職員が局庁舎に居ながらタブレット型
    端末等で確認することで現場立会いの代替とする。
　・リモート検査を希望する事業者を対象に実施する。
　

・神奈川県横浜市　　：建設現場の遠隔臨場
・兵庫県神戸市水道局：給水装置工事リモート検査

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

事業名 給水装置リモート検査事業

事業費総額 ７４３ 千円

収
　
入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

支
　
出

収 入

節

新　規　事　業　概　要　調　書

水道事業会計 上下水道局　窓口サービス課

1 1 2 説明 収益的支出・資本的支出

-
 
1
8
1
 
-



款 項 目 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

新　規　事　業　概　要　調　書

水道事業会計 上下水道局　窓口サービス課

1 1 4 説明 収益的支出

事業名 インボイス制度の開始に伴う料金システム改修事業

事業費総額 ４,３２６ 千円

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

節 水道

基
本
方
針

経営基盤の強化
コード 651

根拠法令等 消費税法

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

収
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

本事業は、消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度）が令和5年10月
から導入されることに伴い、水道料金及び下水道使用料の納入通知書等をイン
ボイス制度に対応するものとするため、システムを改修するものである。

【実施概要】
　・納入通知書等に必要事項（登録番号、適用税率、消費税額等）を記載

＜実施スケジュール＞
　・令和5年4月～5月：システム改修委託契約締結
　・令和5年10月～　：インボイス制度対応の納入通知書等を発行

計

支
　
　
　
出

節 細節 節　名　称 予算額(千円)

18 － 委託料 4,326

計 4,326
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

　消費税法の改正に伴うものであるため、他の自治体においても、同様の対応
を行う予定である。

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
収入
支出

-
 
1
8
2
 
-



款 項 目 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

章
自然と調和す
る住みよいま
ち

節 水道

新　規　事　業　概　要　調　書

水道事業会計 上下水道局　窓口サービス課

1 1 4 説明 収益的支出

コード 651

根拠法令等 地方自治法、所沢市水道事業給水条例、所沢市下水道条例

事業名 クレジットカード決済導入事業

事業費総額 １３,２０５ 千円

総合計画の体系

予算額(千円)

基
本
方
針

経営基盤の強化

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

収
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

支
　
出

節
計

細節 節　名　称 予算額(千円)

18 － 委託料 12,282

19 － 手数料 923

計 13,205
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

本事業は、水道料金及び下水道使用料の支払におけるキャッシュレス化によ
り、市民の利便性を向上し、デジタル社会の実現に寄与するため、クレジット
カード決済を導入するものである。

【実施概要】
　・単発の都度払いではなく、安定的な収納が見込める継続払いで実施する。
　・1件の請求につき5万円を取扱上限額とする（全体の99.3％の取扱いが可
　　能）。

＜実施スケジュール＞
　・令和5年4月～5月：システム改修委託契約締結、指定納付受託者の指定
　・令和5年12月～　：クレジットカード決済受付開始

県内では、さいたま市、川口市、戸田市、入間市、朝霞市、志木市、新座
市、三郷市、秩父広域市町村圏組合において同様の事業を実施している。 収 入

支 出 3,078 4,757 6,211

-
 
1
8
3
 
-



款 項 目

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)
 

②他自治体の類似する政策等(他の自治体の類似する政策等との比較検討)
  他の自治体においても、同様に老朽管の更新事業等を進めている。

③市民参加の実施の有無とその内容
なし

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
 なし

事  業  概  要  調  書

水道事業会計 上下水道局　水道建設課

1 1 1 説明 資本的収支 【債務負担行為（令和4年度設定分）】
　・事　項：施設工事費（水道管整備事業）
　・期　間：令和5年度まで
　・限度額：1,520,222千円
 
○水道管布設工事　116,688千円
　・山口地区配水管布設工事　　　　               延長：140ｍ
  ・狭山ケ丘土地区画整理事業地内配水管布設工事　 延長：552ｍ
○業務委託         89,266千円
　・大口径管更新に伴う基本設計業務委託 　    　　 20,361千円
　・詳細設計業務委託　3件     　　　　　　        46,365千円
　・測量業務委託　　　     　　　　　　　　　  　 22,220千円
　・土木積算システム用広幅印刷機保守点検業務委託     320千円

事業名 水道管整備事業

事業費総額 ３,１７６,３０６ 千円

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

節 水道

基
本
方
針

安全な水の安定供給
コード 653

根拠法令等
水道法、水道施設の技術的基準を定める省令、所沢市水道事業給
水条例、所沢市水道ビジョン、所沢市水道事業経営計画

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

収
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

1 資本的収入 工事負担金

委託料－

予算額(千円)
1 資本的収入 建設改良等企業債 1,650,000
1 資本的収入 他会計負担金 46,310

3,176,306

102,500
計 1,798,810

支
　
　
出

節 細節 節 　名 　称 予算額(千円)
18

収入 1,772,228 1,972,336 1,972,336

89,266
80 － 施設工事費 3,087,040

計

支出 2,521,800 2,531,900 2,531,900

本事業は、安全な水の安定供給を行うため、老朽化した水道管の更新を行う
ものである。水道管の更新に当たっては、耐久性、耐震性を持つダクタイル鋳
鉄管を採用し、「所沢市水道事業経営計画」に基づき、小口径管及び大口径管
の更新を推進するものである。

また、小口径管のうち医療機関等12施設を対象とした重要給水施設管路につ
いても、耐震化を進める。

さらに、区画整理事業等に伴う配水管の布設を必要に応じて実施し、区画整
理事業地内については、協定に基づき工事負担金を徴収して実施する。
　
【主な取組（令和4年度末見込み）】
　・小口径管（口径400㎜未満）更新（計画期間：令和3年度から令和12年度まで）
　　　工事進捗率：計画延長83,000ｍに対して18,324ｍを予定(22.08％)
　   （うち重要給水施設管路耐震化 計画延長：30,473ｍに対し26,115ｍを
      予定（85.69％））
　　<管路耐震化が完了している施設>12施設中5施設
　　　①所沢市民体育館　②所沢航空記念公園  ③防衛医科大学校病院
    　④瀬戸病院　　　　⑤所沢明生病院（見込み）
　・大口径管（口径400㎜以上）更新（計画期間：令和3年度から令和12年度まで）
　　　工事進捗率：計画延長15,000ｍに対して4,617ｍを予定(30.78％)

【令和5年度整備概要】
　○水道管更新工事　2,970,352千円
　　・小口径管更新工事　　　　　　14件　    　　　延長：8,351ｍ
  　 （うち重要給水施設管路耐震化<所沢第一病院>　 延長：　209ｍ）
　　・大口径管更新工事 　　　　    2件    　　　　延長：1,175ｍ

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

-
 
1
8
4
 
-



款 項 目 ②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
　他の自治体においても、同様の事業を実施している。

③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

事  業  概  要  調  書

水道事業会計 上下水道局　給水管理課

1 1 1 説明 資本的支出

事業名 浄水場整備事業（耐震補強工事）

事業費総額 ４８,６５４ 千円

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

節 水道

基
本
方
針

安全な水の安定供給
コード 653

根拠法令等
水道法、水道施設の技術的基準を定める省令、所沢市水道ビジョ
ン、所沢市水道事業経営計画

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

収
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

本事業は、アセットマネジメント手法を用いて将来の更新需要を分析した
「所沢市水道事業経営計画」に基づき、着水井等の耐震診断を順次行い、耐震
補強が必要な場合については、耐震補強設計及び耐震補強工事を実施し、災害
に強いライフラインを構築するものである。
【これまでの耐震補強工事が完了した配水池等】
  配水池については令和3年度までにおおむね完了したため、次段階として
　令和4年度から着水井等の耐震化に着手した。
　・配水池総容量92,000㎥のうち87,500㎥（95.11%)
　　※耐震化が完了していない配水池は西部浄水場1号配水池（4,500㎥）
　・着水井等総容量3,140㎥のうち1,500㎥（47.8%)
【令和5年度整備概要】
  ⑴南部浄水場着水井（昭和44年築造）
　　・整備内容：耐震診断業務委託（委託料 21,748千円）
　⑵北野加圧ポンプ場加圧ポンプ井（昭和36年築造）
　　・整備内容：耐震補強工事設計業務委託（委託料 13,453千円）
　⑶山口加圧ポンプ場着水井・加圧ポンプ井（昭和39年、昭和47年築造）
　　・整備内容：耐震補強工事設計業務委託（委託料 13,453千円）

計

支
　
　
　
出

節 細節 節 　名 　称 予算額(千円)

18 - 委託料 48,654

計 48,654
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
収入 1,237 16,300 8,225
支出 152,000 65,200 32,900

施設名称 完了年度 備考
南部浄水場混和池 1,500 ㎥ R1 47.8% 耐震性有
東部浄水場着水井 1,200 ㎥ R6見込 86.0% （見込）
⻄部系北野加圧ポンプ井 100 ㎥ R7見込 89.2% （見込）
⻄部系⼭⼝加圧ポンプ井(2池) 200 ㎥ R7見込 95.6% （見込）
南部浄水場着水井(R5年度診断） 140 ㎥ R8見込 100.0% （見込）
着水井等総容量 3,140 ㎥

耐震化率容量

-
 
1
8
5
 
-



款 項 目 ②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
　県外の他自治体においても同様の事業を実施している。

③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

事  業  概  要  調  書

水道事業会計 上下水道局　給水管理課

1 1 1 説明 資本的支出

事業名 浄水場整備事業（西部浄水場更新工事）

事業費総額 ３９,５７８ 千円

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

節 水道

基
本
方
針

安全な水の安定供給
コード 653

根拠法令等
水道法、水道施設の技術的基準を定める省令、所沢市水道ビジョ
ン、所沢市水道事業経営計画

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

収
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

西部浄水場については、アセットマネジメント手法を用いて将来の更新需要
を分析し、老朽化した当該施設の耐震性や適正規模についての検討を行った。

本事業は、検討結果を踏まえ、ダウンサイジングを見据えた当該施設の全体
の再構築を行い、配水池や管理棟など全ての場内施設を計画的に更新するもの
である。令和5年度については、基本計画策定に並行し、設計・施工一括発注等
の効率的な手法の導入可能性について調査する。

【令和4年度実績】
　・西部浄水場内外の測量業務を実施
  ・業務委託で基本計画策定を実施

【施設概要】
　・更新施設：西部浄水場
　　　運転開始　　　昭和37年7月

  　　主な築造年　　1号配水池（4,500m
3
） 昭和46年築造

　　　　　　　　　　2号配水池（15,000m
3
）昭和53年築造

　　　　　　　　　　管理棟　 　　　　　  昭和54年築造
  　　給水区域　三ケ島・山口・小手指地区

  　　令和3年度配水量　11,859,700m
3
（所沢市全体の33.2％）

【債務負担行為（令和4年度設定分）】
　・事　項：西部浄水場更新基本計画策定等業務委託料
　・期　間：令和5年度まで
　・限度額：56,639千円

計

支
　
　
　
出

節 細節 節 　名 　称 予算額(千円)

18 － 委託料 39,578

計 39,578
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
収入
支出 17,700 532,400 1,260,100

-
 
1
8
6
 
-



款 項 目 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

支出 396 396 396

計 2,801
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

　県内では川口市、深谷市、入間市、北本市、坂戸、鶴ヶ島下水道組合におい
て経営戦略の改定を行っている。

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
収入

19 － 手数料 205

20 － 賃借料 396

支
　
　
　
出

節 細節 節 　名 　称 予算額(千円)

18 － 委託料 2,200

国（総務省）は、下水道事業を営む全ての地方公営企業に対して、中長期的
な経営の基本計画である「経営戦略」（本市においては「経営計画」に相当）
の策定並びに3年から5年以内の見直し及び改定を要請している。

本事業は、令和6年度に計画の期限を迎える「所沢市下水道事業経営計画」に
ついて、国の技術的な助言に基づき、令和7年度から令和16年度までの10年間を
新たな計画期間として改定を行うものである。
　
＜実施スケジュール＞
　・令和5年度：現状分析・課題整理、将来の事業環境予測、事業運営の基本方
　　　　　　 　針の整理、投資・財政計画のシミュレーション、計画改定素々
           　  案の策定、所沢市上下水道事業運営審議会での審議
　・令和6年度：令和5年度決算を踏まえた投資・財政シミュレーション、
　　　　　　 　所沢市上下水道事業運営審議会での審議、パブリックコメント
            　 手続実施、計画改定

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

収
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

下水道

基
本
方
針

下水道施設の計画的な老朽
化対策コード 664

根拠法令等 経営戦略策定・改定ガイドライン(国)

事業名 下水道事業経営計画改定事業
　経営計画の改定に当たっては、上下水道事業運営審議会への諮
問と、経営計画素案を作成した段階でパブリックコメント手続を
実施する予定である。

事業費総額 ２,８０１ 千円

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

節

新　規　事　業　概　要　調　書

下水道事業会計 上下水道局　経営課

1 1 60 説明 収益的支出

-
 
1
8
7
 
-



款 項 目 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討)
　他の自治体においても、同様の施設の築造が行われている。

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

収入 89,500 112,000
支出 179,000 234,000

計 40,000
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

節 　名 　称 予算額(千円)

18 － 委託料 40,000

本事業は、令和3年度に実施した上新井地区浸水対策検討業務委託に基づき、
上新井四丁目地区について、効率的に浸水被害の軽減を図るため、既存管渠を
利用し、一時的に雨水を貯留する施設（雨水調整池）を公園地下に築造するも
のである。

【これまでの取組】
　・令和3年度：上新井地区浸水対策検討業務委託

【事業スケジュール】
　・令和5年度：施設詳細設計、関係機関協議
　・令和6年度：本体工事
　・令和7年度：本体工事、電気・機械設備工事、公園復旧工事

【令和5年度事業概要】
　・施設詳細設計業務委託：1件　40,000千円

計
④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

収
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

支
　
　
　
出

節 細節

基
本
方
針

災害に強い下水道整備の推
進コード 663

根拠法令等 下水道法、社会資本整備総合交付金交付要綱(国)

事業名 雨水貯留施設（雨水調整池）築造事業

事業費総額 ４０,０００ 千円

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

節 下水道

新　規　事　業　概　要　調　書

下水道事業会計 上下水道局　下水道整備課

1 1 10 説明 資本的支出

-
 
1
8
8
 
-



款 項 目

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

なし

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

事  業  概  要  調  書

下水道事業会計 上下水道局　窓口サービス課・下水道整備課・下水道維持課

1 1 10 説明 収益的支出・資本的支出

節 下水道

基
本
方
針

下水道施設の計画的な老朽
化対策コード 664 ②他自治体の類似する政策等(他の自治体の類似する政策等との比較検討)

【令和5年度の取組】
 　下水道維持課：柳瀬川1号幹線(東新井町～美原町四丁目)他
                 管内カメラ調査               6,500ｍ  36,200千円
 　下水道整備課：大字下安松地内下水管布設工事 1,012ｍ 130,000千円
　　　　　　     物件調査及び土地借料、既設埋設物移設　28,546千円
   窓口サービス課：新規接続家屋への外水道用栓配布(300個)  165千円

事業名 雨天時浸入水対策事業

事業費総額 ２２１,７５３ 千円

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

根拠法令等
下水道法、雨天時浸入水対策ガイドライン(国)、所沢市雨天時浸
入水対策計画

本事業は、汚水管への雨水の流入を抑制するため、「所沢市雨天時浸入水対
策計画」に基づき、発生原因箇所への対策及び施設対策を実施するものであ
る。

なお、過去の大雨により浸入水が確認できる一部地域については、令和3年度
から令和7年度までの間に先行して対策工事を行うものである。

【実施概要】
　・対象区域　：処理区域
　・発生源対策：流量調査等により浸入箇所を絞り込み、適切な手法を選定
                し対策する。
　　　（内　容）詳細設計、汚水管渠の更生・布設替え、雨水管布設・雨水
                施設の設置、管内カメラ調査及び診断、送煙調査及び診断
　・施設対策  ：新たな汚水貯留施設等の築造により流量を調整し、下流へ
                の流下量を低減させる。
　　　（内  容）基本設計、汚水貯留施設の築造、管路施設の増強(バイパ
　　　　　　　　ス管等)、令和7年度以降に工事予定

【これまでの主な取組】
  ・令和3～4年度：管内カメラ調査(大字坂之下～大字北秋津･大字下安松・大字
　　　　　 　　　 上山口を含む16,832m) (R3年度 11,232m・R4年度 5,600m)
　　　　　 　　 ：外水道用栓配布 (R3年度 291個・R4年度 300個)
　　　　        ：所沢市雨天時浸入水対策計画策定
　
  ・令和3年度   ：汚水管新設詳細設計(大字下安松地区1,812m)
  ・令和4年度   ：下水管布設工事(大字下安松地区800m)

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

収
　
入

款

支
　
　
　
出

節

16

18

予算額(千円)

計

款 名 称 科 目 名 称

細節 節 　名 　称 予算額(千円)
12 - 備消耗品費(収益的支出) 165

- 通信運搬費(収益的支出) 93
18 - 委託料(収益的支出) 1,749

- 委託料(資本的支出) 82,337
20 - 賃借料(資本的支出) 347

221,753

29 - 補償金(資本的支出) 7,062
80 - 施設工事費(資本的支出) 130,000

令和8年度(千円)
収入

計

③市民参加の実施の有無とその内容

宮城県仙台市、大阪府富田林市、兵庫県神戸市等で実施してい
る。

また、県内では、荒川右岸下水道事務所において策定した雨天時
浸入水対策計画を基に各市町で対策を実施する。

支出 120,014 137,014 136,014

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

-
 
1
8
9
 
-



款 項 目

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

第3期 第4期

171,862

43,589ｍ 31,656ｍ 約22,950ｍ

【これまでの主な取組】
  ・第4期事業：整備済面積 37.4ha・整備率 53.0%（令和3年度末）
　 　　　　　　　　　　 　  下水道普及率 95.1%（令和3年度末）
【令和5年度事業概要】
  ・第4期事業に係る汚水管布設事業（大字城他5地区の一部）　1,610,850千円
　　　面積：約9.6ha　延長：約5,136m
  ・北秋津・上安松・若松町下水道整備事業　　　　　　　　　  254,649千円
　　　面積：約0.9ha　延長：約912m
  ・第２一般廃棄物最終処分場下水道整備事業(大字坂之下の一部)
　　　                              　　　　延長：約635ｍ   181,079千円

支出

計

【第1次市街化調整区域下水道整備計画概要】
　事業期間：平成15年度～令和6年度

第1期

2,155,723
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

1,974,200
40,546

第2期

令和6年度(千円)

R2～R6年度
整備面積 138.0ha 144.3ha 122.1ha 70.6ha
期　　間 H15～H19年度

872,051 414,933 326,718

収入 200,475 200,000

7,464賃借料

381,699

－
－
－

施設工事費
補償金

整備延長 37,002ｍ

基
本
方
針

生活環境の改善と公共用水
域の水質保全コード 662

根拠法令等
下水道法、都市計画法、社会資本整備総合交付金交付要綱(国)、
第1次市街化調整区域下水道整備計画

H27～R元年度

事業名 下水道管渠布設事業

事業費総額 ２,１５５,７２３ 千円

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

本事業は、生活環境の改善と公共用水域の水質保全を図るため、「第1次市街
化調整区域下水道整備計画」に基づく第4期整備事業として、整備区域の拡大を
図るものである。（国補助：補助率1/2）

また、令和5年度からは市街化区域において、北秋津・上安松・若松町下水道
整備事業に着手する。

あわせて、環境クリーン部の依頼に基づく第２一般廃棄物最終処分場下水道
整備事業として、汚水管の布設を進めるものである。
　

事  業  概  要  調  書

下水道事業会計 上下水道局　下水道整備課

1 1 10 説明 資本的収支

80
29
20
18

節 下水道

H20～H24年度

国庫補助金

他会計負担金

資本的収入

資本的収入

1

1

節 　名 　称

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

   ・第4期等以外の汚水管布設事業
　　 　都市計画道路飯能所沢線に伴うもの等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　延長：約111ｍ    80,937千円
   ・雨水管布設事業（若松町、美原町五丁目他）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　延長：約 50ｍ　　28,208千円
 【債務負担行為（令和4年度設定分）】
　 ・事　項：施設工事費（下水道管渠布設事業）
　 ・期　間：令和5年度まで
　 ・限度額：996,200千円

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
 　  他の自治体においても同様の事業を実施している。

③市民参加の実施の有無とその内容
　 なし

予算額(千円)
計

150,600

231,099

133,513－ 委託料

令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

収
　
入

支
　
　
　
出

節 細節

-
 
1
9
0
 
-



款 項 目

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

430,000 318,450 233,000

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

－ 施設工事費 130,000

計 268,000
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

【これまでの主な取組】
　・緊急：管路施設約32kmについて耐震診断を行い、耐震化が必要な施設
　　　　　　　（管渠165ｍ、マンホール44か所）について工事を行った。

　・中期：平成30年度耐震化工事　マンホール3か所（大字松郷）
　　　　　令和元年度耐震化工事　マンホール3か所（大字下安松）
　　　　　　　　　　　　　　　　管渠96ｍ（東町他）
　　　　　　　　　　　　　　　　緑町中央公園下の雨水調整池
　　　　　令和2年度耐震化工事 　マンホール9か所（大字下安松・上新井一丁目）
　　　　　令和3年度耐震化工事　 マンホール3か所（大字下安松）
　　　　　　　　　　　　　　　　管渠239ｍ（寿町他）
　　　　　令和4年度耐震化工事　 マンホール4か所（大字下安松・大字上安松他）
　　　　　（見込）　　　　　 　 管渠166ｍ（元町）

18 － 委託料 138,000

80

収入 81,000 80,300 45,500

62,500
耐震工事必要ﾏﾝﾎｰﾙ 44か所 22か所 未定

節 細節 節 　名 　称 予算額(千円)

款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)
耐震工事必要延長 165ｍ 501ｍ 未定

1 資本的収入 国庫補助金

耐震診断対象延長 約32,000ｍ 約34,000ｍ 約55,000ｍ

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

収
　
入

支
　
　
　
出

支出

款

　本事業は、「所沢市下水道総合地震対策計画」に基づき、重要な幹線や緊急
輸送道路等に埋設されている下水道施設を対象に、災害に強いライフラインを
構築するため、管渠やマンホール等の耐震化を進めるものである。

【所沢市下水道総合地震対策計画概要】
　事業期間：平成21年度～令和9年度

緊急（完了） 中期（完了見込） 長　　期
期　　　　　　間 H21～H29年度 H30～R4年度 R5～R9年度

下水道

基
本
方
針

災害に強い下水道整備の推
進コード 663

根拠法令等
下水道法、社会資本整備総合交付金交付要綱(国)、所沢市下水道
総合地震対策計画

【令和5年度事業概要】
　・耐震化工事　：管渠（管更生）220ｍ（東町他）

　・耐震診断委託：管渠15km（市内全域）
　　　　　　　　　管渠10km、マンホール7か所（市内全域）
　　　　　　　　　（国補助：補助率1/2）

　・詳細設計委託：管渠1,650ｍ（北有楽町、金山町、元町他）
　　　　　　　　　上砂公園調整池・桃の木公園調整池
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（緑町四丁目他）
　　　　　　　　　（国補助：補助率1/2）

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
　 　県内では、さいたま市、川口市、越谷市などにおいて、同様の
   事業を実施している。

③市民参加の実施の有無とその内容
 　なし

事業名 下水道地震対策事業

事業費総額 ２６８,０００ 千円

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

節

事  業  概  要  調  書

下水道事業会計 上下水道局　下水道整備課

1 1 10 説明 資本的収支

-
 
1
9
1
 
-



款 項 目 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

他の自治体においても、必要に応じて情報系ネットワークの無線化を進めて
いる。

新　規　事　業　概　要　調　書

病院事業会計 市民医療センター

説明

事業名 無線ＬＡＮアクセスポイント整備事業

事業費総額 １,１７６ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等 ―

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

収
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

本事業は、会議室を無線でネットワークに接続できる環境とすることで、電
子資料の閲覧を可能とし、ペーパーレス会議を実現するものである。

市民医療センターでは、委員会やミーティングなど多数の会議を実施するた
め、会議資料に膨大な紙を使用していたが、本事業により使用量の削減が見込
まれる。

【整備概要】
　・購入備品：無線ＬＡＮアクセスポイント1台
　・工事内容：購入予定機器の設置と設定

計

支
　
　
　
出

節 細節 節 　名 　称 予算額(千円)

1 － 器械備品購入費 1,176

計 1,176
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
収入
支出

-
 
1
9
2
 
-



款 項 目 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

本事業は、令和3年度に策定した「所沢市市民医療センター再整備基本構想」
を具体化するために、令和4年度から5年度の2か年をかけて、担うべき医療機
能、機能に沿った施設整備や経営形態等について具体的に検討し、再整備基本
計画を策定するものである。

また、令和4年3月に総務省から示された「持続可能な地域医療提供体制を確
保するための公立病院経営強化ガイドライン」に基づき、役割・機能の最適化
と連携の強化、医師・看護師等の確保と働き方改革、新興感染症の感染拡大時
等に備えた平時からの取組などを盛り込んだ経営強化プランを策定するもので
ある。

【令和5年度の取組】
　・庁内検討組織等による再整備基本計画の検討
　・所沢市市民医療センター運営委員会からの意見聴取
　・市民説明会及びパブリックコメント手続の実施

・東京都青梅市：青梅市立総合病院基本計画（平成29年度策定）
・神奈川県横須賀市：横須賀市新市立病院建設基本計画（令和元年度策定） 収入

支出

委託料
（所沢市市民医療センター再整備基
本計画・経営強化プラン策定支援業
務委託料）

計 16,058
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

14 －

8 － 印刷製本費 14

12 － 通信運搬費 84

細節 節 　名 　称 予算額(千円)

3 － 消耗品費 32

支
　
　
　
出

計
節

将来都市像の実現に向けた
計画行政の推進

・再整備基本計画素案に対するパブリックコメント手続の実施

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

収
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

コード 741

根拠法令等
第２次所沢市保健医療計画、所沢市市民医療センター再整備基本
構想

事業名 所沢市市民医療センター再整備基本計画・経営強化プラン策定事業

事業費総額 １６,０５８ 千円

総合計画の体系

事  業  概  要  調  書

病院事業会計 市民医療センター

説明

15,928

章
未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

予算額(千円)

行政経営

基
本
方
針

-
 
1
9
3
 
-



 

令和５年度当初予算における会計年度任用職員の報酬の基本額 

１ 新たに会計年度任用職員となった者 

職 種 
基本額 

（月額） 

基本額 

（時間額） 

報酬の額 

（時間額） 

※地域手当相当分を含む 

事務職 157,900 円 970 円 1,030 円 

保育士 174,000 円 1,070 円 1,130 円 

幼稚園教諭 165,600 円 1,020 円 1,080 円 

保育補助員 158,900 円 980 円 1,040 円 

介護認定調査員 219,200 円 1,350 円 1,430 円 

心身障害児介助員（小中学校） 162,900 円 1,000 円 1,060 円 

特別支援教育支援員 158,900 円 980 円 1,040 円 

学習支援員 190,200 円 1,170 円 1,240 円 

学校運営マルチサポーター 190,200 円 1,170 円 1,240 円 

放課後支援員（スタッフリーダー） 190,200 円 1,170 円 1,240 円 

心のふれあい相談員 172,600 円 1,060 円 1,120 円 

臨時教諭 172,600 円 1,060 円 1,120 円 

精神保健福祉士 214,200 円 1,320 円 1,400 円 

配偶者暴力相談支援センター相談員 190,200 円 1,170 円 1,240 円 

文化財保存活用地域計画作成補助員 164,100 円 1,010 円 1,070 円 

薬剤師 271,100 円 1,670 円 1,770 円 

栄養士 203,400 円 1,250 円 1,330 円 

診療放射線技師 214,900 円 1,320 円 1,400 円 

臨床検査技師 214,900 円 1,320 円 1,400 円 

歯科衛生士 203,400 円 1,250 円 1,330 円 

理学療法士 214,900 円 1,320 円 1,400 円 

言語聴覚士 214,900 円 1,320 円 1,400 円 

保健師 258,600 円 1,590 円 1,690 円 

看護師 217,500 円 1,340 円 1,420 円 

看護師（交代制日勤） 238,300 円 1,460 円 1,550 円 

看護師（交代制夜勤） 364,200 円 2,240 円 2,370 円 

准看護師 186,100 円 1,140 円 1,210 円 

准看護師（交代制日勤） 207,500 円 1,270 円 1,350 円 

准看護師（交代制夜勤） 332,700 円 2,040 円 2,160 円 

助産師 258,600 円 1,590 円 1,690 円 

屋内現業職 157,900 円 970 円 1,030 円 

屋外現業職 158,900 円 980 円 1,040 円 

看護助手 164,100 円 1,010 円 1,070 円 
※フルタイム勤務職員は、給料として基本額（月額）が支給され、地域手当として常勤職員と
同様の支給率を上記基本額（月額）に乗じた額が支給されます。 

※パートタイム勤務職員は、報酬として基本額（時間額）に地域手当相当分を加算した額（報
酬の額（時間額））が支給されます。 
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２ 所沢市会計年度任用職員の報酬等に関する条例第３条の規則で定める者 

職  種 基 本 額 

当直員 宿直 日額 13,000円。ただし、年末年始（12月29

日から翌年の1月3日までをいう。以下

同じ。）については、19,500円 

日直 日額 8,000円。ただし、年末年始について

は、12,000円 

障害者雇用就業支援員 月額 144,900円 

障害者雇用就業員 日額 5,600円 

市税滞納整理相談員 日額 21,000円 

市民相談員 一般相談 月額 254,700円 

消費生活相談 日額 14,880円 

国民年金専門員 月額 196,000円 

交通指導員 時間額 1,480円 

客引き等対策指導員 時間額 1,700円 

就労支援員 月額 192,000円 

生活困窮者等面接相談員 月額 192,000円 

中国残留邦人等生活支援相談員 日額 9,360円 

生活困窮者等学習支援員 日額 9,360円 

母子・父子自立支援員 時間額 1,500円 

家庭児童相談員 時間額 1,500円 

心理担当支援員 時間額 1,900円 

障害児保育専門相

談員 

月１６日勤務 月額 173,300円 

月１２日勤務 月額 130,000円 

市民医療セン

ター医師 

外来診療 日額 86,300円（勤務が半日である場合は、

40,100円） 

内視鏡診療 日額 95,700円（勤務が半日である場合は、

47,900円） 

当直 日額 35,000円（日曜日、土曜日及び祝日に

ついては、71,600円）。ただし、年末年

始については、97,500円 

二次救急診療 日額 43,200円。ただし、年末年始について

は、69,000円 

小児夜間急患診療 日額 56,100円。ただし、年末年始並びに祝

日のうち昭和の日、憲法記念日、みど

りの日及びこどもの日については、

77,600円 

小児深夜帯急患診療 日額 64,700円（日曜日、土曜日及び祝日に

ついては、76,300円）。ただし、年末年

始については、102,200円 
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休日急患診療 日額 103,500円（勤務が半日である場合は、

51,800円）。ただし、年末年始について

は、129,400円（勤務が半日である場合

は、64,700円） 

放

射

線

読

影 

胸部（１週間分）

読影に係る勤務 

日額 86,300円 

胸部（２日分）読

影に係る勤務 

日額 34,500円 

上部消化管読影

に係る勤務 

日額 47,500円 

乳がん読影に係

る勤務 

日額 17,300円 

細

胞

診

断 

病理検査に係る

勤務 

日額 36,700円 

健

康

検

診 

子宮がん、乳が

ん検診に係る勤

務 

日額 40,100円 

人間ドック面接

に係る勤務 

日額 33,200円 

人間ドック診察

に係る勤務 

日額 27,200円 

眼底写真読影に

係る勤務 

月額 219,900円 

社会教育指導員 月額 134,600円 

体育指導員 月額 181,000円 

ミヤコタナゴ飼育研究員 月額 165,200円 

発掘調査専門員 月額 186,400円 

出土品整理専門員 月額 172,000円 

ふるさと研究支援員 月額 190,700円 

ふるさと研究推進員 月額 134,600円 

子どもの読書活動推進員 月額 179,600円 

安全安心対策推進員 月額 281,528円 

就学支援相談員 月額 177,525円 

学校教育相談員 月額 134,700円 

生徒指導・いじめ問題対策員 月額 236,700円 

心理士 月額 355,100円 

スクールカウンセラー 月額 236,700円 

部活動指導員 月額 28,000円 

学力向上支援講師 日額 9,000円 

主任教育相談員 月額 355,100円 
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教育相談員 月額 236,700円 

電話相談員 月額 182,300円 

主任英語指導助手 月額 370,000円 

英語指導助手 月額 350,000円 

教育センター講師 月額 195,000円 

※地域手当相当分として、常勤職員と同様の支給率を上記基本額に乗じた額が、報酬に加算さ

れ支給されます。 
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